
資 料

わが国が行 う情報技術研究開発のあり方

に関する調査研究(そ の5)

平成13年3月

、
-

財団法人 日本情報処理開発協会

先 端 情 報 技 術 研 究 所

ノ



この事業 は、競 輪の補助金 を受 けて実施 した ものです。
…]クo



.





12年 度 情報産業の研究開発体制のあり方に関する検討作業委員会

(敬称略/順 不同)

委員長 後藤 滋樹

委員 大島 信幸

員

員

員

委

委

委

員

員

員

員

委

委

委

委

辻畑 好秀

後藤 敏

本郷 喜裕

林 弘

松村 直己

尾形 仁士

南 正名

委員 津村 和政

委員 岡本 吉晴

早稲 田大学理工学部情報学科 教授

(株)日 立製作所 情報 コンピュー タグループ事業企画本部

副本部長

(株)日 立製作所 中央研究所 副所長

日本電気(株)情 報通信メデ ィア研究本部 本部長

日本電気(株)NECソ リ・一ションズシステムソフトウエア事業本部

システムソフトウェア製品計画本部 本部長

(株)富 士通研究所 コンピュー タシステム研究所 所長

富士通(株)情 報処理事業推進本部 事業戦略室 担 当部長

三菱電機(株)情 報技術総合研究所 所長

(株)東芝 情報 ・社会システム社

SIコ ンサルテ ィング事業推進室 理事

沖電気工業(株)シ ステムソリューションカンパ.二一戦略企画室 室長

(株)三 菱総合研究所 ビジネ スソリューシ ョン事業本部

本部長

(オブザーバ)

通商産業省

福 田 賢一

松本 崇

経済産業省商務情報政策局情報政策課課長補佐

経済産業省商務情報政策局情報政策諌

事務局

内田 俊一

山次 和男

佐藤 博

牧村 信之

小林 茂

中村 貞子

(財)日 本情報処理開発協会先端情報技術研究所長

(財)日 本情報処理開発協会先端情報技術研究所技術調査部長

(財)日 本情報処理開発協会先端情報技術研究所技術調査課長

(財)日 本情報処理開発協会

先端情報技術研究所技術調査部主任研究員

(財)日 本情報処理開発協会

先端情報技術研究所技術調査部主任研究員

(財)日 本情報処理開発協会先端情報技術研究所技術調査部





まえがき

「わが国が行 う情報技術研究開発の あ り方 に関す る調査研 究」は 、平成8年 度 よ り本

格的 に開始 し、平成11年 度 までは 「わが国の研究開発の仕組 みや法 ・制度 のあ り方」

の調査研 究 を主に行 って きた。この調査研究 は、わが国が これ まで行 って きた情報技術

開発投 資や情報産業の育成振興投資が十分 な効果をあげてお らず、さらに、わが国の情

報技術 開発 力や情報 産業の国際競争力 が、米欧 はお ろかア ジアの情報 先進 国 と比べて も

低 下傾 向に あるので はないか とい う危 惧が動機 となって開始 され た。

そ の後 、この危惧 は現実 の もの とな り、わが国ではネ ッ トワー クイ ンフラの整備 やパ

ソコンの普及が遅れ 、イ ンターネ ソ トの利用者数 なども世界の情報先進 国に比べ伸び悩

み 、情報技術 の研 究開発(ITR&D)の 面で も遅れ を とってい るこ とが、政府 を含 めて広

く認識 され る ところとな った。そ の結果 、歴代 内閣はそれぞれ現状打 開を 目指 す施 策 を

掲 げた。森 内閣においてはIT戦 略会議 が設 け られ、5年 以内にわが 国を世界の情 報先

進 国の レベル押 し上げ るこ とを 目指 し、高速ネ ッ トワー クの整備 や電子政府 の実現 な ど

の 目標 が定 め られた。

本調査研 究 はこれまで、わが国の情報技術 開発の投資効率 を悪 くしてい る研 究開発の

仕組みや 法 ・制度上の 問題点 を明 らか とす る ことを 目的 と して、主 に米国の連邦政府 の

実施す る情報技術開発 やそ の成果の商 品化 と市場創成 の仕組 みや法 ・制 度 を綿密 に調査

してきた。その調査結 果 とわが国の仕組みや法 ・制度 を比較 し、問題 点の明確化 とそ の

発生要 因の分析 、 さらに改善策の提言 を行 って きた。

この調 査報告は、わ が国の情報革命 を実施 しよ うとす る経済産業省 をは じめ とす る省

庁や 大学、研究機関、IT関 連企業 な どの関係者 に広 く利用 され 、わ が国の国の資金 に

よるR&Dの 仕組みや法 ・制度 上の問題 点を多 くの人 に認識 しても ら うた めの解説書 と

して貢 献す る ことがで きた。

今年度 の調査研 究は、 わが国の国のITR&Dの 現状の仕組みや法 ・制度の問題 点か ら

一歩進 めて
、21世 紀にお けるITR&Dが 、現状か らどの よ うに発展 し、それ に向けてわ

が国は どの よ うな仕組みや 法 ・制度 を準備すべ きかを調査す るこ とと した。

21世 紀にお けるIT関 連産 業は、技術 貿易中心の時代 になる と多 くの専門家が予測 し

てお り、す でにその方 向へ 向けての国際的競争 が始 まってい る と言 われ てい る。そ こで

は、産 業の生産物 は、 「物」 か ら 「知識 」へ と移 行す る と予測 されて い る。 す なわ ち、

特許 、著作権 、 ノウハ ウな ど、知的所有権(IPR)で 権利化 され るものが付加価 値 の高

い商品 とな る。米 国は、 よく知 られ ている よ うに、1980年 代 よ りプ ロパテ ン ト政策 を

推進 し、ITや バイオテ クノロジーの分野 におけるIPR確 保 を先行 して行 ってお り、わ

が国や 欧州諸 国はこれ を追 う立場 にある。

今年度 の調査研究で は、21世 紀の新 知識創 生、技術 貿易時代 を迎 えて、 わが国の資



金に よる研 究開発 の仕組み は ど うあ るべ きかの観点 か ら、米国の政府支援研 究 開発 にお

ける知的財産権 の取 り扱 い、制度 ・仕組み にっ いて調査研究 を行 った。その調査結果 に

よれば、IPRの よ うな無形 の成果 につ いて も、米 国 は、ライセ ンス供与や特許 を用 いた

商品 を開発 し市場 に出す ことで利 益 をあげ るこ とが重要 と考 えてお り、このた めに国の

資金で研 究開発 され たIPRを 積 極的 に民間企業へ移転 し、商品化 を支援す る仕組 みや 制

度 を整備 してきた。また、先行す る分野 にお ける特許な どIPRの 確保 を容易 にす るため

特許の範囲を拡 大す るな どのゲー ムのルール を、自国が有利 になる よ うに変 えて しま う

こ とさえ躊躇 しない。

国の資金 は もとは税 金であ り、研 究開発 の支援 はその資金の投資 であるか ら、その投

資の生み出す利益 を最 大にす るた めには、どの よ うな仕 組みや法 ・制度 を持つ べ きか を

常 に考 え、テ クノロジーの進歩 に適合す るよ うそれ らを常に変 えて行 くこ とをお こた ら

ない。企業 の競争力 を高め、世界市場 において大 きな市場 を獲得す ることが、税 収 を増

し、雇用を創 出 し、国 と国民(納 税者)へ の リター ンを最大 にす る とい う国民 的 コンセ

ンサ スが確 立 してい る といえる。

このよ うな コンセ ンサスの も とに、以 下のよ うな政 策 を実施 し、国のR&D支 援 やその

成果 であるIPRを 管理す る仕組 みや 法 ・制度 を整備 してい る。

1)新 技術の創出に向けた中長期研究開発への財政支援と推進体制を強化

2)創 出された技術を積極的に保護 し商品化する次のような政策をとっている。

① 民間主体による知的財産権の取得と保有を促すバイ ・ドール法を始めとする一

連の法整備

② ソフトウェア ・アルゴリズム特許、ビジネスモデル特許、遺伝子関連特許など

新規分野での積極的な特許権保護範囲の拡大

③ 特許侵害に対する賠償責任を強化する司法認定を実施

3)知 的財産権の商業化メカニズムとして、政府支援研究開発の成果は、民間への技術

移転を促進 し商業化を図ることを義務付けて、その仕組みを整備

上記3)の 具体的施策 としては、技術 を民間ヘ ライセ ンシングす るの を支援す るTLO

(TechnologyLicensingOffices)や 、ベ ンチ ャキャ ピタル と連携 しなが らのイ ンキュ

ベー シ ョンや 、特許 の シー ズ とニー ズのマ ッチ ングを 目指す 民間知 的財産権 仲介移転サ

ー ビス業者の活動が定着 しつつ あ る
。

21紀 にお いて、わが国の企業 は米国企 業をは じめ とす る世界 の企業 と地 球規模 の競

争(グ ローバル コンペテ ィシ ョン)を 繰 り広 げなければ な らない。 この とき、上記 のよ

うな国の支援 を受 け、企業 自身 に課 せ られ た制約 もわが国に比べは るかに少 ない米 国企

業 といかに して戦 えばよいので あ ろ うか。また、国は どの よ うな仕組みや法 ・制度 を持



てば よいので あろ うか。それ でな くとも、わが国では従来か らソフ トウェアの よ うな無

形の ものの価値 を適切 に評価 し、商品化 してその産業 を発展 させ るこ とを不得手 として

きた。わが国におい て、IPRを いか に商品 と して流通 させ、その産業 を発展 させ るかに

つい ては、 ソフ トウェア よ りさ らに難 しい問題 があ りそ うであ る。

米 国にお いては、国(連 邦政府)は 技術貿易 の時代の 中核 となる新産業育成 と市場創

成 に関 して、明 らか に大 きな役割 を果 た してお り、有形 、無形 のイ ンフラを世界 に先駈

けて整備 している。研 究開発 の仕組みや 法 ・制度 もその ようなインフラの重要 な部分 で

あろ う。 その よ うなイ ンフラの故 に多 くの 日本企業が米国 に研 究所や 工場 を立地す る。

21世 紀 の技術貿易 中心の時代 に向けて、わが国の国の資金 による研究開発 の仕組 み

や法 ・制 度を どの よ うに改革すべ きか とい う問題 は、米国な ど先行す る諸 国を参考 に し

て、今 後、国を挙げて研究 し議論すべ きものであ ろ う。本調査研 究は、その第一歩 とし

て国の資金に よって生み出 されたIPRの 扱 いに注 目して、わが国の関係者 の認識 を ヒヤ

リングによ り調査 す る とともに、米国 の国の資金に よる研究 開発 においてIPRの 扱 いが

どの よ うにな ってお り、そ の民間へ の移転や商品化が どの よ うに行 われているか を調査

した。

わが国の国のR&Dプ ロジェク トの実施に関す る仕組 みや 法 ・制度 、さらには 、そ の成

果 を商 品化 し市場 を創成す る仕組み は、米国 な どと比べ るといまだ に制約 が多 いのが現

状で あ り、技術貿易 の時代 に向けての対応 はまだ これか らとい うのが調査結果 をま とめ

た印象 である。 しか し、避 けては通れぬ道で もある。 この調査結果 が、わが国の政府、

企業 、大学 、研究機 関な どの関係 各位 が21世 紀 のR&Dの 仕組みや法 ・制度 を検討す る

上 で少 しで もお役 に立てば幸いで ある。
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第1章 調査の概要と提言

第1章 調査の概要と提言

1.1こ れ ま で の調 査 経 緯

1.1.1従 来の仕組み 、法 ・制度の問題 点の調査

本調査研究 は、平成8年 度か ら本格的に着手 され 、わが国の国の資金に よって行 う情

報技術 開発 の仕組み 、法 ・制度 につ いて調査研 究 を行い、問題 点の指摘 と改革提言 を行

ってきた。調 査にあた っては、情報技術 開発 にお いて世 界の先頭 を行 く米 国の仕組み 、

法 ・制度につ いて調査 し、日米比較 の観点か ら、わが国の研 究開発の効率改善の阻害要

因を示す とともに改革 案を提言す ることとした。また、欧州やア ジア諸国の情報化政策

や ビジ ョン、技術 開発 プ ロジェク トな どを調査 し、情報先 進国の 中でのわが国の位 置 を

示 してきた。

平成8年 度か ら11年 度 までは、従来のわが国の情報技術研 究開発 の仕組 み、法 ・制

度 の問題点 を指摘 し、対応 す る部分が米国において どの よ うに解決 され てい るかを比較

して示 した。仕組 み、法 ・制度 の相違 は、研究環境 の格差 と して現れ 、 日本の研 究者 は

一般 に研究実施上
、よ り多 くの制約 を課せ られ 、本 来の研 究 には不必要な事務 処理負 担

が特に多 い ことが明 らか となった。

この相違 をマ クロに見 る と、次の よ うに言 える。

米 国の仕組 み、法 ・制度 は、アイデア レベルの基礎研 究段階か ら、競争 による淘汰 を

繰 り返 し、実用化研 究の段階 に至 るまで支援 し、さらに、そ の後 、商品化 し、新企業や

新 市場 を創生す る商品化(企 業化)段 階まで支援 を継続す る。この よ うな基礎研 究か ら、

商品化 までをシーム レスに支援す る制度が整 ってお り、 「税金 に よって行 った研 究の成

果 は商 品化 し市場 に出 して始 めて納税者 への利益還元 とな る」とい う国民的合意 を満た

す もの となってい る。また、研 究投資 の効果 を上げ るた めに、ファンデ ィングす る省庁

側 にプ ログラムマネ ー ジャ(PM)と 呼 ばれ る研 究の専門家 を配置 し、人 、物、金 に関す

る大幅 な裁 量権 と評価 責任 を与 えている。PMと ファン ドの受 け側 のプ ロジェク トリー

ダは一心 同体 となって、プ ロとプロの交渉 を行いつつ、よ り市場価値の高 い成果 を 目指

す仕組み となってい る。このため当初の研 究 目標 に こだわ らず競争相手や市場動 向に応

じて柔軟 に研 究 目標 や 開発計 画、予算 の変 更が行 われ る。

プ ロパテ ン ト政策開始以 来、研 究成果 は特許や 著作権 として権利化 され るとともに、

商品化 が奨励 され 、国の資金 で行われた研 究成果 は、積極 的に大学、国研 、企業 に移転

され る。特 に、大学や国研 に蓄積 され た特許 などのIPRを 企業へ技術移転 し商 品化す る

ことは米国 といえど もスムー スに進 まない ことが多 く、動機 付 けのた めの仕組み 、制度

が作 られ てきた(本 報告書 第3章3.51PRの 創 出状況)。
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このよ うに米 国の仕組み 、法 ・制 度は、PMを は じめ とす る研 究者 を現場 に配置 し、

研究者 同士 を競争 させ 、その結果 に基 づ く評価 を行 っている。そ して最 終評 価は市場 に

お いて決す る とい う考 え方 を基本 としてい る。 このために も情報 公開は徹底 してお り、

公募テーマの採択経過 な どは応 募 した人 か ら要求 があった場合 は公 開せ ねばな らず 、採

択 の責任者 は裁判 となる場合 も覚悟 の上で決定 を下す とのこ とであ る。

米 国の仕組み 、法 ・制度 の最 も感 心 させ られ る ところは、法や 規則 は急速な技術進 歩

について行 けず時代遅れ とな り、研 究開発 実施 上の阻害要 因 とな る可能性 をもつ ことを

認 め、関連す る法や規則 を逸脱す るこ とを認 める条文 を用意 してい ることで ある。

以上 のよ うに、米 国の仕組み 、法 ・制度 は、わが国の もの と比 べ、フロン トランナー

として長 いこ と走 り続 けて きて学 んだ ノ ウハ ウが凝集 してい る とい えよ う。

一方
、わが国の仕組み 、法 ・制度 は、一言でい えば、 ビルや橋 、道路な どを開発対象

とす る、いわゆ る箱物作 りを想 定 したもの とい え、海外 で開発 された技術 を導入す る、

いわゆ るキャ ッチア ップの時代 にで きあが った ものが、そのまま生 き残 っている。

行政側 に研 究の専門家 は不在で あ ることか ら、研 究 目標や 予算費 目の変更は、PMへ

電子 メールを送 って許 可 を求 めれ ば よい米国 と異 な り、大部の説 明資料 を必要 とす る。

会計検査 も縞 物作 りに準 じて、当初の研究 目標や計画の遵守が求 め られ 、 ドッグイヤー

で変貌す るソフ トウェアや イ ンターネ ッ ト上の コンテ ンツの研 究開発 にはま った く不

都合 な規則 も多い。 近年 、フ ァンデ ィング側 にPMの よ うな研 究者 を配置す る例 も出て

きたが、パー トタイムであ り、フル タイムでひ とつのプ ロジェ ク トの最初 か ら最 後まで

を見守 り責任 を持 って評価 まで を行 う制度 が欲 しい ところで ある。

PMの よ うな専門家の不在は、今後 、無形 の特許 な どIPRが 研 究開発成果 と して、よ

り大 きな地位 を占めて くる と、 さらに大 きな問題 とな ると考 え られ る。

そのほか、現実の技術の進 歩や市場 の変化 に適合す るこ とを優先 し、それ に合 うよ う

に規則 の方 を変 えて行 こ うとの精神 が徹底 している米国 と比べ 、わが国は一旦規則や法

律 を決 める と滅多な ことでは変更 しない傾 向が強 い。実際 、現在 の仕組み、法 ・制度 も、

十分 に時代遅れの もの となってお り、これ がわが国の情報技術 な ど先端技 術開発の効率

を低 下 させ ている主要 な原因 の一 つで あるこ とは論 を待た ない。

研 究開発予算 の使 い方の基本ル ール で ある会 計制 度 につ いて見 て も大 きな違 いがあ

る。米 国がプ ロジェク ト期間 を通 しての複 数年の通年度会計 で あるこ とな ども挙 げ られ

るが、最 も大 きな違いは、国のプ ロジェク ト予算 を使 う場合の会計規則 として、受託企

業や 大学は、その組織 の会計 規則 をそのまま適 用す ることがで きるこ とで あ る。

また、人件 費に含 まれ る間接費 分 を国 に請求す ることがで きる(国 の予算 に賦課 でき

る)。 これ に対 して、わが国 の会 計制度 は、国特 有の会計規則 を用いてい る ことか ら、

人件費にっいては、研 究開発 に従事す る担 当者 に直接支払われ る給与 な ど直接 費分(裸

の人件費)し か国に請求で きない。 このため、企業会計で算定す る人件 費のほぼ3分 の

1程 度 しか国に請求 できない こととな り、人件費が8-9割 を 占め るソフ トウェアや コ
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第1章 調査の概要と提言

ンテ ンツの研 究開発 な どでは、国の研 究開発 を受託す る と受託者の持 ち出 しが きわめて

大き くな る。これが 中小 の ソフ トウェアハ ウスをは じめ とす るわが国企業が国の プ ロジ

ェク トに参加す る上 での阻害要因 とな ってい る。

このほか にも、米国 の仕組み 、法 ・制度 と比べ 、合理性 を欠 くい くつかの大 きな問題

があ り、これ らがわが国の情報技術 開発 の効率 を低下 させてい る。わ が国の企業、大学 、

研究機 関は米国等 に比べ 、かな り条件の悪い研 究環境 で戦 ってい る と言 えよ う。

これ らの問題 について は、平成11年 度 の調査研 究の報告書 「わが国が行 う情 報技術

研究 開発 のあ り方 に関す る調査研 究(そ の4)」 の第1編 第1章 に、 日米比較 の観点

か ら整理 して示 した。 これ らは、国の資金 によ り研究開発 を行 う企業のみな らず、大学

や 国研 な ど、ほ とん どの関係機 関、組織 に及ぶ。また、この よ うな問題 の解決 は、個 々

の省庁単独 では実行 不可能な ものが ほ とん どで、省庁 の上に立つ強力な権 限を付 与 され

た組織 によって始 めて可能 とな るよ うなものが多 い。また、それ故 に、このよ うな問題

が改革 されず今 日まで生 き残 ってきた といえよ う。

省庁 間にまたがる問題 を処理す る組織 と して、米 国では、OMB(行 政管理予算局)や

OSTP(科 学技術政策局)、NSTC(国 家科学技術会議)な どがあ り、省庁間 にまたが る研

究開発計画 をま とめ指揮 系統を1本 化 した り、類似 プ ロジェ ク トの統合 な どを強 力に推

進 して いる。また、研 究者 にかか る事務的 オーバヘ ッ ドを最小化す るための仕組 み、法 ・

制度の改革 な どを進 め、さらに時代や 技術 の進歩 に仕組み、法 ・制 度が遅れ を とらない

よ う監視 してい る。

わが 国において も、総合科学技術会議 、IT戦 略会議 な ど、省庁 の上に立つ組織 が作

られ るよ うになった。この よ うな組織が発展 して常設 の組織 とな り、これ までたびたび

指摘 され た省庁 間の縦割 りの弊害を除去 し、上記 の よ うな問題 を1日 も早 く解決 し、情

報革命 の遂行 の土台 とな る効 率の よい、研究者 の能 力や創造性 をフル に発揮 させ る仕 組

み、法 ・制度 を作 り上 げて欲 しい ものである。

1.1.221世 紀 に向 けた仕組み 、法 ・制度 の調査研究 を行 う動機

平成12年 度か らは 、視 点 を過 去か ら未来 に向け、21世 紀におけ る研 究開発の仕組 み、

法 ・制度 のあ り方 を考 え、それ に向けて何 をなすべ きか を調査研 究のテーマ と した。

ここで は、 このよ うな方針 を立て た動機 にっ いて述べ る。

20世 紀後半、わが国 の情報技術 の研 究開発 力や 企業競争力 は、国や企 業、大学 な ど

の関係 者 の努力 にも拘 わ らず 、大 きく低下 し、世界 におけ る地位 も欧米先進 国は もとよ

り、一部 のアジア諸 国に もネ ッ トワー クイ ンフラ整備や イ ンターネ ッ トの利用技術 な ど

で追い越 され て しまった と言われて いる。

この よ うな背景 もあ り、森 内閣の時代 にはIT戦 略会議が設 け られ 、日本 のIT戦 略が

策 定 され た。このIT戦 略 では、,総合 的 目標 として、「我 が国が5年 以内に世界最 先端 の

IT国 家 とな ることを 目指す」 と してい る。 重点政策分 野 と しては 、ネ ッ トワー クイ ン
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フラ整備 、電子商取引の促進 、・電子政府 の実現 、人材 育成な どを取 り上げてお り、個々

の分野の 中で達成すべ き さらに細 かな 目標が列挙 され てい る。

このよ うな分野において具体的 なシステムを組み 上げ るためには、多 くの新技術の研

究 開発 が不可欠で あ り、同時 にその研 究開発 成果 を企業が商 品化 し普及 させ るこ とも必

要 である。さらに、それ らを用 いた個 々の応 用 システ ムを組み上 げる人材 も同時 に育成

しなけれ ばな らない。

IT戦 略の 中では、 このよ うな個 々の技術 目標 を達成 す るた めの コンポーネ ン トとな

る技術 を如何 に して研 究開発す るか とい う点にっいて は、 ほ とん ど書 かれ ていない。

すなわ ち、このよ うな技術 の研 究開発 に必要 な仕組み 、法 ・制度 についての議論 は、今

後の課題 と して残 され ている とい える。本調査研究 のテーマは、この部 分にあた ってお

り、IT戦 略の具体的 展開のための方策 を提言 してい る と考 え られ よ う。

一般 に
、何 をすべ きか とい う目標 を挙げる よ りも、どうや ってその 目標 を達成す るか

とい う手段、す なわ ち、仕組 み、法 ・制度 な どを述 べ る方がず っ と難 しい。IT戦 略が

示す技術 目標 を達成す るた めに必要 な技術 は、ひ と昔前 にわが国が得意 としてい た 「箱

物 作 り」の技術 ではない。 それ は、21世 紀の技術 開発 の 目標 ともな る新 しい 「知識」

であ り、 これ が さらに問題 を難 しく している。

IT戦 略 の開発 目標 となってい るシステ ムの外観 は、 コンピュー タやネ ッ トワー ク、

それ らを制御す る ソフ トウェア を組み合わせた システ ム となるであろ う。しか し、その

中には、いろいろな ビジネ スモデルやアル ゴ リズ ム、ソフ トウェア の構築手法、新たに

電子化 した コンテ ンツ、ソフ トウェア とハー ドウェア を効率 よく組み合わせ るノ ウハ ウ

な ど、新 しい 「知識」 がつ まってい なければ な らない。

この よ うな無形の 「知識 」は、知的所有権(IPR)に よって権利 化 され 、21世 紀 にお

け る最 も付加価値 の高 い商 品 とな ると言われ るものであ る。研 究開発 の仕組 み、法 ・制

度 も、この よ うな抽象性 の高いIPRを 効率 よ く産み 出す ものへ と進化 させね ばな らない。

IT戦 略 は暗黙の うちに、わが国の研 究開発 の仕組み 、法 ・制度 を21世 紀型 に変革す る

ことを要求 している とい えよ う。

21世 紀型 の研究 開発 の仕組 み、法 ・制度 とは、 どの よ うな ものであろ うか?

研 究開発 の成果 が、特許や著作 権、ノウハ ウな どのIPRが 中心 とな り、これ が技術貿

易 にお ける商品 とな ると考 える。す る と、まず、どの よ うな研 究開発プ ロジ ェク トにフ

ァンデ ィングす るか を決定 した り、その進捗や成果 を評価 す る場合 、PMは よ り深 い専

門的知識 を要求 され る。

わが 国では、依然 として、現行 の仕組 み、法 ・制度 は ソフ トウェアの研究開発 に さえ

適合 した もの とな っていない。会 計検査において も、とか く成果物 の量的側面 を重視 し

た評価 を しが ちで ある。 しか し、ソフ トウェアの場合 、優秀 なエ ンジニアの書 くソフ ト

ウェアは、ステ ップ数 が短 く、実行速度 は速 く、開発期 間は短 い。技術の質 を評 価せず、

ステ ップ数や 開発期 間な どを見て評価す る と、優秀 なエ ンジニアほ ど低い評価 を受 けか
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ねない。これ が、特許 な ど、ソフ トウェアに比べ さらに抽象性 が増 した場合 は どうな る

であろ うか。PMは5年 先、10年 先 の技術の行 く末や市場動 向の予測 さえも混 じえて評

価 す ることが求め られ るで あろ う。

現実の ビジネスにおいて も、わが 国の情報産業は国際的 な競 争の 中で苦 しい状況にお

かれ ている。コンピュー タや電子部品な どのハー ドウェアの製造 は、ライセ ンスの有無

が ビジネ ス と して成 立す るか否か を決め る大 きな要因 となっている。た とえば、パ ソコ

ンの製造 はほ とん ど利 益が出ない と言われ ている。これ に対 して、マイ ク ロソフ ト社は、

そのOSな どのライセ ンス料 が労せず して入 って くるとい うこ とになる。

米 国は、80年 代 よ り、プ ロパテ ン ト政策 をと り、IPRの 先行 取得 に、2つ の面か ら取

り組 んだ。ひ とつは、中長期の研究テーマへの重点投資 であ り、も うひ とつは、特許 の

範 囲の拡大や 、IPR保 護 を強化 した仕組 み、法 ・制度 の実施 であ る。 わが国は米国のプ

ロパ テン ト政策や そのための仕組 み、法 ・制度 の改革 に対 して、実質 的な対抗 策を打 た

なかった。 しか し、時代は、米 国が描 いたシナ リオ、す なわ ち、プ ロパ テ ン ト政策 の延

長線上 に沿 って進行 してい るよ うである。

本年度 の調査研 究は、 この よ うな背景か ら、21世 紀の技術 貿易の時代 に向けて、わ

が 国の研究 開発 の仕組 み、法 ・制度 はいか に改革 され るべ きか を検討す るこ ととした。

当然 、この検討 は、昨年度 まで行 った現状 の仕組み、法 ・制度 の改革 を如何 に進 めるべ

きか とい う議論 に上に、 さ らな る改革の議論 を重ね ることにな る。

21世 紀 にわが 国の情報 関連 産業が国際競争力 を回復す るため に、国全 体 と して研究

開発 の効率 向上 に向けた土台の再構 築を行 うべ く、時代 を先取 り した議論 を展開する こ

とを試み よ うとす るわ けで ある。

1.2技 術貿 易の 時代 に向けた米国の戦略

21世 紀の情報 関連産業 の姿 につ いては、「技術貿易中心の時代」 と言われ るほか、従

来 の 「物 の製造 」か ら 「知識 の創造」へ とそ の役割 を移 して行 くとか、 「イ ンダス トリ

アル時代 か らイ ンテ リジェン ト時代へ」の変革が起 こるな ど と表現 され てい る。

実態 は、特許 、著作権、 ノ ウハ ウな ど、知的所有権(IPR)で 権利 化 され る知識が付

加 価値 の高 い商 品 となる とい うことである。IPRを 確保 できない製 造業は コア ・コン ピ

ー タンスを得 られ ない、さらに別 の言 い方 をすれば、ライセ ンス を買わない と物が作れ

ない とい うことであ る。

米国 は80年 代 よ り、国家戦 略 と してプ ロパ テン ト政策を と り、情報技 術やバイオテ

クノロジー な どの戦略分野 にお ける中長期 の研究開発 への重 点投資 を行 うとともに、特

許 に代表 され る知的所有権 の先行取得 と蓄積 を進 めてきた。現 在 、イ ンターネ ソ トに代

表 され る情報技術や バイオテ クノ ロジー な どの分野におけ るIPRの 積極 的な商品化 と
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産業育成を進め、国家の利益と産業の競争優位の確保に成功している。

米国のIPRの 先行取得戦略は、以下の図に示すように2つ の政策を柱に実施 された。

A)技 術の創出に向けた中長期研究開発への財政支援と推進体制

B)創 出された技術を積極的に保護するプロパテン ト政策

A技 術の創出へ向けた中長期研究

開発への財政支援と推進㈱1

・中長期的研究開発支援の基本方針

・重点分野:rrR&D、バイオ、ナノテク等

・財政支援の種類と規模

・「省庁横断型」R&Dの重視とその研究開

発推進体制

る

↓
国家・産業競争力の増強

中長期 の研 究開発 につい ては、1991年 か ら5年 計画 と して実施 され たHPCC計 画が あ

り、 これ はそ の後 、CICC計 画 と名前 を変 えて継続 し、2000年 か らは、電子 図書館計画

(DL2)、 次世 代イ ンターネ ッ ト計画(NGI)な どを統合 したITR&D計 画 とな り、2004

年 までに$4.8B(5,040億 円)の 支出が承認 され てい る。

プロパテ ン ト政策 の強化 に関 しては、特許の カバー範 囲を拡大 し、従 来は特許 として

認 め られていなかったカテ ゴ リー を特許 に加 えるな ど、特許 の定義 の解釈 を 自国に とっ

て有利 は方向へ変 える とい う強引 とも思われ る法 ・制度 の変更 も行 ってい る。

ビジネ スモデル特許 は従来知 られ てい る手法 もイ ンターネ ッ ト上で 実現す る ことで

特許 として認 めるケースが多 々生 じ、アル ゴ リズム特許 は、ソフ トウェアを著作権で保

護 す る場合 に比べ、特許 の権利 の及 ぶ範 囲 を大幅 に拡大す る。生物 特許 では、DNAや 蛋

白質の配列 を少 しで も有用性 が示せれ ば特許 とす るな ど、ほ とん ど自然物 をその まま特

許 と認 め、や は り従来 の特許 の考 え方 を拡 大 してい る。この よ うな解釈の拡大 にっ いて

は米国内で も賛否 両論 があ り議論 され てい るが、結局 は 自国有利 な方 向へ進 んでいる と

言 えよ う(本 報 告書3章3.3.3新 規分野 への積極 的特許認定)。

この ほ か 、 国の 支援 す る プ ロ ジ ェ ク トの成 果 を大 学 や 企 業 に帰 属 させ る と した

Bayh-Dole法 の実施 な ど、大学な どの研究者 のIPR取 得 のイ ンセ ンテ ィブを高め る法 ・

制度 を打 ち出 してい る(本 報告書3章3.3.3を 参照)。
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第1章 調査の概要と提言

以 下に、米国の特許 の年別発行件数の グラフ と、ビジネス特許 の年 別発行件数 の グラ

フを示す。1980年 頃か ら特許 の発行件数が急速 に増加 してい るこ とがわか る。 ビジネ

ス特許 は、イ ンターネ ッ ト上の ビジネス システムの普及に伴 い急増 してい る。
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下に主要国の技術貿易額の推移 を示す。技術 輸出に関 して、米 国が圧倒 的な輸 出超過

となってお り、特許以外の種 々のライセ ンス収入 も含 めた総収入 は、1998年 には1,000

億 ドル に到達 していた と言 われ てい る。

抽
出

鯵
一入

頃ド鳥)

娃0

誕6

z鳳e
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一臨o

唱乱o 順

節 刀 梅 月 ●6創 臼 田 例 題96前 船 日go研92■ ●4偽 鶴 田 剛 辱,

主要国の技術貿易額の推移(科 学技術白書1999)

以上、技術 貿易の時代 に向 けた米国の政 策 につ いて述 べた。 この よ うに見 る と、21

世紀 が技術貿易中心の時代 にな るの は、米 国のプ ロパ テン ト政策 のシナ リオの仕上 げの

よ うに も見 える。

プ ロパテ ン ト政 策の最初 の成果 は情報技術 の分野 で達成 され た。イ ンターネ ッ トの普

及 は、新 しい産業 を産み出 し、企業 と顧 客 との直接 的交流 を可能 と し仲介者 を不要 とす

る中抜 き現象 な ど、既存の産業構造 を も変革 し、その効率 を向上 させ競争力 を強化 した。

また、その変革 は、政府や行政機 関のサー ビスなどに も及 び、情報 革命 とよばれ る地球
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第1章 調査の概要と提言

規模 の大改革 に発展 した。 米国発 の技術は世界を制覇 し、米国経済 を立ち直 らせ た。

次 の成果 は、人ゲ ノム計画で あろ う。 この計画は、DNAの 構造 が2重 螺旋 であ ること

を発 見 しノーベル 賞 を受賞 した ワ トソン等が提案 した科学的計画 と思われ た。 しか し、

DNAの 読み取 りの高速化 やそのデー タベース化、さ らにスーパー コンピュー タを用いた

解析 技術 の急速 な進歩 に よ り、新 薬や新 しい病気の診 断方法 な どの具体的成果 が予想 よ

り早 く得 られ 、新 しい ビジネス分野 を作 り出 して しまった。

この よ うな米国 の国益に直結 した成果 は、中長期テーマへの研 究開発投 資の増 額や仕

組 み、法 ・制度の さ らなる改革 な ど、技術 貿易の時代 に向けた政策 を よ り強化す る結果

となってい る。ク リン トン政権か らブ ッシ ュ政権 に交代 した が、ク リン トン政権の 目玉

であ った情報 技術 への投資は減 額 され るか もしれないが、バイ オテ クノロジーやナ ノテ

クノロジーな ど、先端 技術分野への投資はIPRの 先行取得 を狙 う意 味合いか らも継続 さ

れ るもの と思われ る。

1.3技 術貿易の時代に向 けたわが国の研究開発の仕組み、法 ・制度のあ り方

技術貿易の時代 においては、ビジネ スモデルや アル ゴ リズムな ど無形の知識がイ ンタ

ーネ ッ ト上の ビジネス を展開す る上 で価値 ある ソフ トウェアや ビジネス手法 とな る。こ

の よ うな知識はIPRと して権利 化 され、技術貿易にお け る売買の対象 となる。1.2で 述

べた よ うにすでに米国の技術貿易 による収入 は、1998年 度 において、す でに1,000億

ドル に達 していた と言 われ 、世界 の主要国中で群 を抜 いた もの とな っている。

このよ うなIPRや ライセ ンス な どは、どの よ うに して産 まれ 、管理 され 、商 品化 され

るのであろ うか。

PITACレ ポー トな どに よる と、米国政府は、情報革命 を引 き起 こす 元 となったイ ンタ

ーネ ッ ト技術 を始 め
、多 くの新技術 が10年 以上以前の国の支援 に よる研 究開発 に よっ

て生 まれた成果 に端 を発 している と主張 してお り、現状 は、過 去 の蓄積 を食 いつぶ して

いるため、さらなる中長期研 究分野への研 究開発投資を行 うべ きであ ると し、その よ う

な投 資 を実行 してい る。

また、プ ロパテ ン ト政策 では、国の資金 による研究 開発 において産 まれ た成果 は、政

府 が所 有せず、国防 目的な どの例外 を除き、大学や企 業へ技術移 転 し、商品化す るこ と

を義務 付 けてい る。 また、1980年 に施行 されたBayh-Dole法 な ど、研 究者 もローヤ リ

テ ィの一部 を得 ることを可能 とす るな ど、特許やIPR取 得 のイ ンセ ンテ ィブを与 える施

策 を実施 している(本 報告書3.5.1全 体の動 向)。

米国で は、省庁 ごとに多少 の相違は あるものの、国の基本 方針 として、国の資金 によ

る研 究開発 の成果は積極的 に民間へ技術移転す る とい う方針 が明確 に され ている。

わが国 の企業 も否応 な く米国のプ ロパテ ン ト政策の影響 を受 け、多額 のライセ ンス料
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を支払っている。 したがって、IPRや ライセ ンスに関 しては、以前に比べその重 要性 の

認 識は きわめて高 く、従 来は、防衛 的 に特許 を取得す るケースが多 かったが、最近 は、

よ り攻撃的な立場か ら特許 を取得 し、米国な どの海外 諸国への特許 申請 も多 くなってい

る。

この よ うな企業側の認識の高 ま りがある一方で 、わが国の国のプ ロジェク トの仕組 み、

法 ・制度は、縞物作 りを想 定 してデ ザイ ンされ た と思 われ る個所 があ り、成果物 として、

無形の特許な どIPRの みの プ ロジェク トを設定 しに くい といわれ てい る。また、成果 の

帰属 も、委託や請負な どの制度の違 いや 、日本版 バイ ドール法 と呼 ばれ る 「産業 活力再

生特別処置法」が適用 され る場合 な どで異 な り、一 貫性 を欠 くわか りに くい もの とな っ

てい る。

本調 査では、わが国企業 の技術 貿易の時代 に向けての問題 意識 や具体的対策、国のプ

ロジェク トにおけるIPRの 創成や その商品化 につ いての仕組 み ・法制度 に対す る改革要

望 な どにっいて調査 した。また、米 国のIPRの 創成 か ら、商品化 に至 るまでの国の支援

やIPRの 移転の仕組み な どを、特許 を中心に調 査 し、わが国の仕組み、法 ・制度 の現状

との比較 を行お うと してい る。

企業 に所属す る有識者 に対す るヒヤ リングに よ り得 られた意見 を第2章 にま とめた。

この中には、わが国の仕組 み、法 ・制度の現状に対す る問題点 の指摘 と、技術貿易の時

代 にむ けての さらなる問題 点指摘 の双方が混在 してい る。ここで は、技術貿易の時代 に

向けてのIPRの 創成 を行 う上 での仕組 み、法 ・制度の あ り方 に重点 をお き、指摘 された

問題点の うちのい くつか を選び、議論 し、改革提言 に結びつ けて行 くこ とを試 み る。

このよ うな問題 の議論 は、今後 も続 け られ るべ きもので あ り、本調査 はその第一歩 であ

る。

ここでは、第2章 で述べ られたIPRを 効率 よ く産み出す ための研 究開発 のあ り方 につ

いての意見、要望の一部 を以下 の分類 で紹介す る。

1)研 究開発の基盤 的事項

一中長期 の工学的分野へ の国の投資 の増額

米国では、ITR&D計 画 を始 め、バイオや ナ ノテ クな ど、 中長期の工学的テー マ

に多額の投 資を行い、大学や 国研 において、将来 の産 業の技術 シーズを産み 出す

よ うな研 究を盛 んに行わせ 、研 究者集団 を維持 し人材 育成 を行 ってい る。ITR&D

計画のみで も、5年 間で、$4.8B(約5,000億 円)で あ る。近 い将来、産業 の中

核 とな りそ うな分野へ の集 中投 資に徹 してい る。

一方
、わが国の大 きな研 究投資 としては、科学技術基本計画 があ り、平成13年

度か ら17年 度 までで、約24兆 円の投資 を 目指 して いる。 しか し、研 究開発 の母

体 は大学 を中心 としてお り、工学的テーマ よ りもサイエ ンスの分野のテーマ が多

くなる と予想 され る。わが国 の大学が米国の大学 の よ うな10万 人規模 の研 究プ
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第1章 調査の概要と提言

ロパ ーな研 究者集団 を抱 えるよ うにな るまでには、まだ時間が必要であ り、当面

は企 業の基礎 研 な どを強化 し、産業 の技術 シーズ とな るIPRの 産出 にあた らせ る

ことが得策 と考 え られ る。同時 に産学連携 を強化 し、大学 のボス ドク と企業の基

礎研 の研 究者間 の交流 を促進 した り、イ ンター ンシ ップ を盛ん にす るこ とで、即

戦力 の人材 育成 を行 うべ きであ る。

一省 庁の上 に立 ち
、省庁横 断的 に研 究開発 の統合や指揮 系統の調整 を行 う組 織

わが国の研究 開発 や、各省庁 の調達 に含 まれ る研 究開発 は省庁縦割 りであ り、米

国の よ うな類似 プ ロジェク トを一ま とめ として管理 して、競争 させた り、統合 し

た り して、投資効率 を上 げる よ うな仕組み はない。 この縦割 り、独立型の研究開

発 の実施 は、それ を受 注す る企 業側 に対 して も、内容 は同 じよ うな もので あ りな

が ら別個 の もの と して研 究開発 を行 い、会計や成果 も分離す る とい う非効率な構

造 を産み 出す。今後 、電子政府 の研究開発 の よ うな大 きなテーマが実施 され るこ

とを考 える と、米 国のよ うな省庁横断的に研究開発 を管理す る組織 が重要 とな る。

一先 端研 究 にお ける実証実験ので きるイ ンフラや環境 の整備
、

電子政府 のよ うな大 きな社会 システ ムの研 究開発 を実施す るために は、実証実験

を行 うに必要 な高速の広域 ネ ッ トワー クや スーパー コン ピュー タ、実験用デー タ

のつ まったデ ー タベースな どの実験環境 が必要 とな る。米国では、各省庁 は、商

用 のネ ッ トワー ク とは別個 の実験用ネ ッ トワー クをもっていた り、次世代ネ ッ ト

ワー ク計画(NGI)な ども実験用ネ ッ トワー クを提供 してい る。 わが国で もギガ

ビッ トネ ッ トワー クプ ロジェ ク トな どが行 われ てお り、この よ うなプ ロジェク ト

で構築 され たネ ッ トワー クをプ ロジェク ト終了後、イ ンフラ として維持 し、次 に

続 くプ ロジェ ク トに提供す るな どイ ンフラの充実 を検討す べ きであ る。

一中小
、ベ ンチ ャー企 業の参入 しや すい市場 の構築

IPRの 商品化 、企業化 は、 当初 はニ ッチな市場を対象 に開始 され ることが多い。

米 国では新 技術 を持 って新規 に市場参入 した 中小、ベ ンチ ャー企 業に対 しては、

連 邦政府調 達の30%を 優先 的に振 り向けるな ど、政府 が率先 して新技術 の普 及

に努 めてい る。 この よ うな仕組み がベ ンチ ャー企業 を育て 、ひいては研 究者 の

特許 取得や ス ピンオフのイ ンセ ンテ ィブ向上 につ なが って いる。 わが 国の市場

は、政府調達 を含 めて大企業優先 の傾 向が強 く、技術 貿易 の時代 に向 けて、再

検討 の必要性 があ ると考 えられ る。
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2)IPRの 創成に向 けた研究開発の仕組 みに関す るもの

一研究計画(プ ロジェ ク ト)策 定時 に
、 目標 、位 置付 け、成果 の形態、応用範 囲な

どの議論 を公開 の場 で徹 底 して行 い、 プ ロジ ェク トの姿を明確 化 してお くべ き。

米国では、新 しい研 究開発 計画 を策定す る場合 は、その内容 を どの よ うな もの と

す るかを、大学、国研 、企 業の研究者 に問いかけ、研究者 はその問いかけに対 し

て、興味 を同 じくす るものが 自由に集 ま りコンファレンスを開催 し、プ ロポーザ

ル を返す。 この よ うなプ ロポーザル を元 に、担 当省庁 のPM達 は、研 究計画の内

容 を順次決定 し公表 してゆ く。このた め、最終的な研 究計画 が 出来上が り、その

計画への公募が行われ る時点で は、多 くの関連 分野の研 究者 は、その計画 の 目標

や期待 され る成果、研 究期 間な ど、その詳細 を知 るこ とがで きる。わが国 にお け

る研究 開発計画の策定や公 開の手順 はあま り明確 ではない。今後 、IPRの よ うな

無形 で、縞物作 りと比べわか りに くい 目標 や成果 の内容 を持つ計画 を受託希望 の

研 究者 に正確 に伝 えるためには、米国の よ うなオー プンな計画策 定の仕組 みを整

備 すべ きであ る。

－PMに 代表 され る専門家 のプ ロジェ ク トの運営 、評 価へ の投入

米国の研 究開発計画の中で実施 され る多数 のプ ロジェク トは、各省庁 に所属す る

研 究の専門家で あるプ ログラムマネー ジャ(PM)が その実施 を一元管理 し、プ ロ

ジェク トの受 け側の研 究者 は 、その研 究の遂行 の全般 に渡 りPMと 交渉 し合意す

るこ とで、 目標の変更は も とよ り、予 算費 目の変更な ど、迅速 に対処 できる。研

究 開発成果が、新技術 を含む ソフ トウェアの よ うな場合、その成果物 を作成 す る

方 法 として、従来 あるもの を基 に拡張 、追加 して作 った り、既存 の ものをつぎは

ぎ して作 るな どの場合 があ る。PMは 本来開発す べき技術 の本質 を理解 でき るこ

とか ら、研 究の受託者 は余計 な説明 をす る ことな く、そ の方法 の可否 を議論 で き

る。成果 が、特許 の よ うなIPRと な った場合、 目標 が達成で きたか否 か、また、

その価値 は どの よ うな ものかの評価 は、目標 とす る技術 の本質 のほか、その技術

の将来性 な どに関す る理解 も求 め られ る。わが国のプ ロジェ ク トでは 、ファンデ

ィングす る側 の管理責任者 が専 門の研 究者 でない こと、お よび、米国のPMの よ

うに人、物 、金 に関す る全 面的権 限 を持た ない こ とか ら、受 け側 の研究者 の負担

が極 めて大 きい。研 究 目標 の変 更や 予算の費 目変更な どに関 して迅速 な対応 がで

きない のが現状で ある。 この よ うな状況の ままでは、IPRを 成果 とす る よ うなプ

ロジェク トの管理や評価 を迅速 に行 うことは さらに難 しく、対応策 の検討 が求 め

られ る。
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一実証 実験ので きる仕組 み、制度 の確 立

電子政府 な どの大規模 な社会 システムの研究開発 にお いて は、実際に実験 してみ

ない と、最適 な仕様 や性 能がわか らない部分 が数多 く生 じる。この よ うな未知 の

部分 の明確化 を行 う上で実証実験 は重要 な手段で ある。また、同時に、新 しい ビ

ジネ スモデル な どIPRを 産 み出す 手段 ともなる。しか し、わが国の研 究開発 の仕

組み 、法 ・制度 の現状では、成果物 と して、箱物 も しくは これ に準 じた ドキュメ

ン トの類 が求 め られ る場合 が多い。これ も発注側 に技術 内容 を評価 できる研究 の

専 門家 不在 が原 因 と思われ るが、実証実験 は、特許 な どIPRを 産 み出す上 で も重

要 な手段 であ り、研 究者 に負担 をか けずスムー スに実証実験 ができ るよ うな仕組

み を確 立す るこ とが求 め られ る。

一情報公 開、競争 の徹底

特許 、ノ ウハ ウな どのIPRは 、先端的 とな るほ ど、その内容や価値 がわか りに く

くな る。その よ うなIPRの 評価 は、類似 のIPR同 士の比較や 、実際にそれ が商 品

化 され た ときの市場価値 で決 めるのが最善の方 法 であろ う。 このためには、IPR

が権利 化 され たあ と、きちん とその内容や その時点 の評価結果 を公 開 し、大勢 の

目に よ り、その最終的 な価値 が どの よ うであったかを確認 でき るよ うに してお く

ことが重要であ る。米国においては、国の資金 に よるプ ロジェク トの成果 は、軍

事研 究な どの例外 を除 き、公 開が義務付け られ てい る。わが国において も、近年、

行 政情報の公開が進ん できてお り、研究開発の内容や成果につ いても、IPR重 視

の時代の到来 を見越 して、米国の よ うな公 開義務 を課す べき と思われ る。

一国際標準化

特許 な どIPRの 市場 にお ける価値 は、それ を利 用 した商品が世界市場 におい て大

きな シェアを占め、デ ファク トス タンダー ドとなる ことで最 大 とな る。また、国

際標 準 をISOな どの組織 で各 国の代表が集 ま り決定 してい る。この よ うな標準化

活動 につ いて も、国 と してのバ ックア ップす る ことが望ま しい。

3)IPR創 成に向けた法 ・制度 に関す るもの

－IPRの 帰属 の明確 化 とその商 品化 の主体の明確化

特許や ノ ウハ ウな ど、それ ら自身が ライセ ンス として商品のご とく扱 われ る こと

が増 えてきた。米 国では、国の予算 による研 究開発成果 は民間に帰 属 させ、商品

化 した り、それ 自身を商品 とし、企業の利益や 競争力 の確保 に活 用す るこ とを、

国の大方針 と して明確 に宣言 している。企業 は、国の予算 で行 った研 究開発成 果

で あっても、まった く国の意 向を気にせずIPRを ビジネ スに利用 でき る。わが国

にお いては、国のプ ロジェク トの成果の帰属に関 しては、一貫 した方針が ない。
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研究開発 も従来は、委託制度 に基づ いて行 い、成果 は全面的に国に帰 属す る規 則

であった。また、請負制度や補助金制度 があ り、IPRの 帰属 が異なる。ところが、

2000年10月 に産業活力特別 処置法が成 立 し、委託 制度に基づ く研 究開発 の成 果

も企業 に帰属 させ るこ とが できるこ ととなった。 しか し、現在の ところ、プ ロジ

ェク トによ り用い る制度が異 なる場合 があ り、わか りに くい状態 にある。わが国

も、米国 のよ うに企業 に帰属 させ ると同時に商品化の義務 を負 わせ 、その義務 を

果 た さなか った場合 は、IPRを 商品化 を希望す る他 の企業へ移転す るか、商品化

希望が ない場合 は公 開 して しま うといった、明確 な方針が欲 しい ところであ る。

一研 究者 のIPR取 得 のイ ンセ ンテ ィブ付与 と特許 な どの 申請
、取得サー ビス

研 究者 に とって特許 な どの取得 は必ず しも重要ではない。特に、わが国の大学に

おいては昇格 に対 して論文数 は必須 の条件 だが、特許 な どIPRは 評 価 に含 まれな

いのが普通 であ る。特許 を とっても売れそ うもない場合 も多 く、大学の研究者 に

とっては雑用 が増 え るだけ とい うことにな って しま う。わが国の大学 において も、

IPRは 研 究者 に帰属す るこ ととなったが、特許 の 申請 事務 の代行や 、特許 の企業

への移転 の橋 渡 しを行 う人材 が不足 してい るのが現状 である。米国のTLOは 、歴

史 もあ り、この よ うな機能 も強化 されてい る。わが国において も、同様 の努力 を

すべ きであ ろ う。

一産学連携研 究開発 の促進 な どを通 しての人材 育成

わが国の情報 技術 の専門家 、 も しくは、研 究者 の数 は、米 国な どと比べ て、2桁

近 く少ない といわれ てい る。大学 にお いて も、情報 関連 の学科 を増や そ うと して

も、教え る先生 を確保す るこ とが困難 な状況で ある。一方、企業 の側 か ら大学を

み る と、実際に企業の ビジネ スに直結す る研 究を行 っている先 生はまれ で、大学

を人の供給源 としか見てい ない。 しか し、近年、企業 もグローバル コンペ テ ィシ

ョンに さらされ、従来、行 ってきた よ うな企業内部 での人材 育成 を実施 す る余裕

がな くな って きてい る。このため、大学での教育や プ ログラ ミングな どの訓練の

実施 を求 め、即戦力の学生 を得 るこ とを望む よ うになってきた。そ して 、この よ

うな教育や訓練 に必要 な人材 を企業側 か ら派遣す る ことも考えてい るご大学 にお

ける研究か ら、企業 が求 める技 術 シーズが得 られ るた めには、大学の さらなる改

革 が必要 である と思 われ る。 したがって、そ の前段階 として、人材育成 を 目的 と

す る産学連携 を行 うこ とが得策 であろ う(平 成11年 度 本報 告書1.2企 業 の

目か ら見 たわが国の大 学、国研)。
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1.4ま とめ と提 言

情報 革命 が世界 中に波及 し、情報 関連産業は もちろんだが、他の産業 も情報技術 を活

用 す るた めに、その姿 を変 えつつ ある。保 守的 と言われた銀行 も、イ ンターネ ッ トバ ン

キ ングを正 面に据 え、コンビニ と組 んで ビジネスを展開 し、さらに規 模拡大のため合併、

吸収 を繰 り返 している。今や 主要 な銀行 のほ とん どが名 前 まで変 えて しまった。一昔前

には想 像で きないよ うな変化 である。その 中で、ほ とん ど変化 しなかった ものは、国の

制 度だ ったのではないだ ろ うか。

わが 国の情報 技術 の研 究開発投 資が、情報産業 、特に ソフ トウェア産 業の発展や競争

力強化 に貢献 を していないのはなぜ か、また、それ は、国の研 究開発の仕組み、法 ・制

度の どこに問題 があるのか、とい う疑問に対す る回答 を求 め、約4年 間に渡 り調査研 究

を行 って きた。

そ の結果 、問題 はい ろい ろあるが 、「最 も大 きな問題 は、研 究開発 の実施上の仕組み

や会計制度 の よ うな法 ・制度 が、ソフ トウェア技術 で特徴付 け られ る先端 的情報技術 と

ミスマ ッチを起 こ していたか らだ」とい うことが明 らか となった。わが国の研 究開発 の

仕組み は、キャ ッチア ップ時代にで きあが った ものがそ のまま生き残 ってお り、会計制

度 は、箱物 作 りを標 準 として設計 され た制度 がこれ またそのまま生き残 ってい る。

本文 中ですで に何 度 も述べたが、仕組みの問題 の代表 は、米 国のPM制 度の よ うな専

門家 を置か ないプ ロジェ ク トの管理 、評価 の仕組 みであ ろ う。 建物や橋 な どであれ ば、

で きあが った物 を見 る ことがで き、その分野の専門家 でな くとも多少 の素養 があれ ば、

大筋の評価 は可能で あろ う。しか し、ソフ トウェア技術 の よ うな抽象的論理構造の差異

に技術 の特徴 がある無形 の ものは、専門家以外では、その評価 はきわめて困難 であ り、

場 合に よっては、初歩的 な理解 さえ困難で ある。多分 、ソフ トウェア以外 の先端技術 は

今 後ほ とん どが同様 の性格 を持 つ もの と思 われ る。バイオテ クノ ロジー また しか りであ

る。

米国で は、専門家で あるPMが 、予算 を握 り、研 究開発 の実施 内容 を監督 し、評価 し、

成果の扱 いを決 め る。 これ に対 して、わが 国では、行 政官 が この任 にあた る。 しか し、

そ の権限 は、PMに 比べ格段 に小 さい。会計制度や成果の管理 にかかわ る権 限の多 くは、

財務省(大 蔵省)が 握 った ままで あ り、現場 の研 究者 どころか担 当省 庁の行 政官の権 限

も限定 され てい る。

ソフ トウェアの よ うな思考の産物は変更が極 めて容易 であ る。製造の手間 はほ とん ど

かか らないか ら、技術 の進歩 は急速 で、新 しい商品が どん どん 出て くる。研 究開発 は、

その よ うなめま ぐる しい変化 の中で行われ る。研 究開発 の現場 では、当然、研 究 目標や

研 究のアプ ローチ、スケジ ュール、研 究担 当者 な どを、環境 の変化 に合 わせ て素早 く変

えなが ら作業 を進 める。

この よ うな状況で は、研 究計画 書な どの事務的 ドキュメン トの変更は最小 限 と し、研
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究 開発 の本質的な作業 に研 究者 のパ ワー を注力す るのが得策で ある。米国の仕組 みはそ

の よ うになってお り、専門家 であ るPMに 電子 メール で連絡 し変更の承認 を得 れ ばよい。

予算 の使途変更 を含 め、すべ て簡 素化 してい る。一方、わが国 では、変更 は常 にかな り

の事務処理 を伴い 、予算 に係 わ る場合 は さらに説 明が大変 であ り、研究者 は多大の労力

をそれに浪費す る。

会計制度 につ いて も ミスマ ッチがある。研 究開発費用 のほ とん どは箱物 にかか る費用

であ り、人件費 は十分 に少な い とい う前提 に立ってい る。 したがって、国は直接 費分 し

か支払わな くとも、受 け側は十分 メ リッ トが ある とい う想定で あろ う。 しか し、ソフ ト

ウェアの研究 開発 では、コン ピュータが安価 とな った今 日、費用 のほ とん どは人件費で

あ る。これ では体力 の弱 い ソフ トウェアハ ウスな どは、通常 の方法 では国の研 究開発 に

参加 す ることは困難 であ ろ う。

米国を見る と、各企 業の会計規則 をそのまま国の プ ロジェク トの会計 に適 用 して よい

こ とになってお り、当然、人件費 につい ても国 は間接 費分 も負担 して くれ る。この違い

は きわめて大きい。PM制 度 と有 無 と企業会計 を認 め るか否 かの違 いだけで、 日米の研

究開発競争の勝敗 は明 らかで ある。

米国 は産業の建て直 しを試み 、情報産業 を米国 の産業 の新 しい柱 と決 めた ころか ら、

研究開発の仕組 み、法 ・制度 を ソフ トウェアや先端情報技術 に適 合す るよ う進化 させ て

きた。わが国は、キャ ッチア ップ戦略 の成功 が もた ら した束の間 の繁栄 に酔 い しれてか、

仕組み 、法 ・制度 の改革 を忘れ て しまったよ うであ る。そ してその状態は今 日まで続 い

ている。

情報革命は、その第一段階 が終 わ り、米 国の情報産業 は選別 の時代 に入 り、株価 も

一時の ブームが去 り
、勝ち組 、負 け組 も決 まってきた よ うであ る。情報産業 は、米国の

プ ロパテ ン ト政策 の シナ リオ通 りに、特許 を中心 とす るIPRを 商品 とす る技術貿 易の時

代 に入 りつつあ る。特許 の範囲 を拡大す るな ど して、多 くのIPRや ノ ウハ ウを抱 え込ん

だ米国 はきわめて有利 な立場 にあ り、情報革命 の先行者利 益の蓄積 を中長期 の研 究開発

に投 じ、再び、バイオやナ ノテ クな どの新 分野で のIPRの 先行 取得 を狙 ってい る。

この よ うな時代 の到来に対 して、わが国は研究 開発 の仕組 み、法 ・制度 に関 して、ど

のよ うな対抗 策を講 じるべ きであ ろ うか。これ が、今 年度か らの調査研究 のテーマであ

った。

調査 はまだ始 まったばか りであ り、明確 な結論 はまだ 出てはいない ものの、IPRを 効

率 よ く産み出すための仕組 み、法 ・制度 のポイ ン トの一つ は、上 で述べ た ソフ トウェア

技術の研究開発にお いて重要で あったPM制 度 であ る。付加価値 の高いIPRを 発掘す る

ためには、PMは その選別能力 に磨 きをかけ、研 究対象 となってい る技術 の将来の市場

価値 まで見通す こ とが求 め られ る。

IPRと い うソフ トウェアよ りもさらに抽象 的で形の ない ものを どの よ うに取 り扱 えば、

高い市場価値 を持つ よ うにな るか を考 え、それ を仕組 み、法 ・制度 に反映 させ るこ とも
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必要 であろ う。 ソフ トウェア同様 、長 く持 ち続 ければ陳腐化 して しま う。売れ ない もの

は 、 どこかで公 開 して しま うほ うが よい場合 も多 く、柔軟な扱いが必要 で ある。

この問題 は、わが国では国有財 産の管理に係 わ る問題 であ り、ソフ トウェア成果 の扱

い につ いて も十分 な法 ・制度改革に成 功 していないわが国に とっては、さ らなる難 問 と

なるこ とが予感 され る。

わが国が当面なすべ きこ とは何 であろ うか。

まず第一 は、会 計制 度 をで きるだけ企業会計に近い ものへ と変 えて、無理 な持 ち出 し

な しで国の研究 開発 の参加 でき るよ うにす る ことであろ う。産学連携 のプ ロジェク トに

お いて も、従来 、産 業側は、この人件費の持 ち出 しがネ ック とな り、優秀 な人材 を出せ

な かった と聞いてい る。会計制度 の改善 は、産学連携 を本来 の姿 と し、ボス ドク研究者

の ポジシ ョン確保や企 業の基礎研 の再 生を可能 にす る と思われ る。この よ うな仕組み を

機 能 させ る ことで人材 を育成 し、PMと な る人材 や、教育 の義務 のな い研 究専門職 の集

団 を大学 に形成す るこ とがで きる と考 え られ る。

これが できれ ば、 ファンデ ィングす る省 庁 は、PM制 度 を導入 し、大学 の研 究専門職

の集 団 に、中長期テー マの研 究開発 を行 わせ 、産 業のシーズ となる技術 の蓄積やIPRを

産み出す こ とが でき ることにな る。

以上 のよ うな仕組 み、法 ・制度 は、米 国な らず とも、フロン トランナー と して研 究開

発 を実施 しよ うとす る国は、必ず持たね ばな らない ものである。わが国は、一度 めは米

国 な どが作 り出 した産業の技術 シー ズや商 品を コピー し、性能 と価格 面で勝 るもの を製

造 して富 を得 たが、今度 は、仕組み 、法 ・制度 の よい点 をコ ピーす る とい う制度 面の、

キ ャ ッチ ア ップを 目指 さねばな らない。それ は、ま さに真の フ ロン トランナー となるた

めの道 で もある。

そ して、や り方 は ど うであれ 、市場構 造 も変革 し、中小、ベ ンチ ャー企 業が多 く産 ま

れ成長す るダイナ ミックな産業構造 を作 り上げねばな らない。変化 を止 め るこ とは追い

越 され 、富を失 うこ とで ある。米国 では、 「全て の大企 業 もかつて は小企 業で あった」

と言 い、中小 、ベ ンチ ャー企業の育成 を支援 してい る。わが国 に もその よ うな考 え方 に

立 った仕組み 、法 ・制度が必要な時代が到来 したのであ り、既得権 に とらわれ ない国 を

あ げて の努力 を開始 すべ きであ る。
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21世 紀 は技術貿易 を中心 とす る時代 にな ると言われ ている。 中で も情報技 術は、そ

れ に よる変化が最 も顕著 な分野 と考 え られ ている。米国 は、プ ロパテ ン ト政策 を推進 し

特許 制度な どの法制度 面の改革や 、権利 の先行 取得 にっ なが る中長期的研究 開発領域 へ

の投資 な どを押 し進 め、技術貿易収支 にお ける圧倒 的な優位 を確保 した。 のみ な らず、

その優位 を堅 固な もの にすべ く、 さらにプ ロパテ ン ト政策 を強化 して きてい る。

この よ うな技術貿 易の時代 にお け る研 究開発や 国の支援の あ り方 につ いて、以下の問

題 提起 に基づ き、産業界有識 者 に対 して ヒヤ リング調査 を実施 した。

・米 国特許 な どIPR重 視 の流れ に対 して、わが国の産業 は どの よ うな対策 が必要か。

国は どの よ うな役割 を担 い得 るか。

・ 国の行 う研 究開発 につ いて、従来の 「物作 り」の発想 でな く、IPRや ノウハ ウな

どを 目標成 果 とす る 「新知識創成 」型 の新 しいス キー ムを創設 す るのは ど うか。

特許 な どのIPRを 国際的権利 、国際標 準 とす るための仕組 みは どうす べ きか。

今 日では、産 業界は否応 な くIPRの 重要性 を認 識せ ざるを得 ない状 況に あるた め、既

に各 メーカー とも取 り組み を強化 してい る。そのため、上記設 問 に対 して も、様 々な意

見や提言 が出 された。
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2.1知 識創 生時代の研究開発にお ける国への期待

■目利 きを含 めた人材育成 、お よびイ ンセ ンテ ィブの実現 を図るべ し。

情報技術、情報産業の最重要因子は人材であ り、その育成 と活性化 を図 る必要がある。

現在 の 日本 では、技術者が 、特 に ソフ トウェアの分野で極度 に不足 してい る。加 え

てイ ンセ ンテ ィブ を与 える仕組みが、国に も企業 にも乏 しい。技術者層 の活 力の欠如

がその まま 日本の弱点 になってい る。

技術 目利 きので きる人材 は、特 に重要で ある。 日本 の特許出願 数や研 究開発 費がそ

れ な りの数字で あ りなが ら、技術貿易収 支や新技術創 出において大 きな 日米格差 があ

るのは、 目利 きの不在 か らくる判 断誤 りに原 因があ る。

■ 一 では にえってい る へ の せよ

今や全て の分野 の基盤 になっている情報 産業 を、長期的に強化す るために必要な、

中長期 の研究 テー マへの投 資が少 ない。あ るいは、あって もば ら撒 きになつてお り戦

略を欠 いてい る。近場 の研 究開発 は企業が 自分 でやれ ばよい。国 は、将 来の産業 の技

術 シーズ とな る基礎 技術開発 と、研究 コ ミュニテ ィー育成 に投資すべ きである。

■ と して の に よIPR のIRP て

将来のIT産 業の 中心 になる と予想 され る分野について国が研究 開発 を支援 し、基

本的で重要 なIPRの 取得 を推進 す るこ とが必要 である。同時 に、過去 の もの も含 めた

有望特許 を、権利 に とどめず産業上 の武器 と して発掘活用す る、日本独 自の仕組 みが

工夫 され て よい。また、国内 の特許審査基 準等 も、諸 外国の情勢 に応 じて柔軟に適応

させ ていかない と、 自国産業 に とって不利 な環境 を作 る結果 となる。

■ITに ロ}て"ワ ー ク ソ フ ー の が"、

国としてIT革 命に対する明確な戦略や ビジョンを持って、ネットワーク等のイン

フラ整備や、規制緩和 ・優遇税制 ・新規産業育成の整備も必要である。

■大学からの特許創出活性化に向けた奨励と支援に関する体制整備を。

日本 の大学 か ら出る特許 は、個人ベ ース であるこ とに加 えプ ロモー シ ョンも少 ない

ため、企業 に とって事 業化 交渉 が しに くい。大学 にお ける特許活動の活性化 には、特

許創 出への組織的取 り組みや 、法律家不足 問題 の解 消 な ど、体制整備 が必要 であ ろ う。

(1)人 材育成 とイ ンセ ンテ ィブ実現 を

技術や産業 の育成 に必 要な ものは、つ ま るところ人材 である。米 国には、の し上が ろ

うとす る精神や 、いち ど失敗 して も再チ ャ レンジできる社会構造が ある。日本 はあ らゆ

る点で向上心 をな くす仕組 みになってい る。日米 の情報 産業の活力 にお ける差 を考 える

とき、この気持 ちの違 いは大 きい。国 も企 業 も、イ ンセ ンテ ィブをいかに与 え るか、の

観 点か ら諸施 策を見直す必要が ある と考 えてい る。

また、日本 の大学の電気系/情 報系分野 にお け る研 究者 の数は、圧倒 的にデバイ スや
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材料系が多 い。システ ム ソフ トウェア関係 の研究者や技術者は2～3割 と思われ る。こ

れ がそ のまま 日本 の弱点 になってお り、人材の確保 ・育成が必要で ある。

「基盤セ ンター」でや っていた研 究開発会社 は、株 式会社だ った ので、ほ とん ど制約

が な く非常 に 自由だ った。 その結果、特許 が5千8百 も生まれ た と言われ るが、 さら

にそれ とは別 に、個 人 に貯 まった 目に見えない技術や ノ ウハ ウの価値が大 きい。そ うい

う人が企業 に戻 ってか ら行 った仕事 で出 したパテ ン トの量だ とか、人材育成 も含 める と、

このプロジェク トの貢 献は大きい。 「基盤 セ ンター」 の出資 を受 けたATRの よ うに、あ

れ だけの規模 で、あ るま とまった分野の ことをできてい る ところは 日本 には他 にない と

思 う。最近 は、あま りCOE(CenterofExcellence;中 核的研究拠点)と 言 わな くなっ

たが、や は りあそ こはそ うい う意 味で一つ のCOEだ と思 う。 ああい うものが、 日本 に

あそこ しかない とい うのは、非常 に さび しい。

(2)日 本 にお ける特許 や研究 開発へ の投資効果 の低 さは、技術 目利 きの不足が一 因

特許性 の評価 は、我 々 にとって難 しい問題 である。社内で ビジネ スモデル特許提案 の

キャンペー ンを行 った ことがあ り、2,3カ 月 間アイデ アを募集 した ところ、130件 ほ

どの提案が あった。 それ を我 々が審査 して約40件 に絞 った のだが 、有用 な ものが漏れ

て しま うの ではないか との心配 が伴 う。実際、選 に漏れ たものの中か ら、若 い人 に探 さ

せ る と、面 白い ものが提案 されて くる。

特許 出願数 の統計 を見 ると、 日本 が425万 件、米国が103万 件 で、 日本の方が多 い。

実際 の技術貿 易収支は米 国の圧倒的 な黒字で あ り、 日本の効率 の悪 さが表われて いる。

最近 は社 内で も特許 の数ではな く質を要求す るよ うにな った。しか しど うした ら質を上

げ られ るのか、基準が見 いだせ ない とい うのが実状であ る。

研究 開発 の評価 について も同様 であろ う。昨年 の特許庁 の資料 で、研 究開発 費に対す

るノーベル 賞受賞者 数 の 日米比較 を見る と、母数 は明確で ないが、米国は297兆 円で

40人 、 日本は130兆 円で1人 、 となってい る。 それ な りにかけてい るはずの研 究開発

費 の流れ方 が間違 って いる と言 える。その誤 りを生み 出す原因 は、研 究開発の技術 目利

きの不在 であ る。研 究開発で は、そ うした 目利 きの確保 ・育成 に、もっ と力 を注 ぐべ き

であ る。

(3)5年 ～10年 先 を狙 った基礎研究 開発投 資や研 究組 織 の育成 が 、国の役 割

国の役割 として望み たいのは、企 業の手 が届 かない5年 ～10年 先 のテーマへの研究

開発投 資や 大学、国研 、企 業にお ける研究 コミュニテ ィーの育成で ある。今の企業文化

では、今 日明 日の こ とは放 っておいて も、企業が 自らや る。今 日明 日のこ とか ら離れ た

10年 先 の研 究開発 はで きない。バ ブル の頃 までは、例 えば1000人 いれ ば、1割 は向 こ

うを向いていて もい い とい う雰囲気が あったか も しれ ないが、今 は明 日どころか今 日の

成果 が求め られ、そ の よ うな評価 基準だ と長 い 目で見 た研 究がで きない。
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企業内 の基礎研 究部門は事業部か らの資金 がなか なか回 って こない部署 であ るため、

国のプロジェク トに よる資金援助 な しにはや って行 けない状 況に ある。そ うい うところ

では国のプ ロジェク トは非常に役 に立ってい る。

(4)国は将来に備 えた ビジネス特許や基本特許の取得を促進する研究開発を

今後のIT産 業の中心 となる分野にっき、国家プロジェク トとして国支援の研究開発

を推進し、各プロジェクトの中でビジネス特許や基本特許取得を推進する施策が必要で

ある。

(5)国 は、国際的 な特許制度 、審 査基 準 に対す る対応 策 を持 て

今 は、特許 の範囲 を どこまで認 め るか等 、日本 はアメ リカに押 され っぱな し、言 われ

っぱな しだ。例 えば、 ビジネスモデル 特許 は、 「ち ょっ とおか しい じゃないか」 と思 う

のも多い。 「こんなのを特許 にす るの はお か しい!」 とい うよ うな こ とを 日本 の政府 が

アメ リカの政府 に対 して言わない とい けない。各 国間の特許制度 の違 い、審 査基準の差

に対す る対応策 をきちん と打って行か ない限 り、米国 との技術貿易格 差はいっ こ うに埋

ま らない。

社 内には、 「特許庁 は特許性 を審査せず 、過 去 に類似技術が あったか否 かのみ を判断

すべ し。問題 が生 じた ら裁判で解 決すれ ば よい」 との極端 な意 見 もあ る。 ところが、そ

れは米国において既 に とられ てい るス タイル に他 な らない。

(6)特 許創 出だ けでな く、その活用 に も国 の戦 略 を

特許創 出促進 を 目的 としたスキー ム とは別 に、特許の活用戦略 に関 して も考 えるべ き

こ とがある。キル ビー特許やハイパ ーテキス トに関す る特許 な どは、古い特許 が、現在

になって見直 してみ る と事業的価値 を持つ、 とい う類の ものであ る。 日本 は、数 の上で

は非常 に多 くの特許 を取得 して きた。プ ロパテ ン ト政策 とは別 に、過去 の有用な特許 の

価値 をいか に戦略的 に再発 見 し活用で きるか 、検討 してい く必要 があ るよ うに思 う。米

国か ら仕掛 け られ て対策す るばか りでな く、日本が米国の慌 て るよ うな仕掛 けを してみ

て も良いのではないか。 この課題 は、国が支援 できる ところが大 きいので はないか。

(7)IT革 命 に向けて、イ ンフラ整備 、規制緩 和等 の政策 が必須

今後は、IT革 命の進展で企業の業務改革 、新事 業の創造 が進展す る。 また、ITが 企

業だ けでな くライ フサイエ ンス、環境 、電 子政府 、教育、娯楽 、B2C/B2B電 子 商取引

等、公共、産業 、文教 、社会、個人 のあ らゆ る分野 に浸透 しグローバル化 も進 む。 これ

に対応す るため にはネ ッ トワー クイ ンフラの整備 、規制緩和、税制優遇措 置等の国の政

策 が必須で ある。

た とえば、デ ィジタル著作権 、電子 商取引にお ける成 り済ま し等の不正行為対策 、消
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費者保護 の施 策 をや っていかねばな らない。

(8)日 本 の大学 は、特許 のプ ロモー シ ョン活動が少な く、企 業 として も交渉 しに くい

日本の大学 は、特許 のプ ロモー シ ョン活動が少ない。アメ リカの大学は、特許 をオー

プ ンに しプ ロモー シ ョンを積極的 に行 っている。また、ベ ンチ ャー企業設立 も多 いので、

自分で特許 の商業化 をや って しま うこ ともある。

米国では、大学 の先生 が出 した特許 は、大学 に帰属す るのに対 して 、日本 では、先生

の出 した特許 の権利 が、国の権利 か、大学 の権利 か、個人の権利か 、その帰属 が不明確

で ある。大学か ら出る特許 は個人 の ものになる扱いが可能な場合が あるが、これは、一

見 自由で良い よ うに思 えるが、実際 には大学 の先 生に とって は本業以外の手 間が増 え、

「や ってい られ ない」と注力 が薄れ る結果 になってい る。また、企 業に とっては、権利

の帰属 が分 か らず 、交渉 しづ らい。米 国の大学 の方が付 き合 い甲斐があ る。

(9)特 許取得加速 の間接 的障害 とな ってい る、法律家不足 の問題 を解消す る必 要がある

米 国の大学 では、特許 に関す る法律家 、弁理士が急増 してい る とい う。 日本 ではTLO

な どが うま く機能 しない理 由の一つ に、そ うした法律面 か らのサポー ト体制 の弱 さがあ

る。法律家 不足への対策 が必要 ではないか。
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2.2技 術貿易時代 に対す る企 業の認識

■IPRに し は 、 の に が の ま で まえい

産業界 に とって特許や 国際標 準の重要性認 識は 当然で あ り、海外 がプ ロパ テ ン トに

傾 けば、企業 は同 じ戦略で対抗せ ざるを得 ない。

従来 、 日本 の企 業はIPRを 防衛的 に行使 して きたが、今後は よ り攻撃的に、IPRそ

の ものを ビジネ スの材料 にす る時代 になる。

しか し、ビジネスボ リュームの大 き く育つ領域 を的確 に予測 してIPRを 先行取得 し、

技術収支上 の優位 を確保 す るのは、実際 には容 易ではない。

(1)技 術 貿易時代 に向け、攻撃型特許 への意識 改革が必要

企業 も、当然 なが ら今 日の 「技 術貿易の時代」 を認 識 し、特許 戦略 を促進 してい る。

科学技術 白書に よる と、日本企 業の国内特許は多いが、海外への出願 は少ない。 日本

の企業は、従来 、防衛的 な意 味でIPRを 行使 す る場合 が多か ったが、今 後は よ り攻撃的

な意味でのIPRの 行使 が重要 とな って くる。つま りIPRそ の ものが ビジネスにな る時代

となってい る。 日本 は 、米 国のプ ロパテ ン ト政策 の強化 に対す る国の問題意識が薄 い。

ソフ トハ ウスで もIPRに ついての意識は低い。意識改革 を含 めて、本 気で攻撃的IPR対

策 を考 えない といけない状況 にある。

(2)企 業 に とっては技術収 支が既 に大 きな現実 的課題 にな ってい るが、優位確保 は困難

長い間 ソフ トウェア 開発 に係 わって きた 自分 自身 の経 験 か らも、情報 分野 にお け る

IPRの 取扱 いは 「非 常に難 しい」 とい う印象 をもってい る。初期には 「ソフ トウェアは

特許にな らない」 とい う時代 が続 いた。 た とえば、20年 ほ ど前 にある財 団の仕 事 を請

け負 った とき、当時は ソフ トウェアを特許 ・著作権 いずれで保護す べ きか定 まって いな

かった。そ こで、事前 に 自分 たちの持 っていた ノウハ ウを開発後に証明で きるよ う、箱

に詰めて何年 か封 印す るとい う手段 を とった事例 もあった。新 しい概念 を社会制度 に定

着 させ るには、大 きな努力 が必要 であ る。

現在 、会社 の特許 収支 の実態 は悪化傾 向に ある。

特許 を出願す る立場 か らすれば、将来 に向け ビジネ スボ リュームの大 き くな りそ うな

ところをカバーす る よ うに特許 を出 してい る。だが、結果的には漏れて しま うこ とが多

い。逆 にこちらの ビジネス につ いては、ボ リュームが大 き くなって きた ところを米 国な

どか らサブマ リン特許 に よって狙 われ る危険 がある。加 えて、今 日の よ うに ビジネ スモ

デル特許 が急激 に増加 す る と、調査 しよ うに も追いつかない。何 らかの国の支援が欲 し

い ところであ る。
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2.31PR取 得に向 けた国の研究開発制度の問題点 と望 ま しいあ り方

■特許支援政策は、米国との対抗上、米国のよい仕組みは積極導入すべし。

IPR重 視政策 に際 し、米国等で成 功 した仕組み を分析 し積 極導入す ることも、現実

には必 要であ ろ う。た とえば、国のプ ロジェク トか ら出た特許について、その実施期

間中の特許維 持費 をプ ロジェク ト費用 に算入で きるな ら、企 業は歓迎す る。

■会 計制 度 を改め、企 業 に とって国の研 究開発へ の参加 メ リッ トを大 き くすべ し。

現状 、企 業は国 の ソフ トウェア開発 の仕事 を行 うと赤 字 とな る。 この状況 では、企

業は積極参加 で きない。その主因は、ソフ トウェア開発 で大 きな割合 を占める人件費 、

労務 費の間接 費、特許 申請 ・維持費、既 存 ソフ トウェア部分の費用が認 め られない会

計制度 にあ る。ソフ トウェア開発 の実態 に即 した、企業 に準 じた会計制度 に変 われ ば、

取 り組み方 も違 って くるだ ろ う。

■長期的視点に立ちリスクがあることを前提とした研究投資制度を整備すべ し。

基礎研究 は、 リス クが伴 うものであ り、基本的 に 「出資」でな く 「投資」に よって

行 われ るべ きであ る。その成果 は単に研 究期間中の製 造物で はない。 ノウハ ウの蓄積

や人材育成、産業活性化による税収増など、長期的視点に立った効果の認識を、社会

的に も定着 させ る必要 があ る。

■初期 に ビシ ョンを練 るフェー ズの新設 と公募方式 で競争 ・淘汰 され る制度 に。

国のプ ロジ ェク ト実施 に先 立 って、ビジ ョンや コンセプ トを十分に練 るフェーズ を

設 け ることに よ り、概念 特許 や基本特許 が出やす くなる。また、複数 のアイデア を競

わせ ることで質 の高 い成果 を多 く期待で きる。

ソ フ トウェ ア プ ロ ジ ェ ク トの テ ーマ は、 大 目標 の も と、公 募 方 式 と し、1件 あた り

の予算規模 を大 き くす るのが有効である。複数のアプ ローチ による競争 ・淘 汰が効果

的に機能す るよ うな、プ ロジェク ト立案 もあ って もよい。

(1)特許支援政策では、米国の仕組みの良いところを分析し、積極導入すべ し

特許の数を出すだけの現状の取り組みでは、特許収支や技術競争力への効果が出てい

ない。米 国で真 に有効 だ った政策 を二番煎 じで も構 わず導入 しては どうか。 「日本株式

会社 」よ りも米国の方 が、儲か る産業 を国益のために育成す る ときの トップ ダ ウンの意

志展開がうまく機能している。競争相手として最も意識 しなければならないのは米国で

あ る。米国 とや り合 って行 くには、仕組みの上で も米国 に合 わせ ていかな けれ ばな らな

い部分が、善 し悪 しは別 として、あるだろ う。

(2)今の会計制度の下で国の仕事を行 うと企業は赤字 となり、積極参加できない

今の会計制度では受託にかかわる直接費 しか費用に算入できないため、企業が国の研

1究開発 プ ロジ ェク トを受 け る と、自社の ローデ ィングベ ースの3分 の1程 度 しか費用 と
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して認 めて も らえず、赤字 とな る。

半導体 のプ ロジェク トな どでは国 の資金は建物や設備 な どの 「物」 に使 われ るので、

人件費や 労務費 の間接費 が算入 で きな くて も大 きな不利 にはな らない。

一方
、ソフ トウェア関係 の研 究開発 コス トの9割 方 は人件 費であ るため、上記 の会計

制度 上の制 限に よる企業負担 は よ り顕著 となる。ソフ トウェアが箱物 として扱 われて い

る限 り、国の委託 を受 け ると企 業 は赤字 となる。

会 計制度 が間接費 まで含 めた企 業会計準拠 の ものに変 えて、利益 は出な くとも少 な く

とも赤字にな らない レベル の費用補 填が あれ ば、企 業におけ る国の研 究開発 プ ロジェク

トに対す る取 り組み姿勢は大 き く変 わ って くるはず である。

(3)既 存 ソフ トウェア資産、既存 ソフ トウェア活用 ノウハ ウに対す る費用 を認 めて欲 しい

ソフ トウェア関係 の研 究開発 の場合 、すべて を全 く新規 に開発す るこ とはほ とん どな

く、既存 の ソフ トウェア ・コンポーネ ン トを活用 して新 たな付加価値 を積み上 げて行 く

のが一般的 である。このよ うな既 存 ソフ トウェアの再利用 をベ ース と した ソフ トウェア

開発 において、企業 が もともと所 有す る ソフ トウェア財産や特許 の使 用、既 存 ソフ トウ

ェア活用 ノウハ ウ等の分 も、国 の会 計制度 に算入 できる よ うにすべ きであ る。

(4)プ ロジェク ト実施期 間 中は、国 もIPR関 連 費用の負担 を

特許維 持費については、プ ロジェ ク ト実施期間 中はプ ロジェク ト費用算入 を認 めて も

らえれば、企 業は助 かる。また 、海外 での特許取得 を有利 に展 開す るための政策的支援

が、 国か らある とよい。

(5)プ ロジェ ク ト投資 の回収 は、長 期的経 済効果の視 点に立 って考 え るべ き

国 として投資 した結果が、ス トレー トに返 って来 なかったか らといって失敗 だ とい う

の は、思考 として単純過 ぎ る。成 果が 出れ ば、まわ りまわって税 金 と して返 って くるわ

けだか ら、10年 、20年 かけて戻っ て くる とい う考 えで意識 を統一 して もらわない と、

いけない。短絡 した思考 だけで は、い ろん な施策 がお か しくな る;

基礎研 究分野の研 究開発 投資 は、早 々に リター ンがあ るわ けはない。10年 位 の長期

に渡 って商品化努力 を継続す る仕組 み を作 る ことが必 要であ る。

(6)研 究 開発 には歩 留ま りが伴 うこ とを考慮 したプ ロジェ ク ト立案 を

研究 開発プ ロジェク トは直接的 な成 果だ けでい えば成功 しない場合 も多 い。成功す る

の は2～3割 とい うつ も りでプ ロジ ェク トを立案すべ きで ある。そ うい った意 味では現

在 のプ ロジェク トの数 は少 な過 ぎる。
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(7)基 礎研 究 は 「出資」 でな く 「投資」 でなけれ ばい けない

「基盤セ ンター」 について、新聞 に 「NTT株 を有効活用 しよ うとした事業が事実上破

綻す る」 とい う記事が 出た。 しか し、 これ は 「投資」でな く 「出資」だ ったのが 間違 い

だっただけで、 日本 の研 究開発 とい う点では非常 にいい事業 だった と思 う。法律でNTT

株 の配 当のお金は 「出資」に しか使 えない ことになってい るので、それ を当て に したの

が間違 いであ り、もっ と別の普通の経費、一般会計でやれ ば、問題 は何 も起 こ らなか っ

た。 ただ しこれだ と株 式会社 とい うことにな らない。 この出資制度 とい うことで しか、

この 「基盤 セ ンター」 のシステムは多分 出来なかったのだ と思 う。

(8)ソ フ トウェアプ ロジェク トにはテーマ公募方 式が有効

現在 のIT(特 にイ ンターネ ッ ト関係)の 世界は変化の ス ピー ドが速 く陳腐化 も激 し

いため、特定 の個人(責 任者)が トップダ ウンでプ ロジェ ク トのテーマを立案す る方式

はほ とん ど機能 しな くなっている。

特 に ソフ トウェアプ ロジェク トの場合 のテーマ選定方式 としては、適切 なアンブ レラ

の下 にお けるテーマ公 募方式 が最 も有効 と思われ る。

(9)公 募一件 あた りの予算規模 を もっ と大 き く

現在の ソフ トウェア公募 は一件 あた りの予算規模が小 さく(1億 円以下)、 開発 規模

として は1～2人 で行 うレベルに相 当 している。この程度 の規模 では非常に限 られ た成

果 しか 出て こない。

(10)コ ンセプ トや ビジ ョンの創 出プ ロセ スの導入 と充実 を

従来のナ シ ョプ ロ実施形態 に先 だって 、 もっ と上流 の、 「こん なアイデ アがあ る」 と

ビジ ョンや コ ンセ プ トを考 える段階 を加 えた スキーム の創設 を提案す る。

これか らは、プ ロジェク トで何 を作 るのか を練 るフェーズが重要で ある。従来、 日本

はRFPに 対す る募集 と実施 には力を入れ ていたが、キャ ッチア ップ時代 の発想 しかない

た め、初期 の フェーズ が抜 け落 ちていた。その初期 の段 階に、人件 費 とは別 の費用 と時

間 をか け られ るよ うにす る。それ も従来の よ うに半年等 の短 い時間だけではな く、1～

2年 の時間 をかける。場合 に よっては、裏付け を得 るための、 トライアルの研 究開発の

実施 も認 める。

た とえば、今 は 「電 子政府 」についていきな り請負 の形 とな り、ビジ ョンや コンセ プ

トをブ レー クダ ウンす るま でのフェーズが抜 けて いる。

(11)研 究 開発 では、複 数企業 に実施 ・競争 させ る仕組み も必 要

DARPAの プ ロ トタイプ契約 の例では、研 究開発 を数社 にや らせ るこ ともある。 日本 に

は この タイ プの研究開発制度 は無 い。競争 させ て良いア ウ トプ ッ トを期待す る仕組 み も

一27一



欲 しい。初期に対抗馬 を作 りレベ ル を競わせれ ば、ア ウ トプ ッ トと して コンセプ ト特許

や基本特許 も出やす く生 まれて くる成果 も多いだ ろ う。
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2.4プ ロジ ェク ト成果 としてのIPR評 価 法への提案

■国の研 究 開発 の成果物 はIPRと すべ し。

知識創 生時代 にお いては、国の研 究開発の成果物 は物 でお さめなけれ ばな らないの

は相応 しくない。研 究 開発 の成果 と して、IPR(特 許 、著作物 、 ノウハ ウ)が 最 も重

要 あ り、国の研究開発 の成果物 もIPRと すべ きである。プ ロジェ ク トの立ち上げ時に、

そのプ ロジェク トの 目的 を明確化 し、成果物 が何か を明文化すべ きである。

■無形物 であ るIPRの 評価 は、プ ログラムマネ ージ ャが行 うべ し。

IPRを 成果 とす るス キー ム実現上 、IPRの 価値の評価 が課題 とな る。

IPRを 的確 な判 断を下 してい くには、や は り、専 門的知識 を有 し、 目利 きのできる

プ ログラムマネー ジャの よ うな専門家に よる評価 が必須 で ある。また、研究 開発 はわ

か らない ことを研究す るので、途 中で状 況変化が起 こ り得 るのは大前提で、ステ ップ

毎 に的確 な 目標設定 、中間評 価、軌道修正が行わなけれ ばな らないが、この作業 にお

いて も、権 限を委譲 された専門家 であるプ ログラムマネ ー ジャが必要 である。

た だ し、日本ではプ ログラムマネー ジャの十分な人材確保 が困難 な状況にある。大

学 に成果型評価 を導入すれ ば、人材 の流動性 をもた ら しプ ログラムマネージャ確保 に

繋が るが、イ ンセ ンテ ィブ も必要 である。また、プ ログラムマネー ジ ャに限 らず 、優

秀 な人材 の流動性 を実現す るには、流動後 に不 当に評 価 が下 が らない よ うな制度 が先

に求 め られ る。

■無形物 の公正 な評価 のためには、情報公 開 を徹底す べ し。

IPRや ソフ トウェア な どの無形物 を扱 う領域では、成果 、あるいはその評価のいず

れ の質 を高め るに して も、情報公開が基本 である。情報公 開の 目的は、技術の詳細を

記述す ることではな く、価値 が創 造 された ことを国民 に示す こ とで ある。現在 の よ う

に、会計 検査対応 の ドキュメン トを要求す る愚は回避 され なけれ ばな らない。

(1)研 究開発 の成果物(納 品物)はIPRと すべ き

従 来は、プ ロジェク トの成果 を立証 す るための納品物 と して、大量 の報告書や実物で

の動 作のデモ ンス トレー シ ョン といった ものが求 め られ た。また、ソフ トウェアの開発

とい うのは 、過去の ソー スをで きるだけ活 用 し、最小 限の手間で達成す るのが一般的 で

あ るの もかか わ らず、現在 の会計検 査制度 では、ソース一切 をゼ ロか ら書 き上げた よ う

な成 果物が要求 され る。

知識創 生時代では 、研究 開発 の成果 と してIPR(特 許 、著作物 、 ノウハ ウ)が 最 も重

要であ り、企業は、既 に研 究開発の成果物 はIPRと 捉 えてお り、国 の認識 とはズ レが あ

る。 国の研究 開発 の成果 物 もIPRと すべ きである。
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(2)プ ロジェク トの立 ち上 げ時に 、成 果物 は何 かを明文化す べ き

国の研究開発の成果物 をIPRと した とき、プ ロジェク トの立 ち上 げ時に、成果物 を何

とす るかの明文化 をプロジェク ト提案 とセ ッ トで行 うべきであ る。そのためには 、国の

プ ロジェク トの 目的(何 のた めに国の金 を使 うのか)を 明確 にす べきであろ う。評価者

が その 目的に合わせて、今 回のプ ロジェク トは、特許 だけでよい とか、実証実験 だった

らソフ トを作 るこ とが重要で な く評価 書だけで もよい とか、これ は物がない とダメであ

る とかを決めれ ばよい とい うス タイル で運用すれ ば よい。

(3)IPRの 評価は、専門的判断能力 を持 った専門家(プ ログラムマネー ジャ)が 行 うべ し

国の研究開発の成果物をIPRと した場合、その価 値を第三者に分か り易 く説明する必要

が ある。 しか し、研 究開発費 いく らにつ き特許提案何件、 とい う単純な基準では、中身の

ない特許 の数で ごまかす ことも可能になって しま う。特許 は使われて こそ価値が出 るのだ

が、時間を経てか らビジネス として生きる特許 もあ り、作成時の評価 は難 しい。 また、サ

ー ビスが ビジネスになってお りノ ウハ ウが価値 を生み出 してい る
。 このため従来の よ うな

ソースプ ログラムのステ ップ数 でい くらとかの尺度は成 り立たな くなっている。

では、偉い先生 を呼 んできて評価 委員会 を作 ってIPRを 評価 すればいいか とい うと、

日本 では、先生 は、後 か らいろい ろ言われ るの を懸念 して、無難 な意見 、多数 派意見 し

か 言わず 、イ ノベー シ ョンを起 こす よ うなIPRは 出に くい。

プ ロジェク トの成 果 を判 断で き る専門的知識 を有す る責任者(プ ログラムマネー ジ

ャ)に 評価 の権限 を全面的 に委譲 す ると ともに、評価結果 をオープンに して不正 の有無

が チェ ックで きる よ うな仕組 み を作 る ことが必 要があ る。

(4)変 化 の速 い領 域 では、ステ ップ毎 の 目標設 定 と、 的確 な 中間評価 ・軌 道修正 を

例えば10年 がか りのプ ロジェク トを立 ち上 げる場合 は、 当初 、大 きな 目標設 定を行

い、その上で具体的 な 目標 は、3年 間 ごとに小分 けに して書いて、3年 後以 降は この時

点 での中間評価 で軌道修正 も有 り得 るべ しとい うこ とで、次 のステ ソプはそ こで決め る

のが よい。

状況の変化 に対 しては、中間評価 とか途中の軌道修 正で、どん どん変 えれ ばい い。無

意 味になった ことを何 年 もかか ってや り続 け るの は無駄だ。

評価す る人 は、専門的知識 を持 ち、目利 きが で きるこ とが必要 で、プ ログ ラムマ ネー

ジ ャが相応 しい。

(5)日 本 では、十分 なプ ログラムマネ ージ ャ人材 の確保 が困難

日本 でプ ログラムマネー ジャ制 を導入す る場合 、そ の人材確保 が問題 とな る。

優 秀な専 門家 をプ ロジェク トマネー ジャにす るためのイ ンセ ンテ ィブ と して、プ ログ

ラムマネー ジャの予算 を能力 に見合 った額だ け認 める ことが必要 である。また、プ ログ
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ラムマネー ジャに限 らず、優 秀な研 究者 の 「流動性」を実現す るには、その背景 として

流動後 に不 当に評価 が 下が らないよ うな環境づ くりが望 まれ る。

プ ログラムマネー ジ ャの人材 を海外か ら招聴す る方法 も有 り得 る。そ うい う人が何人か

存在す るのは良い と思 う。

(6)成 果重視 の評価 が、 プ ログラムマネー ジャ人材 の確 保 につ なが る

プ ログ ラムマネー ジャ制度の導入は、大学 の改革 とセ ッ トとなる。つ ま り、先生個人

の評価制度 を変えて、給与体系 を成果型 に変 えない とい けない。独 法化 されて も、給与

は公務 員型 のままでは 、競争 力がな く意味 がない。

企 業では成果型給 与体系が 当然 となっているが、大学 では、私立大学がな じみ易 いだ

ろ う。理事会 は、経営会議 で もあるので、この よ うな場 で産学協同 とか、成果 型給与体

系な どを議論 すれ ば、徐々に改革が進むのではない か。そ して、私立大か ら国立大へ と

展開す るこ とだ。

(7)成 果 物 として形 の無 いIPRの 公正 な評価 には、情報公 開が大前提だ

箱物 は見ればわか るが、ソフ トウェアは見えない。この よ うな領域では、成 果 に して

も、その評価 に して も、情報公 開が基本だ。特許や 著作権 は権利 を確保 した後、公開す

る。 ノウハ ウの公 開は若干問題が あるが、部分的 に公 開、あるいは一定期間後 に公 開す

るこ とにすれば、成果 の質は判 断で きるだろ う。米国 のプ ログラムマネー ジャのよ うな

ポジシ ョンが あって、評 価結果 を公開 してい くこ とにすれ ばよい。公 開す るとな る と、

評価 も しっか りとす るだ ろ う。

基本的 には、評 価書 を作 り、これ を成果 とす る。それ を含 めて、成果 を評価 した結 果

を公開すれ ば、特許 の価 値 も、後で評価で きる。 情報 公開がすべ ての基本 となる。

(8)情 報 公開の 目的 は理解 を得 るこ とであ り、 ドキュメ ン ト量 を要求す るもので はない

情報公 開をあま りに も優 先 させ ると、今 以上 に ドキュメ ン トを作 らない といけない と

い う懸念が 出て くる。あ る分野のプ ロが同 じ分野 のプ ロに説 明す るときは、あま り紙 に

書 かないで済むが 、そ の分野 のプ ロでない人に説 明す る ときは、100ペ ー ジの紙 が必要

になるのは世 の常 であ る。行政官 は行政の専門家 であ り、研 究分開発の専門家でな い こ

とか ら、研究 内容 を理解 しよ うとす るあま り、結果 として 、大量の ドキュメン トを要求

す ることとな る。

米 国では、結果 の信 頼性 を示す ために情報公開す る。一般の国民が理解 で きない とい

けないが、国民が知 りた いのは技術 の中身ではな く、価 値 をク リエイ トで きたか ど うか

であ る。
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2.5成 果lPRの 帰属 とその市場 化

■IPRま に で よ'延 に せ べ し

IPRは ビジネ ス商品そ の ものであ り、それ を戦略的 に行使 できて 、は じめて価値が

ある。国の権利 が足枷 となってIPRを 自由 に行使で きない よ うであれ ば、企 業は 自社

の金 で研究開発 し特許 出願す る方 向を選ぶ だろ う。仮 に ライセ ンス収入は国 と企 業で

半 々になる として も、行使権 だけは完全に開発者に帰属 させ な ければ な らない。 日本

版バイ ドール法な ど前進は見 られ るが、 も う一歩 、明確 にす る必要 があ る。

■研究成果 を製 品 と して市場 に出 るまで、 きちん とフォ ローすべ し。

産業界に とっては、研究開発がそれだけで終わ らず、事業 に繋 が らなければならない。

成果のIPRを 評価 してプ ロジェク トが完結す るのではな く、有用 な技術 は、製 品化

まで支援すべ きである。米国 では、税金 で開発 した成 果は、製 品 として市場 に出す こ

とによって納税者への還元が実現 され 、そ こまでが国の責任だ とす る社会認識 がある。

■IPR、 ノウハ ウの取得 を促 す実証 実験 が重 要。

国は、社 会 ・公共分野で先端技術や ソ リュー シ ョンの実証 実験 を行 うこ とが重要で、

それに よ り、新た な課題 の抽出、解 決、検証 を加速 できる。 また、実証実験 に よって

得 られ る最大の成 果は、 ノ ウハ ウやIPRな どの知識であ る。IPRを 成果 として認 める

制度が実現 されれ ば、現状 では ドキュメン トや プ ログラム コー ドの量な どに基づ いた

形式主義的成 果管理 か ら生 じてい る、多 くの無駄 を解 消で き、実態ベ ースで効率 の良

い研 究開発が可能にな るだ ろ う。

(1)IPRの 権利 は完全 に実施者(受 託 者)に 与 えられ るべ き

IPRはITビ ジネ スの商 品そ の もの にな ってお り、基本的 に成果物 のIPRは 各提案者

に帰属 させ るべ きであ る。日本版バ イ ドール法な どでIPRの 権利 が国か ら受託研 究機 関

の方 に移 ってきてい るが、その権利 のい くらかで も国が持 ってい る とい うのでは、企業

はIPRを よ り戦略的に行使 で きない。国の権利が足枷 とな ってIPRの 権利行使 を 自由に

行 えないよ うであれば、企業 は国のプ ロジェク トと してでは な く自社 の金 で特許 出願す

る方 向を選ぶ だろ う。

プ ロジェ ク トの成果 として得 られ たIPRの 出願/維 持費用 の分 担お よび権利 に関 し

て国 と企 業の間に明確 な取 り決 めが必要であ る。またIPRの 行使権 は無 条件 で完全 に実

施者(受 託者)に 与 え られ るこ とが強 く望まれ る。
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(2)研 究開発 の成果 を事業 に繋 げるスキー ムが必要

産業 界か ら見れば、研 究開発 の成 果 をど う事業に繋 げて行 くかが一番重 要な点であ る。

今 までの 日本の システ ム ソフ トウェア関係 の研 究開発 プロジェク トは、研 究開発の時点

で終わって しまい、成果が事業 に繋 がっていかない ことが多い。米国は国の予算 を使 っ

た ものは、納税者への還元 のため開発物 が市場に出るまで国は援助 を し続 け る。 日本は

立 ち上げには熱心だが 、プ ロジェク トが終わ ると後 の支援 が手薄 になってい る。研究開

発 への投入 の成果 を将来 ど う事業 に繋 げ て行 くか とい うこ とが見 えないま まプ ロジェ

ク トが行 われ る ことがない よ う、 プ ロジェク ト立案 ・企画 ・運営 をす べ きで ある。

例 えば、電子政府 はプ ロジェク トとしては非 常に大き くテーマ も多岐 にわた るため、

研 究開発 の必要 な要素 が多数存在 し、実証実験等 も必 要であ る。こ うい うテーマ に国の

研 究開発プ ロジェク トを起 こ し、成果 を後 の調達 に繋 げるスキームが欲 しい。

(3)新 たな課題 の抽 出 、解決 、検証 の加 速 のために、実証実験 は重 要で あ る

世界に冠た るIT国 家 をア ピールす るた めにも、電子政府 、ITS、 交通、医療等 の社会

システ ムの先進技術 、ノウハ ウ実証 実験 が国家プ ロジェク トで必要 と考 える。実際 に経

験 してみ るこ とは、当初 の 目的以外 に も非常に多 くの ノウハ ウを もた らす。た とえば失

敗 を経験 した者 は、大 きな失敗 を直感 的に避 けることがで きる。現状の国の研 究開発で

は、会計検査制度 も含 めて、新 しい技術 をス クラ ッチか ら作 り、最終製 品に近い ソフ ト、

あ るい は詳細仕様書 を要求 され る。 これでは、実証実験が成 立 しない。これ は、重要 な

ノウハ ウ、た とえばプ ロジェク トの進 め方や 、システ ムに対す る社会的 ニー ズな どの知

識 を得 る機 会 を奪 ってい る。特 に電子政府等 のシステム について、最初 か ら完 壁な仕様

を作 るのは、現実には無理 で ある。公共 のシステムに金 をか けて いる割 に成果 が出ない

のは、そ うした ところに大 きな原 因があ る。

実施 の仕組 み と しては、ITSで も行われ ているよ うに、システム試 作後、部 分的にサ

ンプル ユー ザ参加 型の効果実証 、問題 点抽 出、 「べか らず集」 作成 を行 い、システムに

反映す るス タイルが効果的 であ り、 これ らの ノ ウハ ウが重要な成果物 とな る。
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2.6iPRと 国 際 標 準

IPRと 国際標準 は不可分 の関係 にあ り、 国際標 準か ら逸れた技術 では産業 の強 さに

結 びつかない。今 日、情報や通信 に関 して非常 に多 くの標準化組織 があ り、多大 な費

用 とマ ンパ ワー を必要 とす る。産業の死活 に関わる これ らの標準化活動 に対 して、国

の支援 は得 られ ない ものか。

■ のプ ロジェ ク した →フ ク ト で1一 ドし の

国は資金的援 助だ けで な く、プ ロジェク トを通 しデ フ ァク ト化 を リー ドす る ことに

よって も技術の標準化 を支援 できるだろ う。た とえば、通信 の基盤技術 、移動体通信 、

応用技術、あ るいは コンテ ンツの標準化等 は、イ ンフ ラ整備や 実証実験 な どを通 じて

国が積極的 に貢献す べ きで ある。

(1)技 術貿 易 と国際標 準 との関連 を重視 してい る

ビジネ スの主戦場は従来の製品事業 か ら顧 客価値創 造 をもた らす ソ リューシ ョン、サ

ー ビス事 業、あ るい はアプ リケー シ ョンパ ッケー ジにシフ トしつつ ある。これ らの事 業

で成功す るに はグ ローバ ルに通用す るた めの標 準化 とビジネ ス特許取得 は重 要 とな り、

IPRと 標 準 とい うのは不可分 の関係 にあ る。極端 な ことをい うと、標準か らずれ た とこ

ろの特許やIPRを い くら持 っていて も、一銭 に もな らない。特 に通信 とか情報処理 の関

係では、標 準化関連 のフォー ラム等 が、あま りにた くさん有 りすぎて手 に負 えな くな り

つつ ある。 しか し、その中に入 ってい って、なん とか 自分 の持 っている ものを標 準の中

に うまく埋 め込 んでいか ない ことには、持 っ ている特許 が生 きない とい うよ うな状況に

なって きてい る。

(2)国は国際標準の取得 を支援すべき

技術を標準化まで至らせるには非常に大きなマンパワーと資金を必要とする。標準化

関係で多くの人が海外に出て行っており、特許庁に払うお金よりも、むしろ標準化提案

で海外出張に行くお金の方が高くついている。標準化に関する様々な国際活動の費用に

関して国の支援はできないものか。

(3)実 証実験的 プ ロジェク トを通 じて国は標 準化 を支援 すべ き

国は、標 準化活動 に対 す る資金援助 だけで な く、通信 、移動体通信 のイ ンフ ラ整備 、

電子政府 の よ うな実証 実験的 プ ロジェク トを通 じて、各社 の持つ基盤 技術 、応用技術 、

コンテ ンツの業 界への浸透 をはか り、国家 戦略 による標準 化取 りを行 うべ きである。
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第3章 米国の知的所有権の先行取得と商業化促進政策

およびその成果について

特許、著作権 、ノ ウハ ウといった知的財産権(IPR)が 一国の産業全体 に大 きなイ ンパ ク

トを与 えるよ うになった。特 に米国は情報技術/イ ンターネ ッ ト及びバイオテ クノロジー関

連 のIPRを 国際的比較優位 の源 泉、通商 の切 り札 として最重要視 してお り、 「技術貿易 中心

の時代」 を 自ら創 出 し、制覇 しよ うとして いる。

そ こで米 国は他 国に先駆 けて上記 戦略分野 にお ける中長期 的研 究開発 を支援 、先端的知

的財産 の先行 的形成 を進 め る と共に、国家戦略 と してのプ ロパ テ ン ト政策に基づ き、IPRの

先行 的取得 ・蓄積 を進 めてい る。 さらにはそれ らIPRの 積極的商業化 を通 じた経 済的価値

への転換 、国富の増大 を企 図 している。

こ うしたIPR政 策 の背景 には、国の支援 によって創 出 されたIPRを 、積極 的に民間の手

に委ね、市場原理 に基づ いてその商業化の果実 を最大化 しよ うとす る価値観 が存在 してい

るよ うに思 われ る。

本章では、上記 の問題認識 に立脚 し、米国政府 が支援す る研究開発 プ ロジェク トに よる

IPR創 出、取得 、管理 、商業化 のルール、現実 の成果等 にっ いて、その実態 を調査 した結果

を報 告す る。 この調査は 、MUSE社 に調査委託 して実施 した。調査 にあたっては、特 に、IPR

の国か ら民 間へ の移転 を促進 して きた具体的施策 、そ の効果、そ して国家予算 によって私

企業の発展 を支 える同政策 の思想 的背景 な どを調査 の焦 点 と した。
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3.1は じめ に

(1)調 査項 目

次の6項 目を調 査 した。

①IPR創 出の メカニズム

米 国政府 による中長期的視 野に立脚 した研 究開発支援 によるIPRシ ー ズの創 出メカニズ

ム、お よびそれ を支 えるプ ロパテ ン ト政策 と法制の全体像。

②IPRの 帰属 と取 得のス キー ム

米 国政府 が支援す る研究開発プ ロジェ ク ト(担 い手はGOGO、GOCO、 大学 、産業)に お け

るIPRの 取扱 い:1)IPR帰 属のル ール、2)IPR取 得時の費用負 担 スキー ム(例ATP、SBIR、

国研 、大学等)

③IPRの 創 出状 況

米国政府 が支援す る研究 開発 プ ロジ ェク トの成果 と してのIPR創 出状況(研 究主体別、

管轄省庁別、IPR種 類別等)

④IPRの 商業化 メカニズム

米国政府が支援 す る研 究開発 プ ロジェク トで創出 されたIPRの 商業化 メカニズム(技 術

の移転/流 通/マ ー ケテ ィングの システム)

⑤IPR商 業化 の経済 効果

IPRの 商業 的活用 の経済効果(商 業的活用 の状 況 と、それ が創 出 した経済的価値)

⑥思想 的背景

こ うした国家予算 によるIPRの 中長期的創 出 ・先行 取得お よび商業化促進 を支 える思想

的背 景

(2)本 章 の構成

本章は次の よ うな論理構成 になってい る。 まずIPR創 出 を促 進す る政策 ・体制 の構造 が

明 らか にされ(1)、 次にその体制下 でIPが 創 出 され 、権利 として所有 され てい く際 の帰

属 と費用負担 のあ り方(2)が 記述 され る。 この よ うな仕組 み(1&2)で 生み出 されて

い るIPRの 実際の創 出状況(3)が 続 き、そのIPRを いか に商業化 して経 済的価 値を生 じ

させ てい くか(4)が 述べ られ る。 そ して、商業化の成果 と して の経 済的効 果(5)が 算

出 され る。 最後に こ うしたIPRの 創 出 ・活用 による国富の拡大政 策を支 え る思想(6)を

抽 出す る。

.PR朝 出の

メカニズ ム

⇒ 織 →・
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(3)調 査 対象 の範 囲

本章 において、IPRの 範 囲 と、IPRの 取得主体に関 しては以 下のよ うに範 囲 を定義 す る。

① 本章 で言 う 「IPR」の範 囲:特 許 と著作権

一般 にIPR(知 的財産権)の 確 立 ・保護は複数 の手段 で可能 であ り、パテ ン ト(特 許)、 ト

レー ドマー ク(登 録 商標)、 コピー ライ ト(著 作権)、 トレー ドシー ク レッ ト等が考 え られ

る。本 報告書 では 「産業 に与 える経 済的効果」並びに 「民 間へ の移転 可能性 」 とい う文脈

か ら、特に特許 に主眼 を置いて論 を進 める。

②本章 で言 う 「IPR創 出の主体 」:GOGO、GOCO、 大学、産業

政府組 織(GOGO)、GOCO、 大学、政府か らの支援 を受 ける民間主体、政府 か らの支援 を受 け

ない民間主体 の全 てを含 む。

政府 か らの直接的財 政支援 を受 けない民 間主体 を も本調 査の対象に含 める理 由は 、昨今

の ビジネ ス特許認 定にお いて、それ ら主体 が 「積極 的な特許 化の判断」 とい うイ ンタンジ

ブル(無 形)な 恩恵 を受 けてお り、 この種 の特許 がプ ロパテ ン ト政策上 も無視 で きない役

割 を持 ってい るか らで ある。
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3.21PR創 出 の メカ ニ ズ ム

3.2.1中 長 期的R&D支 援 とプロパテ ン ト政策

米 国にお けるIPRの 先行 取得 と商業化促進 政策のベ ー ス となるのは、1)IPRの シー ズで

ある技術 その ものの創 出 を促す 中長期 的研 究 開発 支援 の スキーム と、2)そ れ ら技術 の排

他 的所有権 を早期 に確立 して 国際的産 業競争力 の源 泉 として活用 を もくろむ 「プ ロパテ ン

ト政策」で ある。

A.技 術の創出へ向けた中長期研究

開発への財政支援と推進体制

・中長期的研究開発支援の基本方針

・重点分野:ITR&D 、バイオ、ナノテク等

・財政支援の種類と規模

・「省庁横断型」R&Dの重視とその研究開

発推進体制

蚕

↓

B.創 出され た技術を積極 的に保護

するプロパテント政策

・歴史的経緯と法制群

・新たなパテントカテゴリーの積極的特

許化

=ビ ジネスメソッド(モデル)特許

=ソ フトウエア(ア ルゴリズム)特 許

=バ イオメディカル特許

国家・産業競争力の増強

3.2.2中 長期R&D支 援の基本方針

NSTC(米 国国立科学技術評議 会)に よるFY2001に お け る中長期研 究開発 支援 の重点分野

は次の11分 野であ る。1)情 報技術(IT)、2)気 象観 測 ・モデル化、3)炭 化排 気物削

減 、4)伝 染病対策 、5)テ ロ リス ト対策 、6)航 空 の安 全 ・効 率 ・環境対策、7)植 物

遺伝子関連 の情報解析 と技術 開発 、8)食 品安全 、9)生 態系保全 、10)教 育 、11)

ナ ノテ クノロジー。

ク リン トン政権 はIT研 究開発 を中心 と して、 「短期 的成果(省 益)に 傾斜 しが ちな各省

分離型でな く、中長期的成果 を重視 す る省庁横断型R&Dを 積極推進 す る方針」 を標 榜 し、

国家的支援 を増強 してきた。それ はPITAC(大 統領情報 技術諮問委員会)の 示 した問題認識

に も如実に現われてい る。

問題認識;

「連邦政府のプログラムを慎重に検討した結果、本委員会は連邦政府による情報技術分野への支援が深刻に不足している

という結論に至った。新たな情報技術や次世代の研究者を訓練するための既存のプログラムは本来なされるべき研究のほん
の一部しかカバーしておらず、多くの有望なプロジェクト提案が却下されているのが実情である。

さらに、各連邦省庁は予算不足から、自然の成り行きとして自省庁のミッションに直接かつ短期的に結びつくプログラムを優
先させ、長期的視野に立った、ハイリスクの研究は敬遠される傾向がある。この判断は各省庁の次元では疑問の余地無く正し
いわけだが、これらの判断が各省庁で積み重なった場合、その総体を考えてみると、それはわが国の長期的繁栄を脅威にさ
らすことになるであろう。」(1999年2月PITAC最 終報告書エグゼクティブサマリーより)
"AftercarefulrevlewoftheFe

programsintendedtomaintai
thatiSneeded,tUmjngawayl
reSearChneedSandhavenat

COmgctIOCaldeCiSiOnfOreac

eralprogramsth|sCommitteehasconc|ude

thefiow(rfnewideasininformationtechnol

口enumbersofexcellentproposalsCompo

ra[lyfavoredresearchsupportingtheshort-t

gency,thesumofsuchdecisionsthreaten

thatFederalsupPortforres

gyandtotra|ntheneXtgenr
ndlngthisprob|em,Federal

rmgOalSOftheirm|SSIOnSO

theIong・termwelfareofth

rchinlnformationtechno|ogylssenous|yinadequateResearch

tlonofresearchersarefundingon[yasmallfractionoftheresearch

encymanagersarefacedwith|nsufflcientresourcestomeetall

rlong-temhlgh-riskinvestigationsVSMilethisisundoubtedlythe

tlon"
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上記 の問題意識 の下、IT関 連R&D予 算 はFY2001に さ らに増 強 された(下 表)。

〈大きな伸びを示したrTR&D予 算(FYI999、FY2000)〉($M)

DOC DOD DOE EPA HHS NASA NSF Total

FY2000 36 224 517 4 191 174 517 1・663

FYク001 44 350 667 4 233 230 740 2・268

増加% 22% 56% ク9% 0% クク% 32% 43% 36%

(ち な み に 、バ イ オ メ デ ィカ ル 研 究 に 関 す るNIHへ のFY2001予 算 は$18.8B、$1B増 額 。FY2002へ の

予 算 案 は 過 去 最 高 の$2.8B増 の$23.1B。ITの10倍 。)

3.2.3支 援 体 制

FY2000予 算 にお け るIT研 究 開発 費 増 強 の 呼 称 で あ っ た 「IT2イ ニ シ ャチ ブ 」 と、省 庁 横

断 型 中長 期IT研 究 開発 の 中心 プ ロ グ ラ ムで あ る 「HPCCR&Dプ ロ グ ラム 」 は 、FY2001予 算

にお い て統 合 され 、 「ITR&Dプ ロ グ ラム 」 とな った。

〈米国政府のIT-R&D支 援体制 〉

PITAC

(大統領情報技術諮問委員会)

WhiteHouse

OSTP

(科学技術政策局)

Congress

(米国上下両院)

NSTC

(国立科学技術評議会)

NCOrrR&D(旧CIC)

(IT研究開発に関する省除ワーキ
ンググループ)

SeniorprinCipakSGtoupferITR&D

lWGITR&D

(IT研究開発に関する省除ワー
キンググルーフ)

皐個別分野

(Program

漂nent-HECC

参 加 省 庁:DOE,NIH,NSF,NIST,

NASA,DARPA,OSDtURI,

AHRQ,EPA,NOAA,NSA(正 式

名 称 はAppendixA参 照)

LSN(NGI,Stl) HCI&|M HCSS SDP SEW FISAC

(*注:上 記7つ の 個 別 分 野 の 詳 細 は 、AITEC編 集 ・翻 訳 版 「米 国 の2001年 度 版Bluebook「21世 紀 のIT革 命 」

(httP://www.icot.o「 ・jP/FTS/Ronbun/Bluebook2001-J.PDF)参 照 。

ま た 、FY1999、FY2000予 算 に お け る米 国 政 府 に よ る情 報 技 術 関 連 の 長 期 的研 究 開 発 の 仕 組 み と資 源 配 分 の 経 緯 は 以 下 の 報 告

書 に 詳 しい 。

JETRO米 国 に お け る 新 情 報 処 理 関 連 の 研 究 開 発 動 向 調 査 報 告 書 平 成11年3月

http://www.rwcp.or.jp/misc/h11/H10JETRO/

JETRO米 国 に お け る 新 情 報 処 理 関 連 の 研 究 開 発 動 向 調 査 報 告 書 平 成12年3月

http://www.rwcp.or.jp/misc/h12/HlIJETRO/)

「ITR&D」(IT2+HPCC+ASCI)が 中長期研 究開発 の 中心 に位 置す る ことに変わ りはな い

が、それ以外 に も、ハイ リス ク研究 開発の母体 としてDOCのNIST傘 下のATPや 、SBAのSBIR

が ある。 だが、SBIRは 基礎研 究でな く製 品開発支援 とい う性格 も強い。 これ らのR&D支 援

スキー ム毎 に、費用負担 の構造 も異 な る。
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〈3種類の政府支援R&Dに おける費用負担スキーム〉*
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3.2.4新 政権への移行 に伴 う不確 実性

ブ ッシュ新政権 は本年2月 末、議 会へのFY2002予 算提案 の中で教育 ・福祉 の強化 、財政

赤字解消 を最重要項 目とし、予算縮 小 と減税 への青写真 を示 した。そ こに情報技術R&Dへ

の言及 は全 く無い。ITR&Dの 仕掛人 でもあるPITACは 新政権の下で本年6月1日 までの存

続延長 が決 まった。 だが前政権 の 「売 り物」 として拡張 を続 けたR&D支 援 に対 し、政治的

に厳 しい態度がかいま見 える。
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3.3プ ロパ テ ン ト政 策

プ ロパテ ン ト政策 とは、実質的に1)民 間主体 によるIPR取 得 と保 有を促 す一連 の法整

備 、2)新 規分野へ の積 極的 な特許保護範 囲の拡大、3)特 許侵 害成 立に対す る積極 的司

法認 定で構成 され る。

●IPR商 業化の経済効果

●特許申請数と認定数の

顕著な上昇

1)法 的 インフラ

民間主体によるIPR

取得と保有を促す一

連の法整備

↑ 　_
2)特 許 特許侵害成立に対

保髄 囲の拡大 欝 欝的

鐸雛/
1厳然と存在する反トラスト法1

プ ロパ テ ン ト政策の効果 は、特許 申請数 と認定数の顕著 な上昇(詳 細 は 「3.51PRの 創

出状 況」)や 技術 貿易 の大幅黒字 、マ クロ経済への効果(詳 細 は 「3.71PR商 業化 の経済効

果」)と して現れ てい る。

〈米国パテン ト政策の変遷〉

●1860年 代～1930年(大 恐慌):第1期 プロ ・パテ ン ト時代(2.6%)*

南 北戦争終結 以降 リンカー ン大統領 によ る特許強化 政策

(背景1電 気 、 自動車 、鉄 道 、航空機 等)

●1930年 ～1980年(B-D法 、後述)=ア ンチ ・パテ ン ト時代(0.6%)*

独禁法強化 による特許冬 の時代 。研究開発へのインセンテ ィブが減 り産 業の活力 も失われ てい った。

●1980年 か ら現在:第2期 プロ ・パテ ン ト時代(3.9%)*

B-D法 、S-W法 を端緒 と し、知的所有権 の先行取得 による国家産 業競争 力を強 化する流れ 。

(背景:半 導体 、コ ンピュー タ、通信、バ イオテクノ ロジー 産業等)

(*注:特 許認定数の年平均伸 び率)
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〈昨今の特許申請数と認可数の伸び〉

「現 在 米 国 は 第2期 プ ロ・パ テン ト時 代 」
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(USPTO統 計 よ りMuse作 成)

3.3.1一 連の法整備

レーガ ン政権成立(1980年)の 直前、 カー ター政権 の 「産 業技 術革新政策」 を契機 と し

て 、米 国は独禁法強化 に よる特許 冬の時代 といわれ たア ンチ ・パ テ ン ト政策か ら転換 、知

的財産権保護 の強化 によるプ ロパテ ン ト政策 を推進 し、民間主体に よるIPR取 得 と保有 を

促す一連の法制 を整備 して きてい る。

〈米国におけるプロパテン ト政策を支える法整備〉

<米 国での動き>

1979年 カーター大統領「産業技術革新政策 に関する教 書」

1980年Steven-Wydler法(政 府 支援 による技術の移転を義務付け)

1980年Bayh-Dole法(政 府 支援R&Dの 担 い手である大学に知的財

産権の保有を認める)

1982年 連 邦巡回控訴裁判所(CAFC)創 設(特 許侵害の審理を専

門に行なう)

1985年 ヤングレポー ト(産業競争力委員会による提言。知的財産権

保護の強化を・)↓

1988年 包括貿易法成立(通 商法スペシャル301条 新 設、関税法337

条 、特許法改正)

1988年 司 法省「国際的事 業活動に関する反 トラスト執行ガイドライン」

発表(反 トラスト法緩和)二

1993年 クリントン大統領 「米国の経済成長のためめ技術政策」

1995年 競 争力評議会「研究開発政策と競争力に関する声明」

1999年AmericanInventorsProteCtionAct(特 許 法大改正)

2000年TechnologyTransferCommercializationAct(TTCA)

〈国際情勢〉

=罐 彰

1986年GATTウ ル グアイ・ラウンド・TRIPS交

渉開始

1988年 日米構造問題協議(Sll)開 始

1994年GATT・TRIPS合 意 、95年 発 効

1994年 日米包括経済協議(サ ブマリン特

許是正のため、1)出 願 後18ヶ 月 での公開制

度、2)特 許 期間を出願から20年 に、を約束。

1998年 目米科学技術協定改正交渉

1999年 日米欧三極特許庁協力開始

一42一



第3章 米国の知的所有権の先行取得と商業化促進政策およびその成果について

3.3.2USPTOの 急拡 大 と効率 向上策

前頁の グラフに見 るよ うに、プ ロパテ ン ト政策 の下で特許 申請数 が急増 して いる。 この

事態 を受 け、USPTO(米 国特許 庁)は1)特 許サイ クル タイ ムの大幅短縮、2)大 量の特許

申請 を厳格 かつ迅速 に処理す る体制造 りをめざ している。政府 業績 結果法(GPRA)の 下 、「あ

たか も営利企業 の よ うな」 高効率 の運営 を 目指 しなが ら、増員 ・床 面積 拡張等 、矢継 ぎ早

に業容拡大が進んでい る。USPTOが 政府組織 として存在感 を強 めている。

〈最近のUSPTOの 動 き〉

●人 と組織:

特許 審 査 官増 員:1997年 度 末2212名 の ところ、t998年 度は700+人 、1999年 度 は800名 の特 許 審査 官 を採 用 。2年 間で実 質68%の

人員 増 。採用 者 は 全 員が 技 術系 の 学 部学 位 保持 者 、38%は 修 士 以上 、6%は 弁 護 士資 格 を持 ってい る(FY1999)。2年 連 続して

700名 以上 の 審査 官 を採用 したの は史 上初 め てである。

新庁 舎 建 設:バ ージニア 州アレキサ ンドリアに18万5800㎡ の 広 大な新 庁 舎を建 設開 始(2001年2月)、2003年 に移 転 開 始予 定 。

●PBO認 定:

USPＴOは2000年3月 、GPRAの 下 で第2番 目のPBO(PerformanceBasedOrganizati。n)と して正 式認 定され た 。この結 果 、

USPTOは 測 定 可 能な指 標 を設 定 し、自組 織 の評 価を議 会 に明示 的 に報'告しなけれ ば ならない一 方 、運 営上 の 柔軟 性 を与 えら

れ 、予算 、採 用 、調 達 に関 し、あ たかも一般 の 民間 企 業と同 様 の 自由裁 量 を与 えられ る。

●効 率 向 上の 目標 はr特 許 審 査 サ イクルタイム12ヶ 月未 満」:

USPTOは 、特 許審 査 のサ イクル タイム(特 許 申 請が あってか ら特許 が 認可 ・公 示 され るか 申請 者 が あきらめ て申請 を取 り下 げ

るまでの 期間)を12ヶ 月にす ることが 目標 である。FY1998、 それ は16.9ヶ 月であった。FY1999年 次 報告 書 によれ ば、FY1999の 実

質 目標 は10.9ヶ 月であ ったもの の 、実 績 は12.9ヶ 月であった。しか し、FY1998に 比 べれ ば24%の 改善 である。

●特 許 申請 の 電 子 化

全 ての 申請 をネットを介してオ ンラインで受 理す るの が 目標 である。さらなる効 率 向上 につ なが ることが 期 待 され ている。

3.3.3新 規分 野への積極的特 許認 定

USPTOは 、ソフ トウエア、 ビジネ スメ ソッ ドとい った 「新規分野」において積極的 に特許

を認 定 し、特許権保護範 囲 の拡 大が図 られて きて いる。 その一方 で、 ソフ トウエ ア特許 に

対 してはオー プン ソース を奉 じる考 えか ら、 また ビジネ ス特許や ヒ トゲ ノムに関 しては 自

由な産業発展 を阻害す る とい う危惧 か ら、それぞれ に対 し批判 の声 もあが ってい る。

〈 「新規分野」の概要及びソフ トウエア特許とビジネス特許の関係〉

呼称 主なUS特 許分類 定義

ビジネスメソッド Class705 「ビジネス関連の自動データ処理方法と技術」

特許 データ処理;金 融及びビ ("A碇 ㎝atedbushessrelated由tapr㏄essing
(日本ではビジネスモ ジネス方法、経営管理 、 meth。dsandtechnd。9}es")
デル特許。日本の特 または費用と価格決定
許庁はこれをビジネ
ス特許と呼んでいる)

"DATAPROCESS胴G
:

RNANC映LBU割NεSS

「金融・経営管理分野でのビジネス関連データ

の自動処理方法」
PRACTIC巳MANAGEMENT,

("AutomatedFinancia|/ManagementBusiness
ORCOST/PRICE

DETER冊NATION"
DataPr。cesslngMeth。d")

ソフトウエア(ア ル Class700 ビジネス特許が注 目される以前、1980年 初頭

ゴリズム)特許 データ処理:コ ントロー からソフトウエア特許は「アルゴリズムの例外」

ルシステム全般、もしくは との兼ね合いで胸臆を呼んでいた。1998年

特定のアプリケーション (ステー トストり一ト判決)以 降ビジネス特許
"DATAPROCES割NG

(Class705)の 申請数が急増、ソフトウエアパテ
GE卜庄RICCONTROL ントの一部はビジネス特許として分類されてい
SYSTEMSORSPEC旧C

APPIＬCATIONS『 <ことになった。

バイオテクノロジ Class435 ●遺伝子(DNA)配 列
一特許 化学: 1996年 以降 、NIHや 米国のバ イオベンチャ

分子生物学、微生物学 一 、HumanGenomeScience社 が 申 賭 した
'LCHEMISTRYMOLξCULAR

遺伝子の塩基配列に対し、その機能が不明
810LOGYAND なまま特許化される事態が生じ、箇争とな
MICROBI(XOGゾ

る。1999年5月 、日米欧特許当局の三極会

合で「配列 」のみならず 、「機 能と有 用性」の

明示を特許化要件とすることで合意した。

●ツール特許一遺伝子組換えに必須の基本ッ
一ルに関する特許

ソフトウエア特許

代表的特許クラス:700

ビジネス特許

代表的特許クラス:705
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(1)ソ フ トウエア特許

い わゆる ソフ トウエア特許(ア ル ゴ リズム)は 、プ ロパテ ン ト政策の下 で実質 的に特許

化可能な領 域 と して認 知 されてい る。

<ソ フトウエア特許の歴史>

1970年 代:USPTOは ソフトウエアは数学的アルゴリズムに過ぎず、特許対象たるべき方法、装置、組成物、生産物のいず

れにも該当しないと判断し、コンピュータソフトウエアを記述に含む特許申請には冷淡であった。

1980年 代:最 高裁による1981年 のDiam。ndvsDiehr判 決により、USPTOは 方針転換を余儀なくされた。「アルゴリズムを

含む発明に特許を認めるべき」、という初の判断を示したのである。しかし、この発明は皮のなめし装置に組みこまれた加

熱器のタイミングを調整するソフトということで、新規性の源泉はこの調整機能にあるのだが、「純粋なソフトウエア特許」申

ではない。(だが1歩前進。)その後もどのようなソフトウエアであれば新規性が認められるのか、その判断基準に関し混乱

が続いた。

1990年 代初期:連 邦裁判所によれば「例えば十進法から二進法への数字の変換ソフトのような純粋なアルゴリズムは特

許化不可能だが、もしもそのアルゴリズムが現実世界に存在する数値を解釈したり処理したりする場合、例えば心電計の

データを解釈し不整脈の発生を予測するとか、地震予測のためのデータ処理等に用いられるアルゴリズムは特許化可能」

と判断。

1996年=USPTOが ソフトウエア特許の審査基準(C。mputerRelatedExaminationGuideline)を 採用。問題無く特許化できる

2種類の「安全港」条件を明示。1)アルゴリズムによる計算後に現実の世界で顕著な活動(例 、なめし皮の加熱)が 生じるこ

と、2)アルゴリズムによる計算前に現実のデータ採取(例 えば心電計や地殻の歪み計による計測)が 行なわれている場合

である。さらに3)ソ フトウエアが特定の装置や生産物と関連付けて申請される場合も特許化可能、とされた。つまり、特許

申請の中で、特定のコード群やルーチンがコンピュータ上で走ることによる機能をプロセスとして明示したり、そのソフトウエ

アを特定のコンピュータやメモリ構造に関連させて申請した場合には特許化が可能、となったのである。結果として、例えば

モデムスピードを向上させるソフトや、ワープロ、表計算ソフト、グラフィックソフト等は特許化可能とされた。

これまで、 ソフ トウエア特許 を代表す るとされていたのは特許 クラス364と395で あっ

た。 しか しなが ら、同分類は1997年 に主 にクラス700と705に 再分類 され、以後 ソフ トウ

エア特許 と言 えば主 にクラス700で 代表 され る と考 えられ てい る([3 .51PRの 創 出状 況」

参 照)。

〈特許ク ラス364・395合 計の 申請数、特許数 、認 可率 〉

(SoftwarePatentInstituteの デ ー タよ りMuse作 成)
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ク ラス364・395を ソフ トウエ ア特 許 分 類 と して 用 い る こ との 限 界 を指 摘 す る意 見 もあ る。

GregAharonian(ソ フ トウエ ア特 許 に批 判 的 な姿 勢 を とるInternetPatentNewsService
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発 行 人)に よれ ば 、USPTOに よ る364・395両 ク ラ ス は、 純粋 な ハ ー ドウエ ア 特 許 も包 含 し

て い る こ と、 ま た 純 粋 な ソフ トウエ ア特 許 は ク ラ ス364・489(主 と してComputer-aided

engineering、Circuitdesignsoftware)に も存 在 してい る こ とか ら、364・395に よる統

計 に は 限 界 が あ る と指 摘 し、 独 自の方 法 で捕 捉 して い る。

(2)ビ ジネ ス 特許

2001年3月12日USPTOは 、「ビジ ネ ス方 法(メ ソ ッ ド)」分 野 単 独 の ホ ー ムペ ー ジ("Patent

BusinessMethod")を 開設(http://ww.uspto.gov/web/menu/pbmethod/)、 詳 細 な 情 報 提

供 を行 っ て い る。ク ラ ス705(ビ ジネ ス特 許)へ の 関心 ・批 判 の 高 ま り、申請 数 の 急 増(「3.5

1PRの 創 出状 況 」 参 照)を 受 け た措 置 で あ る。

〈ビジネスメソッ ド特許の歴史〉

1799年:ビ ジ ネス特許 の存在を世 に知 ら しめた、かのステー トス トリー ト事件(1998)だ が 、現在 の クラス

705が そ の内容 を受 け継 いでいる 「金融 に関する装置 または方法」に該 当す る特 許は、1799年JacobPerkins

に 与 え られ た 「偽紙幣 を見分 ける方 法」 まで さかのぼる。その後50年 間 にこのジャンル で41の 特 許が記録 さ

れてい る。1790年 創 設の特許 制度 の下、200年 間 にわた り、 「紙ベース」の 「ビジネ ス上の技術 ・方法」 は特許

化 され続 けてきている。

1889年:コ ンピュー タ時代 の初 のメ ソッ ド特許 「金融 ・経営管理分野での 自動 デー タ処理方法 」はHerman

Hollerithに よ る 「Artofcompilingstatistics」 で ある。国勢調査のデー タをパ ンチカー ドで 自動集計 ・作

表す る機 械式 の処理方法 であった(US395781、US395782、US395783)。 この特許 を元 に彼 の会社TabulatingMachine

Companyは ビ ジネスデー タ処理 の革命 的進歩 を成 し遂 げた と評 され 、大い に繁盛 した。 その後 社名 を変更 、

InternationalBusinessMachineCorp.と な った。

1900年 代 初頭:「 金融デー タ自動 処理方法」特許 はキ ャッシュ レジスター計算機 関連特 許で隆盛 を迎 える。

1930年 代 以降:機 械式スイ ッチが トラ ンジス ターによ って代 替 され 、本格的 な電子 式 自動処理 の時代 を迎 える。

集積 回路 の時代が幕 を開 けたのであ る。その後特 定機能 の大 型集積 回路 が、 ソフ トウエアによ って制御 され る

マイ クロプ ロセ ッサ に取 って代わ られて初めて、技術 変革のス ピー ドが現在 につ なが る。(US2594865Bumstead

1952年 「SystemforMakingReservations」 か らUS5058009Yoshinoetal.1991年 「FinancialCalculator

forCalculating,GraphicallyDisplayingandConfirmingResultsofLoanArnortizationCalculation」1:

至 る 。)

1998年:StateStreetBankvsSignatureFinancial6rouplnc.判 決 。一つのポー トフォ リオ(ハ ブ)を 中

心に複数 の投資信託(ス ポー ク)を 有機的 に結 びつける情報処理 システム が 「ビジネス メソ ッ ド」 と しての特
一ス705た

っ 一

ク ラス705「 デー タ処理:金 融及び ビジネスプ ラクテ ィス、経 営管理 、または費用 と価

格決 定」 は、主 に4分 野 で構成 され ている。
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〈クラス705の 定積 〉

クラス705と は 、「装 置 とそれ に 対応 す るデ ー タ処 理 や 計 算 を行 なうメソッドであ

る。装 置また はメソッドは 次の3局 面 で活 用 され る。1)プ ラクティス、管 理 、もしく

は 企 業経 営 、2)金 融 デー タの処 理 、そ して3)製 品サ ー ビスへ の 対価 の 決 定 で

ある。」(USPTO2000"BusinessMethodsWhitePaper")

より具 体 的 には 以下 の4つ の 主 要分 野 が クラス705に は 存在 す る。

1.顧 客 の 特 定 とそ の顧 客 が何 を望 ん でいるか を決 定す る方 法

OperationsResearch-MarketAnalysis

2、顧 客 に 自社 が 存在 してい ることを知 らしめ 、N客 に 自社 の 製 品 やサ ー ビス

を展 示 し、購 買させ る方 法

AdvertisingManagement、CatalogSystems、Incentive

Programs、RedemptionofCoupon

3.ビ ジネス 取 引の 前 、最 中 、また は 後 に金 銭 や クレジットに よる会 計 ・精 算 処

理 を行なう方 法

CreditandLoanProcessing、PointofSaleSystems、

B川ing、FundsTransfer、Banking、Clearinghouses、Tax

Processing、InvestmentPlanning

4.資 源 、金 銭 、製 品 の捕 捉 管 理

HumanResourceManagement、Scheduling、Accounting、

InventoryMonitoring

〈2㎜ 年に特許化されたビジネスメソッドの例〉

●US6070147May30,2000

CustomerIdentificationandMarketingAnalysis

Systems

Harmsetal.(TecmarkServices,Inc.)

顧 客 が 運転 免 許 証 番 号を入 力す るだ けで 、住 所 や 氏

名 を第3者 の デ ータベー スか ら取 得 、費 用をか けず に

フリー クエントユ ーザ ーサ ー ビス(購 買 毎 に点 数 を累

積 、一 定 レベル で払 戻す サー ビス)を 行 なえるように

なった。

●US6070148May30,2000

ElectronicCommerceSystemandMethodfor

ProvidingCommercialInformationinElectronic

CommerceSystem

Morietal.(HitachiLtd.)

ICカ ー ドとデ ー タベ ー ス を組 み 合 わ せ た 電 子 商 取 引

シ ス テ ム

●US6070149May30,2000

VirtualSalesPersonnel

Tavoreta|.(ActivepointLtd.)

VWWV上 で 、ユ ー ザ ー と双 方 向 の や り取 りを しな が ら

ユ ー ザ ー の 好 み の 製 品 を提 案 す るバ ー チ ャ ル 販 売 員

(3)ヒ トゲノム

ヒ トゲ ノム特許 に関 しては、プ ロパ テ ン ト政策 の下で塩基配 列のみ(因 果 関係 未発 見)

の特許 が一 時認 め られたが、1999年 の 日米欧三極会 合 を受 け、2001年1月 特許条件 と し

ての遺伝子機能 と有用性審査 のた めのガイ ドライ ンが発表 され た。独禁法重視 、イ ノベ ー

シ ョン競争確保 へ舵 が切 られ た。

〈遺伝子関連特 許の経緯 〉*

● ヒ トゲ ノムプ ロジェク ト以前

1)研 究開発 が 「偶然に発 見 された生理活性物質か らピンポイ ン トで行われていた」こ と

と、2)元 来学術 的指 向性 の強い分野であ ることか らそれ ら物質 の発 見が惜 しげ もな く学

術文献へい ち早 く発表 され る傾 向があ った ことか ら、数少 ない特定遺 伝子の有用性 発見 に

向けて多 くの研 究者 が競合 して研 究を進めた;そ の結果 、複数 の出願 人に よる似 た よ うな

内容の特許出願 が短期 間に集 中す ることとな り、特許訴訟 が頻発 した。プ ロパテ ン ト政策

による 「よ り広範 な保 護」政策 も事態 を 「悪化 」 させ た。

● ヒ トゲノムプロジェク ト以後

1990年 に始まった この国際プ ロジ ェク トは、 ヒ トDNAの 約30億 の塩 基配 列を解 読(2001

年2月 セ レー ラ社 と共 に発表)、10万 といわれて いた ヒ ト遺伝 子 の数 は約3万9000個 と

判 明 した。今後は これ ら遺伝 子の機 能 を網羅的 に解 明 し、疾病治療や診断 に役立 てる こと

になる。結果 として 「配列の解 読、発現情報 の取得 、疾 病等 に関連す る レセプ ターや酵 素

の特定 、医薬 品の開発 とい う 『上流』か ら 『下流』に至 る研 究 ・開発の新たな流れ」が形

成 され る ことになった。この 「上流」の研究 は主に米国ベ ンチャー が担 っている。 こ うし

た 「分業 体制」の進展 によ り、上流 だけを担 う者 の知的資産 を保護す る要請 が生 じる。 し

か し、 「上流 の取 るに足 らない配列情報 が下流の研 究 開発 を過 度 にコン トロールす ること

に対 して、バイオ研 究者 を中心 に、研 究開発 のイ ンセ ンテ ィブが失われ、科学進 歩が停滞
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す る との反対意 見が強 い。」 また、以前 と比べ、研 究開発対象 が広が りを見せ始 めた こ

とか ら、プ ロジ ェク ト以前の よ うなパ ター ンの特許訴訟は減 ってい く可能性 があ る。

※ 参 考 文 献:「 特 許 研 究 」第29号;第41～45頁(2000年3月 発 行)特 許 庁 審 査 官 田

村 明照 氏 「バ イ オ テ ク ノ ロ ジー の 広 い 特許 保 護 を巡 る最 近 の 論 点 」

(http://members.ao1.com/_ht_a/terutamur1/patent-studies.htmで 入 手 可 能)

3.3.4特 許侵害に対する積極的司法認定

特許侵害の審理を専門に行う連邦巡回控訴裁判所(CAFC)が1982年 に創設 され、いわば

特許の成果 を保証する機能が強化されると同時に、特許侵害成立に対する積極的司法認定、

損害賠償額の増大(模 倣 コス トの増大)が 顕著である。

特許権侵害訴訟における積極的司法認定を背景に、以下のような事象が観察された。

●特許侵 害訴訟 にお ける原告(特 許権者)の 勝率 がア ップ。

●損害賠償 の金 額が急騰 し、$数 十Mも 珍 しくな くなる。

●1991年 コダ ック社 がイ ンスタ ン トカメ ラ特許 に関 し15年 間にわた る裁 判闘争 を経

てポ ラロイ ド社 に敗訴、史上最高 の$925Mを 支払 う。

●1992年 ミノル タ が ハネ ウェル の 自動焦点カ メラに関す る特許権 を侵 害 した とし

て、ハネ ウェルが勝訴、 ミノル タは$127.5Mを 支払 った。同時期 にキャノン、ニコン、

コダ ック等 ミノル タ以外 の7社 も計$124.IMを 支払 う。

●1992年 セ ガ ・エ ンタープ ライゼ ズ(ゲ ー ム機)が 個人発 明家の コイル氏の特許侵 害

で敗 訴、約$44M支 払 う。

●1994年 マイ クロソフ トはスタ ックエ レク トロニ クスに よってデー タ圧縮 ソフ トの特

許侵 害で訴 え られ 、$120Mの 特許侵害賠償金 を支払 った。最終的 に両者 は包括 的クロス

ライセ ンス締結 に至った。
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3.3.5背 景 となる理論 ・思想 の変遷

特許制度 を支 える理論的背景 もまた変遷 を見せてい る。第 一期 プ ロパテ ン ト時代 には、

技術創 造に排他 的権利 に よって経済 的に報い るべ し、 とす る 「報酬理論 」、第二期 プ ロパテ

ン ト時代には発 明が持 つ将来性 を重視 した 「プ ロスペ ク ト理論」が政策 の後 ろ盾 となった。

そ して現在 、技術 開発 にも競争 の確保 が重要 で ある とす る 「イ ノベ ー シ ョン競争 理論」が

台頭 し始 めてい る。

1.報 酬 理 諭

発明による「社会貢献」に対する「報酬」として、特許による独占権が発明者に与えられるという、特許制度の基本的な理論。

2.プ ロスペクト理 論

1977年 、Chicago大 学のKitch教 授 は、反トラスト法重視の「アンチパテント時代」への警鐘として、広範なクレームを許容する「プ

ロスペクト理論(ThePr。spectThe。ry)」 を発表した。採掘/鉱 業権に特許権をなぞらえ、「鉱脈が有望かどうかを確認することなく、

鉱脈の発見者に石油等の採掘権が与えられるように、パイオニア発明を行った発明者には、将来にわたる事業化に向けた研究

開発を独占する広範な特許権が与えられるべきである」と主張。「パイオニア発明が商品化されるよりもかなり早い段階で、特許

出願やその審査が行われること」を認めていくことを正当化するのに大きな貢献をした。

3.イ ノベー ション競 争理 論

1990年 、UCバ ークレーのIPR法Merges教 授 とコロンビア大学の経済学Nels。n教授は、「『イノベーションの進展は早いほど良い』

との前提で、改良発明のインセンティブを維持するために、むしろパイオニア発明の特許クレームを制限すべきであるとの理論を

発表した。」「当時CAFC等 で特許侵害訴訟を繰り返していたバイオテクノロジー分野の広範な特許クレームに対する問題意識」

が、この理論形成の背景にある。「結果的にパイオニア発明への特許クレーム限定によって、その問題の解決を図ろうとしてい

る。」

この理論は、「累積的なイノベーションが要求される自動車、航空、家電、半導体、コンピュータ等の産業分野では、パイオニア

発明に広範な特許クレームが与えられるべきではない」と結論している。

こうした理論には、当然、「アンチパテント」としての非難もあるが、経済的な側面からソフトウェアやバイオテクノロジー等の先端

科学技術の特許保護のあり方を検証した昨今の学術論文の中では、その信奉者がかなり多いのも事実。彼らは、科学技術創造

立国の経済発展が絶え間ないイノベーションに依存していることから、競争的な環境を常に維持することに最大の価値を見出して

いる。

(参 考 文 献:「 特 許 研 究 」 第29号;第41～45頁(2000年3A発 行)

明照 氏 「バ イ オ テ ク ノ ロ ジー の 広 い 特 許 保 護 を巡 る最 近 の 論 点 」

http://members.ao1.com/hta/terutamur1/patent-studies.htm)

特許庁審査官 田村
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第3章 米国の知的所有権の先行取得と商業化促進政策およびその成果について

3.41PRの 帰 属 と取 得 の ス キ ー ム

3.4.11PRの 帰 属 ・管 理

米国政府の大原則は、「米国政府が支援するR&Dに おいて生成 される特許化可能な知的財

産 の所有権(IPR)を 、契約者(民 間企業や大学)に 帰属 させ 、その商業化 を促進す る」 と

い うこ とで あ る。

連邦調達規則 パート27特 許、データ、著作権

補則27.3政 府との契約における特許権

27.302基 本 方針

(a)イ ントロダクション

本項の基本方針は、(中略)1983年 に発せられた各省庁の長に対する政府の特許政策に関する大統領

メモランダム(中略)に基づき、法により許される範囲において、各省庁の長は、連邦政府が全てまたは

部分的に財政支援を行なった研究により生じた特許化可能な成果の所有権を(中略)全 ての契約者に与

えることによって、その成果の商業化を促進するものである。(中略)そ の代償として、連邦政府はロイヤ

ルティー無料でその特許を使用する権利を取得する。

本方針が 目的とするところは、特許制度を通じ、1)連 邦政府が支援する研究開発から生成された発明

を最大限活用すること、2)政 府支援研究開発への産業界の参画を最大化すること、3)これらの発明が

自由競争と企業活動を促進する形で活用されることを保証すること、4)米国の産業と勤労者が米国に

おいて創造したこれら発明が、商業化され、多くの人々に利用可能になること、5)政府 自身のニーズを

満たすため、またこれら発明の不使用や濫用から生じる国民の不利益を防ぐため、政府がそれらの発

明に関する十分な権利を獲得すること、そして6)本 領域における政策実行の管理コスト最小化すること、

である。

FAR--Par†27Patents,Data,andCopyrights

Subpart27.3-PatentRightsUnderGovernmentContracts

27.302-Policy.

(a)1耐roduction.

ThepolicyofthissectionisbasedonChapter180ftitle35,U.S.C.(Pub.L.95-517,Pub.L.98-620,37CFRPart
401),thePresidentialMemorandumonGovernmentPatentPolicytotheHeadsofExecutiveDepartmentsand
AgenciesdatedFebruary18,1983,andExecutiveOrder12591,whichprovidesthat,totheextentpermittedby

1aw,theheadofeachExecutiveDepartmentandagencyshallpromotethecommercialization,inaccordwiththe

Presiden6alMemorandum,ofpatentableresultsoffederallyfundedresearchbygrantingtoallcontractors ,
regardlessofsize,thetitletopatentsmadeinwholeorinpartwithFederalfunds,inexchangeforroyalty-freeuse

byoronbehalfoftheGovernment

The◎blectivesofthispolicyaretousethepatentsystemtopromotetheutilizationofinventionsarisingfrom

federallysupportedresearchordevelopme耐;toencouragemaximumparticipationofindustryinfederally

supportedresearchanddevelopmentefforts;toensurethattheseinventionsareusedinamannertopromote

freecompetitionandenterprise;topromotethecommercializationandpublicava‖abilityoftheinventionsmadein

theUnitedStatesbyUnitedStatesindustryandlabor;toensurethattheGovernmentobtainssufncientrightsin

federallysupportedinventionstomeettheneedsoftheGovernmentandprotectthepublicagainstnonuseor

unreasonableuseofinventions;and,tominimizethecostsofadministeringpoliciesinthisarea.
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3.4.21PRの 帰属 ・管理 一省庁間の差異

政府 支援研 究開発 にお けるIPR帰 属 に関す る 「原則」 は上記の通 りだが、MUSE1998年

報 告書 「欧米の研 究開発 プ ロジェク ト、支援制度 、調 達 にお ける知 的財産権 の取 り扱 い」

にあ るよ うに、各省庁 の ミッシ ョンや それ に基づ く研 究内容の性 質(基 礎研 究、応用研究 、

開発)の 違い によ り、IPR帰 属 に対す るス タンスが異な ってい る こ一とに留意すべ きで る。

〈各組織の性格 と1PRへ のスタンスの違 い〉

DOD ・「調達による獲得」の指向性が強く
、DODは めったにIPの 自己所有に興味を示さない。むしろ調達に際して開

(国防省) 発される技術への優先的アクセス(購入、利用、割引等)に関して積極的に交渉しようとする姿勢を見せる。

HHS ・技術の民間移転と
、IPR所 有 の契約者への帰属(■tleinC㎝tra(丈orPolicy)に 関して開放的政策を取る先駆

(健康福祉省) 者である。
・同省のIP政 策は、生物科学関連特許の商業利用を促進する上で非常に効果的であるといわれている。

NSF ・1980年 のバイドール法以前から
、NSFの 方針は全てのプロジェクトで民間の研究者・発明者にIPRを 帰属さ

(国立科学基金) せることであった。その関心は技術の商業化よりも、むしろ各研究領域で「知の共有」を図ることである。「調達

による獲得」よりも純粋な「支援」への指向性が強い。

NASA ・同組織に対する連邦政府からの予算が削減され続ける中で、NASAは もっとも金儲けに積極的な部局だとい

(航空宇宙開発局) う評判である。
・ロイヤルティー収入で他のプロジェクト予算をまかなうため、複数の契約請負者(Contractαs)に 対し、誰が一

番IPRの 所有をあきらめてNASAに 差し出すか、競わせているという。
・さらに、契約請負者が契約履行後に関連分野で取得した特許に関し、その所有権を主張する訴訟を起こすこ

とでも知られている。

DOE ・冷戦時代に絶頂を迎えた同省管轄の国研は、巨大な研究開発インフラとして存続している。その存在意義を

(エネルギL省) 主張するためには稼動しつづけなければならず、そのために莫大な資源を必要とし、保持してもいる。
・その結果、「あらゆる成果物(Everythi㎎)」へ の所有権を主張する傾向が強い。DOEは 別名「[㎏partment(f

Eve醐ing」 と椰楡されている。

そ のプ ロジ ェク トが基礎研究 に近 い ほ ど、省庁 はその成果 を引 き継 ぐ次期 コン トラクタ

ーが有利な条件でIPを 利用 できるよ うにす るため
、政府 がIPRを 所有 しよ うとす る傾 向が

ある。逆 に開発 に近い場合 はIPRを 積極 的に民間 コン トラクター に帰属 させ よ うとす る。

〈各組織のR&Dの 性格 とIPR政 策 〉

(AITEC平 成11年3月 わが国が行う情報技術研究開発のあり方に関する調査研究(そ の3)か ら抜粋)

lPRを 自省で保有す lPR保 有者 はケース lPRは 原則R&Dの

ることを主張 バイケース 担い(の
ノ ノ

ベ
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第3章 米国の知的所有権の先行取得と商業化促進政策およびその成果について

3.4.31PR取 得 に関 す る費 用 負 担

特 許 化 費 用 の 負 担 に 関 す る ル ー ル は 、 連 邦 調 達 規 則(FAR.FederalAcquisition

Regulations)パ ー ト31に 詳 細 に定 め られ てお り、事 実 上 政 府 との 契 約 で 生 じる限 りに お

い て賦 課 す る こ とが で き る。

31205・30・ 一特許化費用

(a)以 下の特許 化費用はそれ が政府 との契約 上生じる限 りにおいて賦課することができる(但 し、
31.205-33を 参照のこと)。:

(1)発 明を開示、報 告、記録するための文書作成にかかる費 用

(2)当 該発明を開示するために必要な限 りにおいて既存の発 明を探 索する費用

(3)米 国特許を申請し、特許プロセスを遂行するための費用。ただし、所有権もしくは無料

のライセンスが米国政府に与えられる場合。

(b)特 許法 、政府規則 、条 文、従業 員との取 り決め等の特許関連事項について、専門 家から全般的

相談を受 けるためにかか る費用(但 し31.205-33を 参照のこと)。

(c)専 門 家による全般的相談以外 に、契約によって必要とされていない特 許化に関する費用 は賦課で
きない(但 し31.205-37を 参 照のこと)。

なお 、特許化費用 の相場 は弁理士等専 門サー ビス費用込み で、1特 許 申請 サイ クル あた

り平均$5000か ら$15,000で ある。申請却下理 由への抗弁を どの程度行 うか によって異 なる。

特許 申請料 自体 は従業員500人 未満 の小企業、個人、NPOは$355、 他 は$710で 、これ は2000

年8月 に値 下げ され た もの。

31.205-30・ ・PatentCosts.

(a)Thefollowingpatentcostsareallowabletotheextentthattheyareincurredasrequirements

ofaGovernmentcontract(butsee31.205-33):

(1)Costsofpreparinginventiondisclosures,reports,andotherdocuments.

(2)Costsforsearchingthearttotheextentnecessarytomaketheinventiondisclosures.

(3)OthercostsinconnectionwiththefilingandprosecutionofaUnitedStatespatentapplication

wheretitleorroyalty-freeIicenseistobeconveyedtotheGovernment.

(b)Generalcounselingservicesrelatingtopatentmatters,suchasadviceonpatentlaws,

regulations,clauses,andemployeeagreements,areallowable(butsee31.205-33).

(c)Otherthanthoseforgeneralcounselingservices,patentcostsnotrequiredbythecontractare

unallowable.(Seealso31.205-37.)・
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もっ とも、現実 には各省 庁 には特許化費 用負担 に関す る明確 なポ リシー は存在せず 、実

際上個別 の契約 を監査す るCPAが 裁量 を持つ場合 が多い。CPAの 中には 口頭 で 「特許化費用

は賦課で きない」 と指導 した り、 コン トラクター の中には 自主的に賦課 しない者 もいる。

だが、それ らはFAR上 誤 りであ り、あ くまで も特許 化費用は法的には賦課可能 であ る。以

下 に示す あるCPAの コメン トは、米国におけ る特許化費用 のFAR解 釈 である。 さらに、先

に述べた賦課 の実態 について も触れ てい る。

〈 米 国 公 認 会 計 士RussFarmer氏,PresidentofPBCinc.Denver,Col。radoに よ る 解 釈 〉

TheFAR(FederalAcquisitionRegulations)isveryspecificastotheallowabilityofpatent◎osts(FAR3f .205-30).ThissectionoftheFAR,

whichissimilarfdrgrants(contractsarecoveredbytheFAR ,whilegrantsarecoveredbyCFR-CodeofFederalRegulations--sections

forthevariousagencies)states,inparピ'..patentcostsareallowabletotheeXtentthattheyareincurredasrequlrementsofaGovernment

contract."ThisisverysimpleandstraighttorwarduntiloneIooksatwhattheoontractsays.InallSBIRcontraCts(similarclausesexistin

grants}FAR52227・11{PatentRights-RetentionbytheContractor(shortform)1)isarequiredclause,ThisFARsectionrequiresthe

Contractortofollowaspecificprocedurefbranypatentable"invention"resultingfromaGovernmentcontract .ThisFARsectionrequiresthat:

a)thecontractordisclosetheinventiontotheGovernment,b)thecontractorelectsinwritingwhetherornottoretaintitletotheinvention,

andc)ifthecontractoreleCtstotaketitle,thenitmustfileforapatent.ThepreciseinterpretationofthissectionisthatthecontraCtor"must"

eitherelecttotaketitleor"must"electnottotaketitle.Inotherwords ,apositiveactionisrequiredofthecontractorwhenaninvention

resultsfromaGovernmentcontract(orgrant)eithertoretaint畑eornottoretaintitle.Oncethecontractorelectstoretaintitle,thenthe

actionsareclear--thecontractormustprosecuteapatent(iftheinventionispatentable).⊆learbthisisacontractrequirementandas

clude incur im have n.・

`m r

r th n

1 1 ini cliif n

http:〃www.webpatent.com/news/news7 _00.htm#ll

国際特許の特許化費用 は賦 課可能 か ど うかにつ いて、今 回 の調査 では明文化 した根拠 は

見 いだ し得 なかった。FAR規 則 上賦課 を認 め られ てい るの は 「米 国特許」で あるが、それ に

加 え、PCT(特 許協力条約)を 利 用 した通称 「国際特許 」の取得 が常識 とな りつつ ある現在 、

そ の費用(概 ね最初 の1年 間で$5000程 度)の 参入 を認 め るか ど うかは議論 とな るところで

ある。ただ、上記Russ氏 の述べ る特許化費用賦課 の実態を鑑 み ると、米国特許 のみ です ら

も各省庁 の実務 レベルで はFARが 遵守 されてい ない場合 があ る。す なわち、 さらに加 えて

国際特許費用 が実態 として積極的 に賦課可能 になっている とは考 えに くい。少 な くともFAR

に従 う限 り国際特許 の費用 は含 まれ ていない。
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3.4.4ケ ー ス ス タデ ィ

(1)ATP1:AdvancedTechnologyProgram

ATPと は 、 商 務 省 管 轄 の 国 立 科 学 技 術 研 究 所(NationalInstituteofStandardsand

Technology)に よ っ て運 営 され る先 端 技 術 開発 支 援 プ ロ グ ラム の こ とで あ る。 こ のATPの

場 合 、 同 プ ロ グ ラ ム に お い て 生 み 出 され た 知 的財 産(IP)に つ い て は 、 そ の創 出 に 携 わ っ

た米 国営 利 企 業 の 所 有 とな る。次 に そ のIPを どの よ うな 手段 で保 護 す るか(特 許 、著 作 権 、

企 業 機 密 等)は そ の企 業 の 独 自の判 断 に よ る。 同 一 技 術 の あ る側 面 は 特 許 で 、別 の 部 分 は

機 密 で、 とい うよ うに保 護 手 段 が 組 み 合 わ され る こ と も あ る。

〈ATPで 生 じた知的財産の保護方法の優先順位〉
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次 に、ATP参 加 企 業 が 生 み 出 され た 知 的財 産(IP)の 保 護 手段 と して 「特 許 」 を選 択 した

場 合 、ATPProposalPreparationKitNovember2000に お い て 、 「(T)itletoanypatents

arisingfromanATP-fundedprojectmustbeheldbyafor-profitcompanyorcompanies

incorporatedororganizedintheUnitedStates.」 と定 め られ て い る。 そ の 際 の 特 許

化 費 用(申 請 料+コ ン サ ル テ ィ ン グ フ ィー)の 負 担 方 法 は 「連 邦 政 府 の 費用 会 計 基 準(FAR)

に よ る」と され て お り、事 実 上特 許 化 費用 は直 接 費 用 と して 政 府 に 賦 課 可 能 と解 釈 され る。

(2)大 学か らの技術 移転

FY2000に おいて、米国の大学が支 出 した研 究開発 費$22.9B(含GOCOの$2.7B)の うち、

72.9%が 政府 か らの資金 で ある。1980B-D法 によ り、IPRは 大学が所有す るこ とになるが、

民 間への技術移転 にあたっては、TLOは 特許化費用 を 自己負担す る意志 のあるライセ ンシー

企業 を探す。 す なわち この よ うな交渉が妥結す る場合、特許 の保 有者 と特許化 費用 の負担

者が異な るこ とになる。

ライセ ンシー候補企業 がな かなか見つか らなか った り、知 的財 産権 を早急 に保護 す る必

要が ある場合 には、大学TLOの 負担(一 部政府 の資金 、一部TLOの ロイ ヤル テ ィー収入 の
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プール)で まかなわれ る。 しか し、 「TLO負 担」 で特許化 され た技術が ライセ ンシングで ロ

イヤルテ ィー収入 を創 出 した場 合に は、発 明者 、大学 、学部の3者 が収入 を配分す る前 に

「AuthorizedExpense」 として差 し引かれ充填 され る。

ロイ ヤルテ ィー収入 の配分比 率は各 大学に よって異 なるが、オハイ オ州 立大の場合 、最

初の$75,000の 半分 は発明者、残 り半分 は必要経費(特 許化費用が も し未済 の場合 それ を含

む)に あてる。そ こでの残 り、 さらに$75,000を 超 える部分については、発明者が4/12、

大学が3/12、 発明者の学部が5/12を 受 け取 る。 スタンフォー ドは概 ね1/3つ つで ある。

〈ある大学研究者の コメン ト(技 術移転 メカニズムへの疑問)〉

「私が発明 した特許は、ある公的産業振興機関(atradeorganization)に その移転先企業探 しが委託された

のですが、大学もその機関も技術の製品化/商 業化の経験が不十分で、移転候補企業とのライセンシング交渉は

3年 間に及びました。この間、その製品をどのように市場へ送 り出していくかという大事な議論を脇において、

誰が利権を所有して誰がどれだけ儲けを取るのか、という議論がたびたび起 こり、そちらがより重要視される

時がありました。

特許の所有者はその企業ではなく大学であるにもかかわ らず、大学側は、ライセンシーである企業が特許化

コス トを含む全ての商業化費用を負担することを要求 します。その上大学はそのライセンシングから上がる収

益の大半を獲得 します。外部企業(ラ イセンシー)は 商業化のための管理費 ・人件費を全額負担 しなくてはな

りません。このようなスキームでは研究者も企業側も技術移転を促進するインセンティブが生 じにくいのでは

ないでしょ、か
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第3章 米国の知的所有権の先行取得と商業化促進政策およびその成果について

3.51PRの 創 出 状 況

3.5.1全 体 の動 向

プ ロパテ ン ト政策が効 を奏 し、80年 代以降、米国特許は急増 してい るものの、2000年(同

年6月 末速報値か ら推定)に 入 ってか ら取得数の伸びが鈍化 、認 可率が大 きく下 げてい る。

USPTOの 処理能力不足が最 も確 か ら しい理 由 として考 えられ る(誤 差 である可能性 もあ る)。

前項で述べたUSPTOの 規模拡大政策 も、この処理能力不足 を解 消す るためであ る と考 え ら

れ る。

〈米国特許申請数 ・取得数 ・認可率推移〉

350,000

300.000

250.000

200.000

150.OOO

tOO,OOO

50,000

0

ノ、{〈A認 可率 ▲

べ/Y∨ ・ 〈/〉 ぐ
YX

申請数
⊥

._一 取得数_ノr、
一

▼ ▼ ▼ ▼

γ→＼◆_ブ ◆

70%

60%

50%

40%

30%

20%

10%

0%
198019St198219S319S419S519B61987tgaSl989199019911992199319941995t9961997199819992COOe

(USPTOデ ー タよりMuse作 成 。原 デー タはAppendlxD参 照)

3.5.2特 許 種 類 別

プ ロパ テ ン ト政 策 の 結 果 、 以 下 の 分 野 で 顕 著 に特 許 取 得 件 数 の 増 加 が認 め られ る。 特 に

上昇 が 顕 著 な1996-1999年 ま で の 年 平 均増 加 率 は 、Class705(ビ ジネ ス)が67%、Class700

(ソ フ トウエ ア)が5%、Class435(バ イ オ)が24%で あ る。(ち なみ に 、 上 記 全 特 許 取 得

件 数 の1996-1999年 平 均 増 加 率 は12%。)

ビジネスモデル(クラス705)

ソフトウエア(クラス700)

800
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200

100

0

ラス7

ラ705

ぷぶぷぎ逮ぷぷぎ諺ぷザぶぷ声ずぷずぎ己ぷ

(USPTOデ ータよりMuse作 成 。原 デー タはAppendixD参 照)

バイオテクノロジー(クラス435)
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(USPTOデ ー タよりMuse作 成 。原 デー タはAppendixD参 照)
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(1)ビ ジネ スメ ソッ ド特許

クラス705ビ ジネ スメ ソッ ド特許 取得数 上位者 の推移(1977-1999)を みる と、ネ ッ ト

ベ ンチ ャー よ りもエ レク トロニ クス業 界大手企業 、そ して近年 は金融 サー ビスや マイ ク ロ

ソフ トが顔 を出 し始 めた。 日本企 業 占有率 は徐 々に低 下 してい る。

〈クラス705パ テント取得者上位(1977-1999)〉

Rank 1977-89

(13yrs) #

1990-94

(5yrs) #

1995-99

(5yrs) #

1 Pitney-Bowes 134 Pitney-Bowes 47 Pitney-Bowes 77

2 SharpCorporation 39 IBM 32 FΨitsuLTD 64

3 OmronElectronics 31 Hitachi 23 lBM 58

4 1BM 26 SharpCorporation 11 NCR 30

5 Casio 21 Omron日ectronics 9 Hitachi 27

6 TokyoElectric 21 AlcatelBusinessSystems 9 Citibank 22

7 Hitachi 10 NCR 6 EDS 21

8 NCR 7 AT&T 6 Microsoft 20

9 Toshiba 6 Unisys 6
*

Neopost 16

10 MerrillLynch 5 Casio 5 MatsushitaElectric 16

10 AttallaTechnovations 5 FramaA.G. 5

'Neopost社:年 商 約$400Mの 郵 便 物 ・物流 ・配 送 サー ビス 及び 関連 機 器 製 造 販売

2000年 分 の最新デー タによる と、クラス705ビ ジネス メ ソッ ド特許はその 申請数 が2000

年は前年 の2.8倍 、取得数 は1.5倍 以上 に膨れ上 がった。

〈クラス705パ テント申請数・取得数最新データ〉
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。
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(USPTOデ ー タよりMuse作 成)
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第3章 米国の知的所有権の先行取得と商業化促進政策およびその成果について

3.5.3研 究開 発主体 別

米国特許 の取得状況 を大学 、国研 、民間企 業 と分けてみ る と、や は り企業 のプ レゼ ンス

の大 きさが突出 してい る。政府 と大学 を比較す る と、B-D法 の効果で あろ う、大学 の取得件

数 が政府 のそれ を追い抜いて いるのが わか る。 「TitleinContractorPolicy」 が効 を奏 し

てい る と言 えよ う。

〈タイトル保持音別取得数:企業、政府、大学、個人〉 〈タイトル保持者別取得数:政府vs大 学〉
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(USPTOデ ー タよりMuse作 成。原 デー タはAppendixD参 照)(USPTOデ ー タよりMuse作 成 。原 デ ータはAppendixD参 照)

3.5.4省 庁別

各研 究開発 主体は複 数の省 庁か ら財政支援 を受けているため、各R&D実 行主体の研 究開

発 費用 を省別 に分類 し、各実行主体別 に1特 許 当 り平均R&D費 を算 出、特許創 出への貢献

度 を省別 に計算す る と、や は り国防省 の貢 献度が突出 してい る。

〈政府研究開発支援における省庁別特許創出貢献度〉

〈R&D資 金提 供者、R&D実 行者」別特許取得数推定値〉

.濃 、

;曇.鵠

‡i

。;ミ…33、

2ハ

(Muse作 成 計算方法はAppendlxES照)
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3.61PRの 商 業化 メ カ ニ ズ ム

3.6.1技 術移転政策

政府支援研究 開発 の成果 は、国防 目的等 の例外 を除 き、民間への技術移転 を促進 し商業

化 を図る ことが義務 付 け られ てい る。 また研 究開発主体 には、その商業化 の意志 を前提 と

して技術成果 の所有(IPR)が 認 め られてい る。

〈連 邦 政府 支援R&Dに よ る技 術 の 民 間移 転 政 策 の 経 緯 〉

●1862年Morri11法:農 業 と機 械 工 業 の分 野 で 民 間 へ の技 術 移 転 を 目的 と した大 学 の

設 置 を推 進。 後 のLandgrantuniversitiesの 原 型 と な る。

●1914年Smith-Lever法:連 邦 、州 、 群 政 府 が 共 同 でCooperativeAgricultural

ExtensionServiceを 創 設 、 国費 に よる研 究成 果 を 一般 市 民 に広 め るサ ー ビス を 開 始。 こ

れ 以来 、 農 業 省 は研 究 開 発 予 算 の約 半 分 を 民 間 へ の技 術 移 転 に割 い て い る。

これ 以 降1970年 代 ま で 、連 邦 政 府 予 算 に よ る研 究 開 発 成 果 の 民 間 移転 を 支 えた 思想 は

「ユ ニバ ー サ ル ア クセ ス」(誰 で も 自由 に 無 料 で 政府 の 技 術 資 産 にア クセ ス し、活 用 で き

るべ きだ)で あ り、 それ を保 証 す る 「TitleinGovernment(所 有 権 は政 府 に)Policy」

で あ った。 一 方 、 民 間 企 業 は 、 当 然 なが ら技 術 の 排 他 的 な使 用権 を 好 む 。 そ の た め この

時 代 に は連 邦 政 府 の技 術 が 民 間 に よっ て 商 業 化 され る、 とい うこ とは ほ とん ど無 か っ た。

●1980年Stevenson-WydlerTechnologyTransferInnovation法:連 邦 政府 予 算 に よ

るR&Dの 成 果 を州 、 そ の他 の 地 方 政府 や 民 間 セ ク ター に移 転 す る こ とを義 務 付 け。 各 省

庁 はそ の 国研 に 「研 究 と技 術 成 果 の 現 実適 用 」 をつ か さ どるORTAs(OfficeofResearch

andTechnologyApplications)を 設 置 し、R&D予 算 の 一 定 割 合 を常 に技 術 移 転 に費 や す

こ とを義務 付 け られ た。

●1980年Bayh-Dole法:「TitleinContractor(知 的 所 有 権 は コン トラ ク ター に)Policy」

が 小規 模 事 業 者 と大 学 に適 用 され た。 これ に よっ て政 府 予 算 を受 け て 生 じた大 学 技 術 を

民 間移 転 す る法 的 基盤 が整 い 、以 後 リサー チ 大 学 は 一 斉 に技 術 移 転機 関 を設 置 し始 め る。

GOCO研 は、DOEの 根 強 い 反 対 で対 象 か ら除 外 され た。 各 省 庁 に 多 くの裁 量 の余 地 が残 さ

れ た。

●1983年 レー ガ ン大統 領 の 「政 府 特 許 政 策 メモ ラ ン ダ ム」:B-D法 の 対 象 を拡 大 す るた

め 、各 省 庁 に 対 しIPR付 与 の 対 象 を小 規 模 企 業 や 大学 等 非 営 利 団 体 に 限 定せ ず 、営 利 非

営 利 問 わず 全 て の 主 体 に拡 大す る よ う要請 。DOEは これ を拒 否。

●1984年DOEは ドー ル 共 和 党 上 院 議 員 に対 しFTTA法 案 を断 念 す る よ う依 頼 。法 律 で な く、

自省 の裁 量 の範 囲 内 で解 決 す る こ とを提 案 。 ドール 議 員 は これ を拒 否。

●1986年FederalTechnologyTransfer法(FTTA):S-W法 の 修 正 法 。 これ まで認 め ら

れ て い な か っ た国 研 と大 学 や 民 間企 業 との共 同研 究 ス キー ム(CRADA)を 承 認 。 しか しな

が ら本 法 が カバ ー す るの はGOGO(国 研)の み 。GOCOは 対 象 か らは ず され た 。

●1987年DOE、GOCO研 を運 営 す る営 利 企 業 にIPRを 付 与 す る こ とを拒 否 。

●1989年Nationa1CompetitivenessTechnologyTransfer法(NCTTA):FTTAの 対 象 範

囲 をGOCO研 に まで 拡 大 す る。 しか しな が ら、事 実 上 、GOCO研 の 取 り扱 い は 各省 庁 に よ り
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ば らつ き が あ る。

●1989年DOEは 、NCTTAに 対 抗 し、DOEが 事 実 上Bayh-Dole法 とFTTAの 適 用 除外 とな る法

案 を提 出。 却 下 され る。

●1989年Bigham-Dominici法:各 省 庁 にCRADAの 提 案 に 対 す る審 査 期 間 を30日 以 内 に

終 了す る こ とを義 務 付 け。 そ して提 案 を却 下 した場 合 は10日 以 内 に議 会 に そ の理 由 を提

出 す る こ とを義 務 付 け。DOEに よる事 実上 のCRADA審 査 の 引 き延 ば し作 戦 に 対 応 。

●1994年FederalTechnologyTransfer法 改 正:CRADAの パ ー トナ ー で あ る非 政 府 主 体

に 、IPRか 排 他 的 ライ セ ン ス を 自動 的 に認 め る。

2000年TechnologyTransferCommercialization法(TTCA):連 邦省 庁 所 属 のIPを よ

り広 く民 間 ヘ ライ セ ンス 可 能 に。 特許 化 可 能 な技 術 の み な らず 、 ソ フ トウエ ア も ラ イ セ

ンス で き る こ とに な る。 さ らに各 省 庁 は歳 入 庁(OMB)に 対 し技術 移 転 に 関す る年 次 報 告

を行 うこ とが義 務 付 け られ た 。
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3.6.2国 研 における商業化 メカニズム

国研 にお ける技術移転 メカニ ズム は大 き く5っ である

研 究(CRADA)、3)研 究 施 設 の貸 与 、4)

1)ラ イ セ ン シ ン グ、2)共 同

WorkforOthersProgram、5)国 研 出 身 者 の

ベ ンチャース ピンオフや 民間企業 への就職等(移 転 メカニズムの詳細はAppendixC国 研 に

よる技術移 転 メカニズム一覧参照)。

例1-・ldahoNationalEngineeringandEnvironmentalLaboratory‖ 鱒 盤 欝 臨Iilj～1',:,:㍑㍑ll;デ}:1㍑;,[

● ス ポ ンサ ー:∪.S.DepartmentofEnergy

● 監 督 部 局:U.S.DepartmentofEnergyIdahoOperationsOthce(DOE-ID),exdusivelysetupforINEEL

● 運 営 請 負 者:BechtelB&Wldaho.LLC(BBWI),asubSidiaryofBechtelGroup,Inc..amorethanlpOyearsoldengineeringandeonstruCtioncompany.

● 研 究 領 域:nudearreactors,biotechnology,energyandmaterials,oonservationandrenewabteenergy,andwastetreatmentanddean-up.

B㏄htel

Group,lnc.

INEEL

BBWl

DOE-ID'sinitiativeisquitestrong

instrategicplanningandmanagement.

Changedfrom
LOCkheedMartjnin

1999.

6spin-offbusinesses
somelaunchedbyINEEL
emptoyees

■ 技 術 移 転 プロ グ ラム:

-Stevenson-WydlerTechnologylnnovationACt

-130aCtiveroyalty-bearingtechnologylicensesin1999

-Lioensingincomefor$224 ,000in1999.

-30regionalstart-upcompaniesasof1999

-450techno|ogiesidentifiedintheillventoryoftechnology

commerCializationopPortunities

-'WorkforOthers"Program

■ 従 象 員 蝕=7,893

-450federalemptoyeesforDOE-ID,

-VastmajorityofthereStwOrkforLM|TCO .

-OtherswOrkfOrothercontraCtorsorinstitutionssuchas

WestinghouseESeCtricandArgoneNationalLat+West

■年 間 予 算=$300Min1997,($377in1994)
-CooperativeR&Dagreements(CRADAs)asasourceof

funds(gov:private=1:7)

■歴 史:

1949EstablishedbytheFedasthe

NationalReaCtorTestingStation

1974RenamedasINEELrefiectingits

broadeningmulti-programnature

例2-ErnestOrlandoLawrenceBerkeleyNationalLaboratory(BerketeyLab)

●スポンサー:U.S..DepartmentofEnergy

●運 営請 負者:theUniversityofCalifomiasyStem

●研 究領 域:particlephysics,advancedmaterials,1ifescien◎es`energyefflcienCy,deteCtorsandaccelerators.

Veryopenandrelativetyindependent

atmospherecomparedtoINEEL.

20(>i-faculty

members

BerkeleyLab

LabDirector:Dr.C.V,Shank

(U.C.BerkeleyProfessor、

originalLyAT&TBellLab)

BerkeleyLa'h'g

Spin-offbusinesses

some|aunchedbyemployees

■ 技 術 移 転 プ ログ ラ ム:

-ManycollaborativeresearchprojeCtswiththeprivate

seCtoralsoasasourceoffundingandexpertise.

-SupPortingnewoompanyspin-offs

-Licensing

-SpOnsoredprojeCts

-・VisitorlStaffexChangeS

-G市sandgraduatesupport

-Userfacilities

■ 後 頚 員 数:3,300in1996(3,249in1995),allofwhich

areemptoyedbythelab.

-913sCientiflcstaW

-875technica|staW

-245faculty

-390graduatestudents

-146undergraduate

-149postdOCtoral

-531adrninistrativesuppOrt

-additional800guestscientiStseachyear

■ 年 間 予 算:$323Min1999($292Min1998)

■ 歴 史:

1931EStabtishedbyDr.Lawren◎e,whoinventedthe

cyclotronwhichleadtotheGoldenAgeofpartide

physicsdisooveCingthenatureOftheuniverse.Sinoe

then,BerkeleyLabhasbroadenitsresearchscope.

NineNobetPrizes.
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第3章 米国の知的所有権の先行取得と商業化促進政策およびその成果について

国 研 はGOGO+GOCOで 全 米 約700超 存 在 し、 そ れ ら を メ ン バ ー とす るTheFederal

LaboratoryConsortiumforTechnologyTransfer(FLC、 国 立研 究所 技 術 移 転 コ ン ソー シ

ア ム)が1986年 のFTTAで 正 式 発 足 、 国研 の 技術 移 転 活動 の ま とめ 役 とな っ て い る。

〈FLCに よ る民 間企 業 へ の よび か け 〉

「米国企業が競争力を強化するための助けとすべく、議会は国研で行なわれた研究開発の成果をできる限り民間セクターに移

転すべき、と義務付けています。この技術移転こそ、我々FLCが 最 も得意とすることなのです。

FLCは 、産業界が必要とする柔軟性と秘匿性を十分に理解し、連邦政府技術移転を過去10年 間で劇的に変化させました。技術

移転にあたって民間企業側が持つであろう懸念とニーズにより焦点を当てるようになったのです。今 日、多くの点で、技術移転

はパートナーシップというべきものとなりました。その結果として、さらに多くの技術移転メカニズムが創造され、図研とパートナー

シップを持つことがいまだかつて無いほどに容易になったのです。」

<FLCが 呼 びか ける民間 企 業 へ の5つ の ベ ネフィット>

1.研 究 開発費の節約:既 にある世界的レベルの研究成果を十二分に活用可能です。

2.製 品 開発の時間短縮とコスト削減=世 界最高水準の国研の研究設備を使用して製品検査や評価を行なうことで、製品開発

期間を劇的に短縮できます。さらに技術の排他的ライセンスも可能であり、特に小規模企業の市場進出を助けます。

3.人 材 の相互交流によるノウハウの伝承:特 許のライセンスやCRADAだ けでなく、人的交流もまた貴社の人的資源を強化す

るでしょう。

4.各 国 研への橋渡し:貴 社の要望にあったパートナーを様々なネッワーキングで紹介します。

5.国 研 の技術のワンストップショッピング:700を 超えるメンバー研の技術データを全て集約して提供します。FLCで 全 てそろ

います。

3.6.3大 学 における商業 化メカニズム

既存技術 の ライセ ンシ ング中心のTLOの みな らず、VCと 連携 しなが らのイ ンキュベー シ

ョンや、技術移転先&投 資先ベ ンチ ャーのエ クイテ ィで報酬 を受 けるメカニズム も定着 し

つつ あ る。

発明者

大学研究者
による新技術

TLO

TLOに よる審査と

マーケティング

TLO&企 業 企集

一61一



大学 か ら民 間へ の 技 術 移 転 にお い て は 、技 術 移 転 事 務 所(TechnologyLicensingOffices、

以 下TLO)が 大 きな役 割 を果 た し、保 有 技 術 と市場 ニー ズ の マ ッチ ン グ を意 図 した様 々 な メ

カ ニ ズ ム を提 案 、実 施 して い る。

〈技術移転の手段〉

院生の民間企業への就職

2.教 授や研究員によるコンサルティング

3.学 会や学術雑誌での論文発表

4.大 学所有の知的資産の民間へのライ

センシング

5.共 同 研究

6.イ ンキュベーティ 施設の運営

7.VCと の協力によ 金提供(投 資)

特に知的資産を活用し、ダイレクトに商業化を

意図したものとして注目

〈技術開示 、特許化 、ライセンスに至るプロセス〉

(詳細はAppendixB:大 学技 術の特許 化とライセンスプロセス を参 照)

ー一Φω
句
工
江

ー】一Φω
句
エ
ユ

一=

Φ
ω
句
`
ユ

大学研究者によるTLOへ の発明技術の開示

↓

TLOに よる商業化ポテンシャルのスクリーニング

↓ ♪

特許化準備開始 ライセンシー ・サーチ開始

i十
1

↓ ↓
ライセンシー特定

特許申請

♪

USPTOの 判断
特許化ならず

、'十 結言午化に成功

ライセンス契約 技術移転断念

♪ ウ

既存企業 ニュー ベンチャー

大学技術商業化 の成功 の秘訣 は、TLOが いかに市場指 向の視点を持 つか、 とい うことと、

1)発 明者(大 学研 究者)、2)TLOラ イセ ンシング■ タ ッフ、3)ラ イセ ンス先企 業の キ

ー パ ー ソ ン の3者 が 果 た す 重 要 な 役 割 を 理 解 す る こ とで あ る(OfficeofTechnology

Licensing,StanfordUniversity談)。

<TLO活 動 を成功させる7原 則>

1.TLOは 、技術のマーケティングと潜在顧客企業内にキーパーソンを

見つけることに注力せよ。

2.潜 在顧客企業には個人的関心を持って接すること。

3.発 明者(大 学研究者)がライセンシングの過程に積極的に参加して

くれる人でなければ成功しない。

4.ラ イセンシング過程にたやすく参加できる雰囲気を作り、ライセンシ

ング契約の文書は理解しやすい簡単な言葉で書かれなければだめだ。

ライセンシング過程は単純で簡単なプロセスでなければならない。

5.大 学と企業は仲の良い友人でなければならない。ライセンシング以

外の部分で多くの便益が企業から大学へ流れてくる。事に当る場合に、

TLOの 視点でなく大学の視点に立て。

6.知 的財産法の弁護士は良いアドバイスをくれる。しかし彼らにライセ

ンス交渉を牛耳らせてはならない。さらに、意思決定は委員会による合

議で行なってはならない。個人で行なえ。

7.交 渉はお互いの問題を解決し合う場である。相手方の懸念を解消

する創造力豊かな解決策を考えよ。相手にとって何が大切なのかを理

解することが、強い絆に基づく長続きする関係を成立させる。

〈発明者 、TLO、rCIA」 の役割〉

●発明者:発 明者は、1)産業界でその技術の商婁化に輿

娃がありそうな人物を特定しにれはTLOに よるマーケティ;

グにとってきわめてt要)、2)特 許化プロセスに参画し、3)

発明に対する技術的な質問に応答し、4)潜在顧客企業にい

るよき理解者(C。mpanyInventi。nAdv。cate,℃IA")の キャン

パス訪問を受け入れる、という役割。ここで理解すべきは、こ

れらの役割は発明者の通常のなすべき業務記述には含まれ

ない、という点。十分なインセンティブが必要。

●TLOオ フィサー:発 明者が開示した技術の商業的潜在性

を見極める(スタンフォードでは10の うち3がスクリーニングを

通過、最終的にライセンシングにこぎつけるのはそのうち1つ。

成功率10%。)勝 負はいかに「CIA」にその技術がその企業に

とって商業的成功をもたらすか、を理解してもらうこと。

●CIA(潜 在顧客企某での唱道者):CIAは 社 内で、その技

術の将来に渡る経済的価値を経営陣に理解させる。技術だ

けでなく、その企業と大学との関係構築の価値も経営陣に理

解させることが重要。(例:日本の電子楽器メーカーのある技

術者が、たまたまスタンフォード大教授の音声回路のプレゼ

ンを見かけ、その潜在性を直感、経営陣を説いて商品化し、

大成功。今はその会社のCEO。(Rolandか?)

(イ ンタビュイー:ス タンフォー ド大 学OTL、SeniorAssociate、JohnSandelin氏)

例 えば ス タ ン フォ ー ド大 学OTLで は 、378件 の ライ セ ンス($26.6M)と エ クイ テ ィー の キ

ャ ピ タル ゲ イ ン($10.3M)を 合 わ せ 、年 間 ロイ ヤ ル テ ィー 収 入$36.9M(FY99-00)が 生 み
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第3章 米国の知的所有権の先行取得と商業化促進政策およびその成果について

出 され た。

● 技 術開 示 か ら特 許 化 に 至 る年 間 平 均件 数

一 週 平 均4～5件 の 技 術 開 示(Disc|◎sures)が 大学 研究 者 か らある 。

一 そ の 中 か ら特 許 化 に 至 るの は25～40%。

一 そ こか らライセ ンスされ るの は そ の15か ら20%。

一 年 平 均125件 前 後 の ライセンスを供 与 。

-1 ,651の ライセンスが アクテ ィブであ る。(FY2000)

● 累 積実 績(1970年 ～2000年)

-4 ,359件 の 技術 開 示

一1 ,050件 の 特許 取 得

一$454Mの 収 入

●OTL体 制(FY1999-2000)

一 専任 職 員26名(平 均 年齢38歳 、勤 続 年 数5.88年)

一 特 許 化 費用$3M 、内$1Mを ライセンシー か ら回 収

一 ライセンスされ ない 技 術 の 特 許 化 費 用 として$4 .4Mを プール

一 特 許 化 費用 を除 く運 営 コストは 年 間$2 .5M。

-462件 の ライセンス 契 約を締 結

特許 ロイヤルティー収入推移($M)

1997年 に年間$20Mを もたらした

1980Cohen-Boyer特 許が失効

(イ ンタビュイー:ス タン フォー ド大 学OTL、SeniorAss◎ciate、JohnSandelin氏)

新 たな動 き と して注 目され るのは、 ビジネ スメ ソッ ドや ノウハ ウな ど、Intangible(無

形)な 資産 がその価 値 を高 めている。 特許 制度がそ うした資産へ の保護 を拡大す る一方、

大学 の技術移転 の メカニズムは過 去20年 間、tangible(有 形)な 技術資産 を中心に発達 し

てきた。 その限界 を感 じたTLOは 、創 造性 に富む無形資産 を引き出す新た な技術移転(事

業創 造)メ カニ ズム を模 索 してい る(TechPartners,TheOhioStateUniversity談)。

Currentmodel
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大学研究者によるTLOへ の発明技術の開示 ビジネス側

VC、 インキュベーター

基本協力契約

大学側

IT研 究者

既存技術も組み合わせ、起業をめぐる自由な

ブレインストーミング

新たなビジネズモデル

(イ ンタピュイー:オ ハ イオ 州 立 大学 、TechPartners、Dir㏄tor、Dr.Dav|dAllan)
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3.6.4民 間の手に よる新た な商業化 メカニズム

米 国では特許流通 を促進 す るイ ンフ ラサー ビスや企 業内特許評価 を専門に行 う知的財産

サー ビスが急拡大 してい る。 特許 の流 動化(シ ー ズ とニー ズのマ ッチ ン グ)を 目指す あ ら

た な ビジネ スモデル が民間の手 で創造 され、 プ ロパ テ ン ト政策 を支 える商業イ ンフラ と し

て注 目されてい る。

<知 的 財産 専 門 サー ビスの 分 類>

1.知 的財産保護と侵害に関するサービス(法律事務所、

会計事務所)

2.特 許流通市場のインフラ提供

一 政府による特許データベース整備と検索機能の強化

一 民間による技術ニーズと特許のマッチングサービス

3.特 許の経済価値評価サーピス

ー 民間による定量的特許価値評価ツール

ー 政府・民間による定性的特許価値評価ツール

4.企 集向け特許戦略コンサルティング

ー パテントポートフォリオ構築

一業界技術動向分析と特許戦略

一商業化支援

ライセンス交渉のアドバイス

ー 共同研究に関するアドバイス

〈知的財産権仲介移転サービス組織数〉

1200

1000

800

600

400

200

0
US JPN

■民間業者

図TLO等 非 営利機

関

(特許庁データより抜粋)

「いんちき業者の横行?」

ちなみに米国では、「あなたの特許を売り出します」という触れこみで定額

フィーを定期的に徴収するマーケティングコンサ ルティング業者が多いが

(上記グラフ)、その中にはほとんど何もせずにお金を取る詐欺まがいの

手合いがいるようだ。事態を重く見た政府は2000年 米国発明者保護法

(特許法改正)で 、その手のサービス業者に厳格な「報告義務」を科すこ

とにした。いかにこのマーケットが大きく有望か、ということだろうか 。

よ り本 格 的 な 、知 的 財 産 権 評 価 とIPR市 場 を 専 門 に提 供 す るベ ンチ ャー ビ ジネ ス が 登場

して い る。 特許 価 値 の 定量 的 評 価 とマ ー ケ ッ トメ イ キ ン グサ ー ビス で 注 目 され るp1-X.com

社(Patent&LicenseExchange,Inc.)で あ る。 金 融 オ プ シ ョンの価 値 評 価 手 法 を特許 の

現 在 価 値 算 出 に応 用(リ アル オ プ シ ョン理 論)、HarvardBusinessSchoo1で ケ ー ス 教 材 に

な る な ど、 内外 の 注 目を集 めて い る。

1.PL・X社(1999年 創 案)の ビジネスモデ ル

特 許を金 融の コー ル オプション(一 定 期 日に金 融 資 産 をある事 前 に設 定 した価 格 で買 う権 利)と 見たて 、オ プ

ション価 値 の決 定 理 論 で広く知 られ るBlack-Scholesの 公 式 を用 いて特 許 の 経 済 的 価値 を算 出す る。これ だ け

でもいわ ゆ るインタンジブル 資 産の 価 値 評 価 手法 として 、M&Aや|PO時 の 企 業 資産 価 値 評 価 、技 術移 転 時 の

ライセンスフィー の 基礎 デ ータとして の価 値 を提供 す る。さらに 、特 許 をい わ ばオ プションとして取 引する会 員 制

のExchange(市 場)を 運 営 、同社 の価 値 評 価 手 法に 基 づい て評 価 され た特 許 の流 通 市 場を開 設 している。う

たい 文句 は'Thesafestmarketplaceintheworldforintellectua|propertyrights"。

2.経 営者

創 業者 のNirK。ssovsky博 士 は 、元UCLAメ デ ィカルスクール の 教 授(1981-1988)で あ り、自身 の

手 による医薬 研 究 関 連技 術 が17件 の特 許 となってい る(当 然UCLA所 有)。 問 題 はUCLAの 技 術 移

転事 務 所 が 彼 の意 向 通 りにそれ ら特 許 の マー ケティングをや ってくれ ない ことだった。8年 間 たな

ざらしにされ た。そ こで博 士 は職 を辞 して同 社の 設 立 に 至った。彼 曰く、「UCLAの 技 術 移転 事 務 所

は 、技術 の 市 場価 値 につい て全 く理 解 できていなか った 。価値 その もの は もちろんの こと、価 値 を

どう評 価 す るか もだ 。」

3.TRRU⑧(TeohnologyRi8k-RevverdUnits)評 価 モデ ル
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第3章 米国の知的所有権の先行取得と商業化促進政策およびその成果について

3.71PR商 業 化 の 経 済 的 効 果

3.7.1政 府支援R&Dの 経済 的効 果 とは何か

R&Dの 経済効果 も しくは投資収益率 を考 える場合 、 「私的投 資収益率」 と 「社会的投 資収

益率」(下 記 コラム参照)が ある。政府支援R&Dを 私 的収益 率の見地か ら捉 える と、直接 の

リター ンは政府 が得 られ る税収 で ある。社会的投資効果 と して は製 品開発投資や製 品販 売

に よる売上であ る。

政府の

R&D支 援

大学 、企業、

国研による－ R&D実 行と

技術創出

特許化を通じ
た技術移転

一

個別の私的主体による技術の

商業化

A.税 収やライセンス料収入

B.製 品開発投資と製品売上

「R&Dの 私 的収益率」 とは、投資 主体が 自身の価値(市 場価値)を 最大化 させ るために研

究開発投 資を行 い、その成 果が どれ だけ企業価値 の創 出 に貢献 したか、その比率が投 資収

益率 として捉 え られ る。 いわゆ るROI。

「R&Dの 社会 的収益率」 とは、その成果がR&D実 行者 への利 得のみな らず 、技術革新 と し

て実行者 の経済行為の範 囲 を超 えて価値 を生み出す(製 品 開発投 資、生産販 売売上)そ の

合計 と投 下R&D資 本の 比率で求 め られ る。

一般 的に は
、私的収益 率 と社会 的収 益率にはギ ャップ があ ると考 え られ、その ギ ャップ

が はなはだ しく、私企業 が投 資す るイ ンセ ンテ ィブ を持 ち得な い部分のR&D(特 にR)に 政

府 は支援す る、 とい う考 え とな る。(Mansfield1997"Social&privateratesofreturn

fromindustrialinnovations",QuarterlyJournalofEconomics,Vol.77.)

だが、実 は社会的収 益 とは、私的収益 を合算 した総体 、す なわ ち私的収益 その もので は

あるまいか。 両者 を別物 と して分離 す ることは齪酷 をきたす のではないか。 「純粋 な社会 的

収益」を生み出す ものが公 的社会資本だ と考 え、政府 がその分 野に重点投資 した として も、

実際にはそ の研 究開発 を担 う一部の民 間企業 に利得 を偏 在 させ るだけではないのか(例:

日本 の 「公 共」投資)。 個別 の営利主体 が広 く存分に政府 支援 の果実 を享受す る ことが、政

府 の本 旨に も合致す るの ではないだ ろ うか。

3.7.2大 学 か らの技 術 移 転 の ケー ス

大 学 の 場 合 、R&D支 出(投 資)へ の リター ンは ライ セ ンス料 収 入 で あ る(全 米 の リサ ー チ

大 学 の ロイ ヤ ル テ ィー 収 入 額Top25校 の一 覧 をAppendixFに 掲 載)。 この場 合 、年 平 均

ROI(1992-1996)は2.08%で あ った(次 頁 参 照)。 ま た 、 大 学R&D支 出 の約74%を 支援 す る

政 府 に とっ て は 、 大 学 技 術 の 商 業 化 に よ る税 収 増 が リター ンで あ り、 こち らは年 平 均ROI

(1992-1996)が16.73%で あ っ た。さ らに大 学所 有 技 術 の商 業 化(民 間へ の技 術 移 転)は 、

FY1999に$35.8Bの 製 品 売 上 、$5Bの 税 収 増 、270,900人 の雇 用 を維 持 した 。 生 産 開始 前

の 投 資 や 雇 用 創 出 に よ る社 会 的 投 資 効 果 は107.8%(乗 数 効 果 含 まず)と 推 定 され る(次 頁)。
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1992-1996

大 学 の研 究 開発 投 資

$130.748

平 均ROI2.08%

⇒ 1995-1999

グ ロ スライ セ ンス

収入:$2.72B

1992-1996

政府 の対 大 学

研 究開発 支 援

$96.73B

平 均ROI16.73%

⇒ 1995-1999

税 収 入:$16.18B

〈ROI算 出表 〉

($M)
19921993199419951996`199719981999

1)R&D支 出 24,055 25235 26,352 27,300 27,800

2)内 政 府分 　 17,828 18,810 19,494 20200 20,400

1)/2) 74.11% 7454% 7398% 7399% 7338%

3》グ畝 ラ袖 ンス収)(冷 紗
▽

∪ 424 514 引1 725 862

4)内 ロイヤルティー 352 427 507 565 730

ち)製品売上 17,596 21,331 25,357 28,000 35,800

6)アクティブライセンス数 5,396 6,163 6,974 7,460 8,308

初生産前投資(6)*1) 5096 6,163 6,974 7,460 8,308

8)税 収(5}*15%)一;、 2,639 3,000 3,803 4,200 5,000

9)雇用維持(人) 183,936 219,952 258644 280000 270,900

.Riskfreerate(工 二{～i[1Σ、

Dicounted

3.00%3.88% 5.51%5.02%i5.07%4.82% .4.66%

PrivateROI(Univ) .1,56%
PrivateROI(Gov)13.11%

PrivateROI(Totai)14.68%

5)15587

7)4780

1.77%1.99%2.30%2.69%

13.86%16.76%17.98%21.26%.

15.63%18.75%20.27%23.95%1

18532217792420831058 .

5354599072086450

私 的 平 均RO1(Univ)2.08%

私 的 平 均ROI(Gov)16.73%

社 会 的 平 均 済 効107.80%

Social .084.67%94.65%105.38%112.30%,137.65%'

(Muse作 成)

ROI計 算時の前提 条件(AUTM、 全米 大学技術移転マネ ジャー協会 の定量的サーベイ及 び同

協会の文献か ら予測 した)は 以下の通 り。

1.ラ イセ ンス活動 か らの収入 の うち、平均83%が ライセ ンス され た特許 による製 品売上

に対す るロイヤル テ ィ収入

2.平 均 ロイヤルテ ィ レー トは製 品売上高の2%

3.ハ イテ ク ビジネスで雇用者一人 を支 えるため に必要 な コス ト$125,000/年

4.政 府へ の税収(連 邦税、州税 、キ ャピタルゲイ ン税)は 売上 高の15%

5.生 産前 の製品開発 投資額 は1ア クテ ィブ ライセ ンス当 り$1M

6.研 究開発投資の3年 後 に大きな売上 が立つ(例:FY1993の 投資 はFY1996に 製 品売上

を もた らす)。
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3.7.3マ ク ロレベルの経済効果

特許 の商業化 の経済効果 を よ りマ ク ロレベルで捉 えると、国家経済全 体の ロイ ヤル テ ィ

ー収入 か ら
、その源泉 となった製品売上 、雇 用維持数 、税 収が推定で き、技術貿易黒 字額

(ライセ ンス料 、 ロイヤル テ ィー の国際収 支)か らはそれ らフィーの 元にな った製 品売上

な どか ら本 国以外 に与 えた経 済効果 の規模 が推定で きる。

ケー ス1:ロ イ ヤ リテ ィー収 入

1997年 の 全 米 にお け る特 許 ロイ ヤ リテ ィー収 入 は$100B超 で あ っ た。 こ こか ら推 定 で き

る の は 、 大 学 で の 技 術 移 転 と同 様 の前 提 条件 に基 づ く と、 この ロイ ヤ リテ ィー の背 後 に 製

品 売 上 に して$5,000B(5兆 ドル。GDP$8,300Bの60%)が 存 在 し、税 収 に して$750Bを 生

み 出 して い る とい うこ と。 こ の年 か ら3年 前 の1994年 、全 米 のR&D支 出 は$168.1Bで あ っ

た 。 単 純 計 算(も ち ろん94年 の投 資 と97年 の ロイ ヤ リテ ィー収 入 は全 く1対1対 応 で は

な い)で 、R&D投 資 か ら得 るIPR収 入 とい う意 味 でのROIは59.5%と い う こ とに な る。

ケ ー ス2:ロ イ ヤ リテ ィー&ラ イ セ ンス 料 の 国 際収 支(技 術 貿 易 黒 字)

1999年 の ロイ ヤ リテ ィー&ラ イ セ ン ス料 の流 入 は$36.5B、 流 出 は$13.3Bで あ った か ら、

$23.2Bの 技 術 輸 出 超過 で あ る。 す なわ ち、 このIPR収 入 を支 え る$1,160Bの 製 品 売 上 が 米

国 外 で 生 じて い る計 算 に な る。
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3.8思 想的背景並 びに結論:「 公 平なアクセス」か 「個 別企 業の利益」か

「2000年 技 術 移 転 商 業 化 法(TTCA)」 の 制 定 趣 旨 に お い て も 、政 府 予 算 が 生 み 出 す 技 術 の

民 間 移 転 を 通 じ て 、 個 々 の 企 業 が 商 業 的 に 成 功 す る こ と が い か に 国 民 経 済 や 国 家 の 国 際 競

争 力 に プ ラ ス か 、 を 強 調 して い る。

「連 邦 政 府 の 技 術 を ラ イ セ ン シ ン グ す る に あ た っ て は 、 国 民 の 諸 権 利 を 擁 護 す る とい う公

共 政 策 上 の 要 請 、 企 業 が 連 邦 政 府 の 発 明 を 製 品 化 し て くれ る よ う奨 励 す る こ と 、 そ し て 全

体 の 仕 組 み を よ り一 貫 性 あ る 簡 素 な も の に し て い く 、 と い う こ と の バ ラ ン ス を と ら な く て

は な ら な い 。」

``F
ederaltechnologylicensingproceduresshouldbalancethepublicpolicy

requirementsofprotectingtherightsofthepublic,encouragingcompaniestodevelop

existinggovernmentinventions,andmakingtheentiresystemmoreconsistentand

simple."

「米 国 議 会 は 連 邦 政 府 の 技 術 移 転 を よ り 『企 業 に や さ しい 』 も の に し よ う と 主 張 して き た 。

な ぜ な ら ば 、 政 府 所 有 の 発 明 を 効 果 的 に 商 業 化 す る た め に は 、 私 企 業 に 付 加 価 値 あ る 膨 大

な 資 源 を 投 入 し て も ら う こ と が 不 可 欠 だ か ら で あ る 。 こ の 商 業 化 は 、 今 度 は 新 た な 雇 角 を

生 み 出 し、 我 が 国 が 国 際 市 場 で 競 争 して い く 能 力 を 大 い に 高 め て くれ る の で あ る 。」

``C
ongresshasadvocatedinitiativesmakingfederaltechnologytransfermore

`i
ndustryfriendly,'becausegovernment-ownedinventionscouldnotbe

commercializedeffectivelywithoutthesignificantresourcesandvalue-addedinput

ofprivateindustry.Thisco㎜ercialization,inturn,cancreatenewjobsthatwould

boostournation'sabilitytocompeteintheglobalmarketplace。"

(出 典:TechnologyTransferCommercializationActof2000、Sectionbysectionreview,

Section2CongressionalFindingsよ り抜 粋 。 下 線 はMuseAssociates。)

今 回の調 査 を総括すれ ば、次 の よ うな思想 が米国政府 の知的資産政策 とその商業化政

策のバ ックボー ンに存在す る ことが明 らか とな る。 すな わち、「国家 の国際競争力 の源 泉す

なわ ち国家経済力 の基本 は、個別企 業の市場競 争力 であ る」 とい う認識 が確 固た る信念 と

して存在 してい る。 この信念 に基 づいて、国家 の研究 開発 支援が積極 的に個別 私企業 の利

益 とな るよ うな構造 を是 と して い る。 なぜ な らば、個別企 業 の発展 は、1)政 府 の財政 的

支援 に対す る税収 とい う形 での投 資回収 と、2)新 規雇 用の創 出 とい う結果 を通 じ、国家

並び に国民の利益 とな る、 と考 え られてい るか らで あ る。 す なわち、政府 に よる研 究開発

支援は誰 のため?と い う問題へ の解答 を明確 に持 ってい るとい える。
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添付資料

AppendixA各 省 庁の略称 と正式名称

NSF:NationalScienceFoundation(全 米 科 学 財 団)

NASA:NationalAeronauticsandSpaceAdministration(米 国 航 空 宇 宙 局)

DARPA:DefenseAdvancedResearchProjectsAgency(国 防 総 省 の 国 防 高 等 研 究 計 画 局)

DOE:DepartmentofEnergy(エ ネ ル ギ ー 省)

NIH:NationalInstituteofHealth(国 立 衛 生 研 究 所)

NSA:NationalSecurityAgency(国 家 安 全 保 障 局)

NIST:NationalInst'ituteofStandardsandTechnology(米 国 標 準 技 術 研 究 所)

NOAA:Nationa10ceanicandAtmosphericAdministration(米 国 商 務 省 の 海 洋 大 気 局)

AHCPR:AgencyforHealthCarePolicyandResearch(厚 生 省 の 健 康 管 理 政 策 ・研 究 局)

EPA:EnvironmentalProtectionAgency(環 境 保 護 庁)
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AppendixB:大 学技術の特許化 とライセ ンス プロセ ス
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国研による技術移転メカニズムー覧

メカニズム 定義 内容と特徴

1.学 会 ・論文発表 研究者間での非公式で任意の情 ・ 学会 や専門家 の会 議での プレゼンテーション

報交換 ・ 学会 誌での論文 公刊

・ ただし、特 許 申請に支 障をきたす 可能性 や秘 匿すべ きデー タ公 開してしまうことに十

分 留意す るべきである。

2.国 研 へ の コンサ 部外者が国研に対しアドバイスや ・ 通常、短期で事例に特殊な正式書面による契約を締結する。

ルティング 情報を提供
・ コンサ ルタントには知的財 産をめぐる利害 の対立 がないことを宣 誓させる。

3.国 研 職 員 による 技術移転を促進するための、国研 ・ 国 件が職 員のコンサ ルティング活動を承 認する必要 が ある。

外 部 へ のコンサ ル 職 員 による民 間 セクター へ のコン ・ 利 害の対 立は避 けられね ばならない 。

テイング サ ルテーション ・ 知的財産の所有に関する問題には十分注意すること。

4.人 材 交 換プ ログ 専門知識や情報を交換するため、 ・ 通 常最大1年 間

ラム 国研と第3者 組織間で人材交流

5.調 達契 約 政府の調達手段として、契約請負 ・ 事実上民間セクターの研究開発への財政支援として活用可能。

(Contract) 者(contractors)が 政 府 に 対 して サ
・ 契 約請 負者の性 質(非 営 利か 民間か 、GOCOの コントラクターか 否か 、管轄省 庁が

一 ビスや製 品を納 める。 どこか等)に より知的財 産権(IPR)の 配 分が決 定する。
・ 大 企業の 場合 、政 府はたいてい の場合IPRを 放 棄する。
・ 非営利組織や小規模企業はIPRを 取得する資格が与えられる。

6.コ ストシェア契 約 政府と非政府契約請負者の間で、 ・ 負担の形態は現金による場合も物品による場合もある。

契約上明示された内容に関し費用 ・ 産業界と政府双方の利益にかなうものでなければならない。

を分担して負担する。 ・ 一 定期 間、商業的価 値のあるデータは非公開 とされる場合 がある。
・ 契 約請 負者が費 用の20%を 最低 負担しないと、政府 はまずIPRを 事 前放棄 しない。

7.助 成 金付 きの 共 研究を支援促進するため、政府の ・ 政 府はこうした共同契約 を行なうことができる。

同契約 側から資金や設備等が提供され

る。

・Contractに よる調 達契約 と比 べ、政府と被支 援者の 間の 交流 ・介入 は少ない。

8.CRADA(共 同研 複数の図研や非政府セクターが共 ・ 国研からは資金援助がなされないことが義務付けられている。

究開発契約) 同研究する契約形態であるがミ国 ・ 調達契約や助成金付き共同研究とは異なる。

研は人材、設備の提供を行なうの ・ 本 契約 の一部として、発明 やIPへ の権 利は交渉 可能 。

みで金銭的支援の提供は一切無 ・ 本契約下において、国研で生成された特定のデータは上限5年 まで非公開とすること

い。非 政 府主 体 は 資金 、人 材 、サ ができる。
一ビス、施設 、設備等 を提供 。

メカニズム 定義 内容と特徴

9.政 府か ら民間 セ ライセンシングとは 、知 的所有権 以 ・ 技 術の 分野 、利 用の 地理 的条 件、利用 が国 内か国 外か によって、排他 的、オープン

クターへの 技 術ライ 下の使用権を第3者 に与えること のいずれ かのパターンが あり得る。

センス であり、第3者 はその知的資産を ・ 特 許 ロイヤルティーの 大部分 が国件 へ支払わ れることが求 められる。

利 用することができる。
・ 米国企業と小規模企業を優先する。
・ 利 害 の 対 立(Co㎡hctofInterests)に 注 意 。

・ 排他 的よりもオープンライセンスが望ましい 。
・ ライセンシー候 補企業 は契約 に当ってその商 業化プランを示すことが 望ましい。

・ 政府はその技術がいかなる形でライセンスされようとも、その技術に対するオープン

だが無料で全世界で利用できる権利を有する。

10.民 間セクター か ライセンシングとは 、IPの 使 用権 ・ 政府が民間の特許化された技術を政府の目的のために使用する際には、正当な使

ら政府 へ のライセン を第3者 に 与えること。第3者 は そ 用料が支払われねばならない。

ス のIPを 利用することが できる。 ・ 現存する調達規則に従わねばならない。

11,SBIR(Smal1 SBIRは 、政 府 プログラムに 小規 ・2年 間 のデータ非公開 ルール

BUsinessInnovation 模企業の参画を促すための財政 ・ 契約 請負者 は発 明へ のIPRを 取 得することができる。

Re8earch) 支援プログラムである。

12.施 設 ・設 備 の 各国研は、独自の実験用施設を外 ・ 利用 者は排他 的 に研究を行なうことも出来るし、そうしなくても良い。

開放 部 の 研究 者 、× 学 、民間 企 業 、他
・ 排他的に利用する場合は、外部利用者はその費用を全額支払わねばならない。この

. の政府研究所に使用させる。 場合生じたIPに 対する権利は利用者に属する。当然全てのデータは非公開である。
・ 非排他的に利用する場合は、IPRは 利用者に帰属するが、データは国研側にも自由一

に利用する権利が与えられる。
・ 利用者が他の国研との契約や国際契約に基づいて利用する場合は、それら契約で

のIPRに 関 する取 り決めに従 う。

13.S7TR(Small 選抜された小規模企業に与えられ
・ 共 同契約 のパー トナーは大学 、非営 利の民 間研究所 、GOCO研 などである。

Businessl距ch る政府 との 優 先 契 約 であり、レベ ・5つ の 省庁がプログラムを提 供 中:DOD 、DOE、HHS、NSF、NASA

Transfbr ルの高い非営利団体との助成金
Program) 付きの共同契約が与えられる。

14.WorkFor 省庁と非政府主体が契約し、国研
・ 連 邦政府 職員が 経済的 利益のため に働 くユニークなシステム 。

Othersプ ログラム 職員や国研設備を利用して研究開 ・ 請け負う研究開発はその国研のミッションと研究分野の優先順位に合致していなけ

発を請け負う。 れ ばな らない。

(FLC作 成 の ◆TheHuntf。rTechn。1。gy"よ り抜 粋 、邦 訳 。)
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AppendixD:特 許関連原デー タ

〈米国特許申請数 ・取得数 ・認可率推移 〉

Granted ApPlication

1980 62,153 104,329

1981 66」84 106,413

1982 58,189 109,625

1983 57,256 103,703

1984 67,530 111,284

1985 71,965 117,006

1986 7t298 122,433

1987 82,952 127,917

1988 77,924 139,825

1989 95,537 152,750

1990 90,364 164,558

1991 96,513 164,306

1992 97,444 173,075

1993 98,342 174,743

1994 101,676 189,857

1995 101,419 212,377

1996 109,645 195,187

1997 111,983 215,257

1998 147,519 243,062

1999 153,487 270日87

2000e 144,346 295,000

〈米国特許種類別取得件数〉

Class435 Class700 Class705

1980 405 113 29

1981 514 108 30

1982 484 120 38

1983 430 126 33

1984 419 159 45

1985 425 271 43

1986 511 266 58

1987 721 298 74

1988 701 272 83

1989 927 404 128

1990 933 305 99

1991 973 339 94

1992 1251 320 89

1993 1509 388 164

1994 1428 450 170

1995 1505 373 117

1996 2108 461 155

1997 2864 347 246

1998 4062 657 490

1999 4025 535 717

(Source:USPTO)

〈米国特許タイトル保持主体別取得数〉

7,9,.

1990 1991 1992 1993 1994
'1995

1996 1997 1998 1999 2000

USCorporations 36,093 39,133 40,308 41,825 44,036 44,035 48,741 50,220 66,053 69,392 32,579

USGovemment 983 1,183 1」61 1戊67 1,258 1,028 923 944 1,027 983 376

USUniv N.A. N.A. 976 1,124 1,365 毛263 1,416 t883 2,844 2,978 N.A.

USlndividuals 12,542 13,207 12,751 12,281 12,805 12,885 13,729 12,914 16,407 16,698 7,662

Alltoalgrants 90,364 96,513 97,444 98,342 101,676 101,419 109,645 111,983 147,519 153,487 72,173

(Source:USPTO)
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第3章 米国の知的所有権の先行取得と商業化促進政策およびその成果について

AppendixE:省 庁別貢献度計算方法

i.亘PＬgt・1,』dil亘i蠣 燕 三 元⊇ 亘ll:1[]]二ご二iill]]1]il[[[[::il二二1∴ 品}
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%…Agency Industry Fedlntra U&C Total

DOD 24,388 7,906 1,919 34,475 44.7%i

HHS 936 3,406 9,413 16,361 21.2%i
NASA 5,013 2,356 t898 9,695 12.6%i
DOE 2,200 667 4,542 7,458 9.7%i

-一 ・・一 　・…i

NSF 196 23 2,480 2,890

ザ'

3.7%i

USDA 11 1,211 475 1,709 2.2%i

Allotheragencies 895 2,549 538 4,597 6.0%i

Total 33,639' 18,118 21,265 77,185

孝

100.0%i

…iii
s

"1

>l

iR&DSelfLFunding}i ($M)

Industry 168,083

U&C 14,552
s
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AppendixF:全 米 リサ チ大学ロイヤルティ 収入Top25

t

つ
'

3

4

5

6

7

8

9

10

ll

]2

13

14

TOP25U.SUNJVERSITIES:

Nameoflns`itution

Vniv.ofCaliforniaSystem

ColumbiaUnh`ersits'

StanferdUniversitv

FteridaStateUniversitv

YaleUni、'ersity

CarnegieMetlonUnis'ersit}'

MichiganStateUniversity

Univ.ofWashiton/Wash.Res.Fndtn.

Unis'.ofFlorida

Massachusettslns:,ofTechno|o'(MIT)

W.A.R.F./Univ.ofWisconsin-Madison

SUNYReserchFoundation

HarvardUniversitv

BaylorCetlegee『Medicine

15

16

t7

18

19

20

21

22

23

24

25

UniN'.ofPennss『Lvania

Uni、 ・.ofMichian

Tu]aneUnis・ersity

johnsHopkinsUniversil}'

CalifornialnstituteofTechnology

EmorvUniyersitv

WashingtonUni、ersit}'

CornelReserchFndtn.Inc.

Ruters,TheStateUnii'ersiIyofNJ

TexasA&MUniversitvSvstem

CtemsenUniversit、'

ALLTOTAL

FYlggs
-

Gross
….

一

　 …幽
$79.838、000

$66.OI8.329

$61.245.084

$46.642.688

$33306、248

$30.065.000

$24.336.872

$21.303、796

$19」44.753

$18.(,14.834

$16」30、000

$12」31.553

$t2.089、84L

$7.521.878

$7.246.695

$6.81LOOO

$6.633,181

$5.615.209

$5.50{}、OoO

$5、410、179

$5.011.302

$4,800.000

$4.749.165

$4.466、679

$4.329593

FY199S-

Gross}
LiCenStInCome

Received

RunninRoalities

$68.6t3.OO{[

$6t.862.653

N.A.

$45.501.688

$30.895.160

$740.000

$24.086.872

N.A,

$17.545.618

$lo.9|o.420

$|4.700もooo

$9.]08、334

$ILOI6.260

$1.り99.27り

$1.078.386

$500、ooo

$6.359.681

$3.648.390

$4.700.000

$L3リo」79

N.A.

$4.000.ooo

$3.079.860

$4.127.{ハ82

FY1998

Gross

U¢ense'ncom■

Received

Cashed-`nEui1

$137.oI}(}

$v

N.A.

$o

$o

$2X.131.Oeu

$o

N.A,

$1}

$825.OOO

$o

$40」.904

$2s.り17

$4.ooo.oe8

$⊂)

$3、5C)e.oee

$o

${)

$e

$o

N.A.

$o

$422.50{[

$o

s4.294.613 $([

FY1998-

Cress－
Licenselncerne

Received

－.、_..

$ll.e8s.o{lo

$←↓.155.676

N.A.

$1.141.Ot,o

$2.411.088

$1.1り4.ooe

$250.OOo

N.A,

$1.59り 」35

$6.879.414

$1、430.000

$2、6|8.315

$±.1)44.664

$L522.5リ1

$6」6x.3{レ9

$2、Sll.OOO

$273.5U〔}

$L966.Xt9

$800.ooo

S4.020,0C)O

N.A.

$800.0("O

$1.24(,.so5

$33り 、597

$34、 り8{}

.
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